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序 文 
 

 独立行政法人国際協力機構は東ティモール民主共和国の「ディリ港フェリーターミナル緊急移設計

画に係る協力準備調査を実施することを計画し、同調査を株式会社 Ides、株式会社日本港湾コンサル

タントの共同企業体に委託しました。 

 調査団は平成 27 年 7 月～平成 27 年 8 月まで東ティモール国の政府関係者と協議を行うとともに、

計画対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完成の運びとな

りました。 

 この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つことを願

うものです。 

 終わりに、調査にご協力いただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成 28 年 4 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

社会基盤・平和構築部 

                              部長 中村 明 

  



 

 

要  約 
 

1. 国の概要 

 東ティモール民主共和国（以下、「東ティ」国）はインドネシア群島のほぼ中央、小ス

ンダ列島の東端に位置するティモール島の東半分とインドネシア領西ティモール内の飛び

地（オエクシ県）とで構成される。人口は約 121万人（2014年 World Development Indicator）

であり、首都ディリに全人口の約 2 割が居住する。国土面積は約 14,900 ㎢で、その約 6 割

は山岳地帯で国土の半分近くが傾斜 40%以上の急峻な斜面からなる。地質的にも脆弱な堆

積層から構成されていることから、雨季には土砂崩れや洪水などの自然災害が多発する 

「東ティ」国は 400 年以上のポルトガルの植民地、その後の 24 年間のインドネシアへの

併合を経て 2002 年 5 月に独立した若い国である。2006 年以降 10 年間程度で政治は安定し、

新生国家として歩み続けている。「東ティ」国の人口の 70%は地方に居住し、唯一の輸出

農作物であるコーヒーを含む農業で生計を立てている。15 歳以下の人口が 44%を超え、出

生率も2012年には5.3人と高く2030年には470,000人の労働人口が発生するとされている。

一方、全国ベースでは貧困層は 40%以上に達し、地方では 50%以上が貧困層であるといわ

れている。 

2010 年には 75,000 人の雇用が主に公的機関による需要により生まれ、労働人口の 12%

が就労している。石油セクター以外の私企業の労働人口は 46,400 人で 2012 年には 63,200

人に増加しており、民間セクターの進展による労働人口の向上が望まれている。 

「東ティ」国の非石油部門の経済成長率（GDP）は 2011 年までは 10%を超える高い成

長率を示したが、2012 年以降は世界的な経済の低迷の影響の影響を受け 7%程度と半減の

状態が続いている。また、2012 年までは 10%～12%のインフレ率であったが、2013 年に 

“Yellow Road” framework in 2013 という、「支出フレームの抑制と長期間の安定的な財務

状況を確保するために石油基金を活用する」政策により、インフレを抑制することに成功

している。「東ティ」国政府は「国家開発戦略計画（Strategic Development Plan:SDP）」に

示された大型公共投資を 2015 年度には Loan を除き US$3 億 6,400 万の投資を計画してい

る。そのうち、港湾投資は 2018 年までに主要投資を終了すべく計画しており、特に港湾分

野の投資は 2016 年～2018 年で US$1 億 190 万の投資を計画している。 

2. プロジェクトの背景、経緯及び概要 

「東ティ」国の首都に位置し、同国唯一最大の国際港湾であるディリ港は我が国が 2000

年に実施した開発調査「緊急復興開発計画」に基づき、2000 年度に実施した「ディリ港航

路標識及び防舷材改修計画」を始めとして各種の改善計画が実施されてきた。また、同時

期に ADB も東ティモール信託基金（TFET）により「Emergency Infrastructure Rehabilitation 

Project I」として同港の東コンテナヤードを改修している。 



しかしながら、国際貨物を取扱う同港の港湾施設において SOLAS 条約に基づく十分な

港湾保安体制が確立されていないことや、フェリー旅客動線とコンテナ貨物の取扱いが錯

綜するなど安全な港湾の運用がなされていない。更に「東ティ」国の経済活動の拡大につ

れ同港での取扱貨物量が右肩上がりで増大してきており、不十分な施設の維持管理、不安

全で非効率な施設運用などの課題が顕在化してきたため、同港の機能不全による経済活動

への支障が懸念され始めている。「東ティ」国政府はディリの西にあるティバールに新港開

発の計画を有しているが完成までには 5~10 年かかると見込まれており、当面はディリ港

の効果的な活用が不可欠な状況にある。 

ディリ港をより一層効率的かつ安全に運用するための当面の課題と取り組むべき政策を

整理するために、我が国は 2013 年度に「東ティモール港湾セクター情報収集・確認調査」

を実施した。同調査において、以下の整備が重要であることが確認された。 

 

① 既存旅客用フェリーターミナルをディリ港内で移設することで貨客動線の混乱の解

消 

② 複数のフェリーが同時接岸可能な施設整備により、将来の旅客専用港としてのディ

リ港拡張の基盤を作る 

 

「東ティ」国政府はドイツから供与されたフェリー・ナクロマ（Nakroma）1 隻では住民

の移動及び生活物資の輸送能力が限界に達していることから、2015 年中にポルトガルから

フェリーを調達する予定であるほか、ドイツ政府からの新たなフェリー供与も予定してい

る。このため、複数のフェリー係留に対応したターミナルの整備が必要不可欠である。 

以上の背景・経緯から、「東ティ」国政府は我が国に対し、2013 年 11 月に無償資金協力

「ディリ港フェリーターミナル緊急移設計画」（以下、「本プロジェクト」という）を要請

し、計画準備調査の実施を我が国は決定した。 

 

3. 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

 この決定を受けて、JICAは 2015年 6月 29日~8月 14日まで計画準備調査団を派遣した。

調査団は「東ティ」国政府関係者と協議を行うとともに、計画対象地域における現地踏査

を実施し、先方政府からの要請について再確認した。現地調査中の「東ティ」国との協議

において、現有フェリー及び新たに導入する 2 隻のフェリー、計 3 隻のフェリーの母港と

してのフェリーターミナル機能の計画が要望された。調査団は現地調査結果を踏まえた帰

国後の国内作業に基づき、3 隻のフェリーが着桟可能で、かつ同時 2 隻の着桟機能を有す

るフェリーターミナルの計画を策定することとし、桟橋及びプラットフォームの仕様、施

工方法、概算事業費積算などを実施した後、2016 年 1 月 25 日から 1 月 31 日まで準備調査

概要説明調査団を派遣し、基本設計の内容及び両国による負担事項について協議・確認を

して合意を得た。表 3-1 に施設計画概要を示す。 



 

 

表 3-1 プロジェクトの内容・規模 

工種 形状・寸法 

1.フェリー桟橋 桟橋 

設計水深：-11.5m 

桟橋延長：接岸部は両側、100ｍ x 2 か所  

主要部：幅員 20m、延長 100m 

基礎杭：鋼管杭 D900 x t14, L=45.5m、39.0m    

橋脚部上部工：場所打ちコンクリート 

上部工：PC 桁（+舗装コンクリート） 

係船柱：250kN タイプ、曲柱 

防舷材：V-500H, L=3.5m 

車止：RC コンクリート 

防食：電気防食(50 年対応、3.5A 陽極) 

航路標識：光達距離 12 マイル x1 基 

2.プラットフォーム 

 

面積：55mx52m＋変形部（変則台形タイプ）） 

基礎杭：鋼管杭 D800 x t12, L=31.0m 

        PC 杭 D800, L=31.0m 

上部工：RC コンクリート 

係船柱：250kN タイプ、曲柱 

防食：電気防食(50 年対応、3.0A 陽極)  

3.すりつけコンクリー

ト 

基礎砕石+舗装コンクリート（段差調整） 

4.その他 

 照明 

 給水 

 給電 

 消火栓 

 安全保安設備 

 

プラットフォーム、桟橋照明 

フェリー用給水（桟橋部） 

フェリー用給電（桟橋部、接岸時） 

桟橋部に設置 

乗降旅客・車両の安全確保（CCTV 他） 

 

4. プロジェクトの工期及び概略事業費 

本プロジェクトの全体工期は、入札工程を含め 29.0 ヶ月（実施設計 8 ヶ月、工事

期間 21 ヶ月）が必要とされる。また、本プロジェクトにおける概算事業費の総額は

22.25 億円（日本側：約 19.90 億円、「東ティ」国側：1.42 億円）と積算された。 



 

 

5. プロジェクトの評価 

(1) 妥当性 

プロジェクト実施の妥当性を以下に示す。 

① 裨益効果 

現行航路及び新たに就航が計画される北部海岸地域の住民のみならず、「東ティ」

国経済の発展に寄与することが期待されることから全国民に裨益効果が及ぶと考え

られるため、プロジェクトの妥当性は高い 

② 長期的開発計画との整合 

「東ティ」国の「戦略開発計画（Strategic Development Plan: SDP）」において、港湾

インフラの整備は同国の経済成長を確かなものとする為の整備政策と位置づけらて

おり、本プロジェクトの SDP との整合性は高い。加えて、新ティバール港への貨物機

能の移転以降のディリ港は国際旅客船ターミナル、フェリーターミナルなど海陸の交

通結節点としての機能を求められており、本プロジェクトの妥当性は高い。 

③ 本邦の援助政策との整合 

「東ティ」国に対する日本の援助方針の一つに「経済活性化のための基盤づくり」

が掲げられている。本プロジェクトは北部海岸地域のフェリー需要に対応するととも

に地方と首都圏や隣国インドネシアとの経済交流が活性化する基盤を提供すること

になることからも、上記援助方針と合致し、プロジェクトの妥当性は高い。 

 

(2) 有効性 

 1) 定量的効果 

 本プロジェクトは今後大幅な増加が予想されるフェリー需要に対応した運航フェリーの

増加に対応したフェリーターミナルの整備計画であり、表 5-1 に示す定量的効果が見込ま

れる。定量的効果指標では基準年を現在（2014 年）の実績値とし、事業完成 3 年後（2021

年）の目標値を示す。 

 

表 5-1 定量的効果指標 

指標名 
基準値 

(2014 年実績値) 

目標値（2021 年） 

【事業完成 3 年後】 

フェリーの接岸可能時間 
(時間／日) 

3 時間 24 時間 

旅客数（人／年） アタウロ航路：21,634 人 
オエクシ航路：44,036 人 

アタウロ航路：28,392 人 
オエクシ航路：70,985 人 

 
 
 



2) 定性的効果 

① 直接効果 

 旅客乗降時の安全性が向上する。 

 潮位に影響されずに常時安全な接岸が可能となる。 

 フェリーターミナル・ビル計画地に隣接するため、フェリー利用者の利便性が高

い。 

 桟橋形状の接岸施設であることから、フェリー接岸時の動揺は大幅に軽減されバ

ンカリング等の整備作業の自由度が高くなる。 

 2 隻同時接岸できる規模であることから、フェリー運航スケジュールの自由度が

増し、輸送回数と規模の拡大が可能となり、生活の足としての機能が向上する。 

 新たに導入される Portugal からのフェリー（横開き Ro/Ro タイプ）の着桟も可能

であり、国際間フェリー航路開発へ寄与する。 

 

② 間接効果 

 地方と首都圏地域との物流量が増大し、北部海岸地域及び飛び地・離島の経済発

展に寄与する。 

 今後、増大が想定される観光客の移動手段としての活用が期待され、地方に経済

効果をもたらす。 

 ティバール新港へ貨物取扱機能が移転した場合、国内フェリーターミナルと国際

観光船埠頭の機能分担が明確になり、ディリ港が国際観光港及び国内フェリータ

ーミナルの機能を持った交通結節点の港湾としての役割の一端を担うことが可

能となる。 

 

(3) 他の JICA 事業との連携 

本事業の実施により、無償資金協力「ディリ港改修計画」（2006 年）及び「オエクシ港

緊急改修計画」（2010 年）により整備された各々の港の効果的・有効的活用につながる。

また、現在、「港湾施設・安全アドバイザー」（長期専門家、2012 年～2015 年）及び「港

湾施設維持管理」（短期専門家 2015～2016 年）を派遣中であり、これら専門家の活動に

より向上した港湾局の維持管理能力が、本事業で整備された施設・機材の適切な維持管

理に寄与することが期待される。 

 

以上のことから、本プロジェクトの実施において、妥当性と有効性が認められる。 
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1-1-1-2 ディリ港施設の現況 

(1) 係留施設 
図 1-1-2 に示すようにディリ港は埠頭１（Pier 1）を中央部（Center）、埠頭２（Pier 2）を西部

（West）、岸壁東端部から東側を東部（East）と区分している。岸壁延長は 289.2m あり、埠頭１

(Pier 1)は A バース、B バースの 2 バースで、埠頭２(Pier 2)は C バースで構成されている。岸壁

前面水深は－7m で、岸壁本体の構造形式は各ブロック（BL1～BL6）とも PC 杭（φ500,600）
の基礎工に RC 上部工を用いた横桟橋形式である。 

 

出典：APORTIL 資料より JICA 調査団作成 
図 1-1-2 係留施設位置図 

 
(2) 荷捌施設 

図 1-1-3 に示すようにディリ港の荷捌施設は中央及び西部地区の埠頭背後に 4 か所配置され

ている。西部地区の荷捌施設は、米、セメントのばら積貨物の荷捌きに使用されている。 
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出典：APORTIL 資料より JICA 調査団作成 
図 1-1-3 荷捌き施設位置図 

(3) ヤード施設 
図 1-1-4 に示すように、コンテナヤードは埠頭の東端を境界として西部地区ヤード（図中、ピ

ンク色及びグリーン色）と東部地区ヤード（図中、イエロー色）に区分される。東部地区ヤード

はコンテナ取扱埠頭（埠頭１）に近接することから使用頻度が高く、消火栓等のヤード設備も完

備している。一方、西部地区ヤードはコンテナの検査・計量ヤード及び資材置き場等に使用され

ている。 

 

出典：APORTIL 資料より JICA 調査団作成 
図 1-1-4 ヤード施設位置図 

 (4)  保管施設 
保管施設は図 1-1-5 に示す保税上屋 1 棟（オレンジ色）と上屋 3 棟が設置されている。 



東ティモール国ディリ港フェリーターミナル緊急移設計画準備調査             協力準備調査報告書 
 

1-4 
 

 
出典：APORTIL 資料より JICA 調査団作成 

図 1-1-5 保管施設位置図 
(5) 臨港交通施設 

臨港交通施設としては図 1-1-6 に示すように、サラザル通りがディリ港を外周しており、ディ

リ港へは 4 か所のゲートが設置されている。 

 

出典：APORTIL 資料より JICA 調査団作成 
図 1-1-6 臨海交通施設位置図 

(6) 旅客施設 
旅客施設は図 1-1-7 に示す東西 2 か所にランディング斜路が設置されており、フェリー

（Nakroma）の乗下船に使用されている。 
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出典：APORTIL 資料より JICA 調査団作成 

図 1-1-7 旅客施設位置図 
(7) 港湾管理施設 

港湾管理施設としては図 1-1-8 に示すように国際ターミナル建屋（オレンジ色）、港湾管理建

屋（APORTIL）（グリーン色）及び GIZ 建屋（レッド色）がある。 

 
出典：APORTIL 資料より JICA 調査団作成 

図 1-1-8 港湾管理施設位置図 
(8) 航路、泊地、航行標識 

航行援助施設については、現在、日本の無償資金協力事業で 2001 年に設置された表 1-1-1、
図 1-1-9 に示す灯台、航路標識灯などが設置されているが、それらの光達距離はそれぞれ 17 及

び 12 マイルとなっている。現在まで供与された機材は機能し利用されている。光達距離につい

ては明確な基準があるわけではないが、航行沖合船に対し自船の位置確認を支援するための灯台
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には 17 マイル以上、入港船への航路表示などの支援のためには 12 マイル以下に設定されている

例が多い。航路、泊地及び航路標識の位置図を図 1-1-9 に示す。 

表 1-1-1 既存の航行援助施設の状況 

場所 施設の種類 光達距離 電源 設置年 

ディリ港 
灯台 17 マイル ソーラーシステム 2001 年(日本無償)

航路標識灯 12 マイル ソーラーシステム 2001 年(日本無償)

出典：APORTIL 資料より JICA 調査団作成 

 

 

出典：APORTIL 資料より JICA 調査団作成 
図 1-1-9 航路、泊地、航行標識位置図 

(9) 錨泊施設 
ディリ港では、パイロットサービスは行っておらず、全ての船舶はバースに着桟するまで無線

誘導される。泊地は図 1-1-10 に示す通り、D1～D14 までの 14 か所、航路入口の外洋側で水深

が 34m より深い区域に配置され、ハーバーマスターの指示により指定された錨泊地に投錨こと

になっている。 
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出典：APORTIL 資料より JICA 調査団作成 
図 1-1-10 錨泊地位置図 

(10) 荷役機械 
 ディリ港の荷役は全て民間の港運会社が実施しており、APORTIL は関与していない。必要

な荷役機械は民間会社が手配することになり、船舶との貨物の揚げ降ろしは、基本的にシップク

レーンを使用している。表 1-1-2 に港内で使用されている主要な荷役機械を示す。 

表 1-1-2 主要荷役機械一覧表 

荷役機械名 能 力 数 量（基） 

リーチスタッカー 30～40t １ 

フォークリフト 20～30t ３ 

ラフタークレーン 50t １ 

出典：APORTIL 資料より JICA 調査団作成 
 

1-1-1-3 ディリ港の入港船舶及び取扱貨物の現状 

(1) 入港船舶状況 

 ディリ港への船舶入港隻数及び総トン数の経年変化を表 1-1-3 及び図 1-1-11 に示す。入港

隻数、総トン数とも 2007 年以降、増加傾向にある。 
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表 1-1-3 ディリ港への入港船舶数及び総トン数の経年変化 

 

出典：APORTIL 資料より JICA 調査団作成 
 

 

出典：APORTIL 資料より JICA 調査団作成 
図 1-1-11 ディリ港への入港船舶数及び総トン数の経年変化 

 

(2) 船種別年間入港隻数 
 船種別年間入港隻数として、表 1-1-3 より 2014 年の実績を図 1-1-12 に示す。入港隻数は、

タグボート、その他の船舶、コンテナ船の順となっている。 
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出典：JICA 調査団作成 

図 1-1-12 船種別年間入港隻数  

 

(3) 船種別埠頭占有時間 
既設埠頭は、基本的には東側と西側の 2 バースとなっており、東側はコンテナ船が西側は貨物

船が利用している。バース占有率を表 1-1-4 に、各データをグラフ化したものを図 1-1-13～図 
1-1-14 に示す。分析においてはコンテナ船、一般貨物船、「その他の船舶」の係留時間を用い、

「非 SOLAS 船（おもに小型タグボート）」は除外した。 

着桟日数は、2 バース運用を行っていれば、月当たり最大 60 日程度であるが、実績では 50 日

～105 日となっており、埠頭占有率は、106～338%、平均 259%であり、埠頭利用頻度が非常に

高く、滞船が頻繁に発生している。この着桟日数より、小型貨物船とその他の船舶は埠頭を 2～
4 バースとして利用していると想定され、2～4 バース利用時における占有率は、平均で２バース

利用の場合で 129%、3 バース利用で 88%、4 バース利用で 65%となっている。いずれも貨物船

埠頭の標準バース占有率 65%以上となっており、バース不足の状況が顕著である。また、バー

ス数別の月別利用日数は、2 バース利用と 3 バース利用が各々平均で 14 日となっており、小型

船が頻繁に利用していることが理解できる。 

この結果から、係留時間を減らすための何らかの対策が取られない限り岸壁の能力は限界に達

していると言わざるを得ない。 
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表 1-1-4 月別船種別着桟日数、着桟率、占有率 

 

出典：APORTIL データより JICA 調査団作成 
 

 

出典：APORTIL データより JICA 調査団作成 
図 1-1-13 月別船首別桟橋係留日数 
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出典：APORTIL データより JICA 調査団作成 
図 1-1-14 占有率と着桟率の月別変化 

 

1-1-1-4 ディリ港港湾施設における現状の課題 

ディリ港では以下のような不具合が現在発生しており、人命と離島及び遠隔地との生活の足の

確保に困難が生じている。 

(1) コンテナ取扱動線とフェリー乗船客動線との錯綜 
図 1-1-15 に示すように、フェリー乗船客とコンテナ取扱動線が錯綜している危険な状況であ

る。APORTIL はフェリー乗船客誘導時にはコンテナ取り扱いの停止を求めているが、コンテナ

取扱民間ステベはコンテナの取扱を優先し、乗船客の動線との錯綜が生じている。 

 

 
撮影：JICA 調査団 

図 1-1-15 フェリー乗船を待つ乗客の横でコンテナ取扱作業の実施 
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(2) 斜路の構造不適合による不具合 
斜路端部構造による接岸距離不足により、危険な車両乗降を余儀なくされている。これは専用

の接岸用斜路でないため、接岸距離が不足し、車輛乗降ランプが適正な角度を保持できない状況

にある。また、高波浪時には RoRo ランプに戸渡を設置しての乗船や、海水に浸かりながらの乗

船を強いられる状況である。 

 
撮影：JICA 調査団 

図 1-1-16 東側斜路での車両乗降状況 
（斜路端部構造による接岸距離不足で開扉部と斜路設置部が鋭角となり、車体が擦りそうな状況） 

 

 
図 1-1-17 海水につかりながらの乗降状況 

（波浪状況によっては海水につかりながらの乗降を余儀なくされる） 
 

(3) 十分なバンカリング（給油、給水等）作業を実施することの困難 
貨物埠頭は非常に高いバース占有率のため、フェリーのバンカリング作業が貨物船利用の間隙

をぬってしか実施出来ない。現在は甲板部にある燃料注入口から強化ビニールホースを、フェリ

ー前部開口扉の上から地上に降ろしたうえで、タンクローリーに設置されたエンジンポンプに接
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続し、給油を行っている。ホースを降ろす際、ホース内に残っている燃料が地上に漏れることも

考えられる。 

 

撮影：JICA 調査団 

図 1-1-18 バンカリングの状況 

（貨物船により岸壁が絶えず占有されるため、給油等のバンカリングのタイミング調整が困難で

ある） 
 

(4) 危険な係留方式 
斜路によるランディング形式により、東西の斜路とも安全性に欠ける係留をせざるを得ないと

ともに、高波浪時には船首があおられる可能性が高く、乗降の安全性が確保しにくい危険な係留

状態にある。また、もやいロープも適正なボラード設置となっておらず、ロープが擦れる危険な

もやい取りになっている。東側斜路への接岸においても、絶えず波浪と潮流の影響を受けるため、

微速エンジン稼働状態での着岸を余儀なくされている。また、もやいロープにより、緊急時の迅

速な離岸動作が難しい（西側斜路でも同様の状況である） 

 
撮影：JICA 調査団 

図 1-1-19 絶えず波浪と潮流の影響を受ける係留状態 
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撮影：JICA 調査団 

図 1-1-20 ロープが岸壁で擦られ危険なもやいロープの状況 
（貨物船のもやいロープ状態との違いに注目） 

 

 
撮影：JICA 調査団 

図 1-1-21 東側斜路での接岸時の係留状況 
 

(5) 定員を超えた乗船での運航 
Nakroma1 隻では需要に対応しきれず、定員超過状態で住民生活の足の確保のために運航され

ている。表 1-1-5 は 2010 年～2014 年までの 5 か年間の Nakroma の輸送実績から定員超過率を

求めたものである。現在の就航航路では平均 1.5 倍の定員超過率である。 
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撮影：JICA 調査団 

図 1-1-22 定員超過状態のフェリー 
（船内に座席を確保できない乗客がデッキに溢れている） 

 
表 1-1-5 Nakroma による輸送実績（2010 年～2014 年）にみる定員超過率 

航路 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 年平均

Dili-Aturo-Dili 乗船客数 23,705 16,821 22,878 18,752 21,634 20,758
運行回数 52 35 52 46 46 46
定員超過率 1.52 1.60 1.47 1.36 1.57 1.50

Dili-Oecussi-Dili 乗船客数 38,680 26,214 36,952 32,145 44,036 35,605
運行回数 98 104 99 67 98 93
定員超過率 1.32 0.84 1.24 1.60 1.50 1.28

出典：APORTIL 資料より JICA 調査団作成（Nakroma の乗船定員：300 人） 
 

1-1-1-5 フェリー（Nakroma）の運航状況と輸送実績 

(1) フェリーの運航航路と運航スケジュール 

2007 年に就航したフェリーNakroma はディリ－オエクシ、ディリ－アタウロの 2 航路を運航

している。その運航スケジュールは表 1-1-6 に示す通りで、ディリ－オエクシが週 2 便、ディリ

－アタウロが週 1 便である。 
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表 1-1-6 フェリーNakroma の運航状況 

曜日 航路 出港時間 

月曜日 ディリ － オエクシ 17:00 

火曜日 オエクシ － ディリ 17:00 

木曜日 ディリ － オエクシ 17:00 

金曜日 オエクシ － ディリ 17:00 

土曜日 ディリ － アタウロ － ディリ 09:00  17:00 

     出典：APORTIL 資料より JICA 調査団作成 

 

(2) 運航料金 
表 1-1-7 及び表 1-1-8 に航路別の運航料金を示す。なお、12 歳以下は無料となっている。いず

れも片道の運賃である。 

表 1-1-7 ディリ－オエクシ–ディリ 航路料金表 

 
出典：APORTIL 

注：Karau: Baffalou Kuda: Horce. BiBi: Goat Fahi: Pork 
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表 1-1-8 ディリ－アタウロ－ディリ 航路料金表 

 

出典：APORTIL 

 

(3) 輸送実績 
2010 年～2014 年の 5 か年間の Nakroma の輸送実績は、航路別に以下のようになっている。デ

ィリ－オエクシ–ディリ航路では年間平均で 93 回の運航回数、35,605 人の乗客数、313 トンの車

両での貨物輸送、1,019 トンのモーターバイクによる貨物輸送、及びその他（小口貨物）2,628
トンを輸送している。また、ディリ－アタウロ–ディリ航路では年間平均で 46 回の運航回数、

20,758 人の乗客数、317 トンの車両輸送による貨物、237 トンのモーターバイクによる貨物輸送、

及びその他（小口貨物）153 トンを輸送している。 

表 1-1-9 ディリ-オエクシ–ディリ航路の輸送実績 

年 2010 2011 2012 2013 2014 合計 年平均 

運航回数 98 67 99 104 98 466 93

乗客数 38,680 26,214 36,952 32,145 44,036 178,027 35,605

車両（トン）  539 460 566 1,565 313

バイク（トン） 1,643 1,203 1,223 460 566 5,095 1,019

その他貨物（トン） 2,396 2,665 2,868 2,779 2,434 13,142 2,628

出典：APORTIL 資料より JICA 調査団作成 
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表 1-1-10 ディリ-アタウロ–ディリ航路の輸送実績 

年 2010 2011 2012 2013 2014 合計 年平均 

運航回数 52 35 52 46 46 231 46

乗客数 23,705 16,821 22,878 18,752 21,634 103,790 20,758

車両（トン） 570 412 212 392 1,586 317

バイク（トン）  343 317 225 301 1,186 237

その他貨物（トン） 194 165 149 138 119 765 153

出典：APORTIL 資料より JICA 調査団作成 
 

表 1-1-11 ディリ－オエクシ–ディリ航路の 1 航海当たりの輸送実績 

年 2010 2011 2012 2013 2014 年平均 

運航回数 98 67 99 104 98 93

乗客数 395 391 373 309 449 382

車両（トン）  5 4 6 3

バイク（トン） 17 18 12 4 6 11

その他貨物（トン） 24 40 29 27 25 28

出典：APORTIL の資料より JICA 調査団作成 
 

表 1-1-12 ディリ-アタウロ–ディリ航路の 1 航海当たりの輸送実績 

年 2010 2011 2012 2013 2014 年平均 

運航回数 98 67 99 104 98 93

乗客数 242 251 231 180 221 223

車両（トン）  4 2 4 3

バイク（トン） 0 5 3 2 3 3

その他貨物（トン） 2 2 2 1 1 2

出典：APORTIL の資料より JICA 調査団作成 

 

1-1-1-6 フェリーの保有状況と調達計画 

(1) フェリーの保有状況 
現在、「東ティ」国は公共フェリーとして、2007 年にドイツから供与されたフェリー

（Berlin-Nakroma（以下 Nakroma））1 隻を保有し、飛び地のオエクシと離島のアタウロの間を運

航している。 

(2) フェリーの調達計画 
「東ティ」国は現行のフェリー1 隻での運航のため、乗船定員を大幅に超過する乗客を政策的

な低料金で運航し、住民生活基盤を確保している。「東ティ」国は 2012 年に「東ティ」国北海岸

及び南海岸での海運計画調査をドイツの Hamburg Port Consultants（HPC）に委託したフェリー需

要調査をもとに、新規にフェリー1 隻の導入を決断し、2 隻の公共フェリーで将来需要に対応す

ることとし、ドイツ KfW の Co-finance（ドイツ 780 万 EUR、Timor-Leste 736 万 9,000 EUR）を
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受け、新規フェリーの建造計画を進めている。2015 年 8 月から造船のためのコンサルタントに

よる造船設計が開始され、その後、入札を経て造船が開始され、2018 年 1～2 月に進水、運航開

始となる予定である。なお、「東ティ」国は寄港地の接岸状況に対応する必要から 2016 年夏まで

に横開き RoRo 船をポルトガルから導入する予定である。 

1-1-2 開発計画 

1-1-2-1 国家戦略計画（SDP） 

「東ティ」国政府は 2011 年に「2030 年に低所得国から上位中所得国への移行」を目指して、

戦略開発計画（Strategic Development Plan：SDP）を策定した。SDP の目標は①インフラの整備、

②労働者の技能、教育、訓練と③衛生システム及び栄養失調の克服を通じて急速な発展をするこ

とである。 

「東ティ」国は国民の 40%以上が貧困層であり、1999 年の騒乱の際に主要なインフラ（電力

網、灌漑、給水、家屋、学校など）が破壊された。国民の 3 分の 2 が上水の供給がなく、60%が

衛生施設もなく、電力供給がない世帯が 3 分の 2 を占める状態である。一方、「東ティ」国は、

石油、天然ガス、金、マグネシューム、大理石などの天然資源に恵まれている。石油所得が大き

く、2005 年に Timor-Leste Petroleum Fund が設立され、2012 年には国家予算の半分を占めている。 

図 1-1-23 は SDP の段階計画を示したものである。これによると第 2 段階で発展の核となるイ

ンフラ投資を完了し、成長経済に乗せる計画であることが理解できる。実際にはインフレの急激

な伸張などにより公共投資の抑制が必要になり遅れが生じているものの、SDP は着実に履行さ

れている。 
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出典：SDP P.217       

図 1-1-23 SDP の段階計画 

 
表 1-1-13 は SDP のマクロ経済戦略上の課題と対象分野を示したものである。その中で港湾

（Sea ports）はボトルネックの解消対象課題で、緊急性の高い位置づけにある。 
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表 1-1-13  SDP におけるマクロ経済戦略上の対象エリア 

 

出典：SDP P.212 Table 14 
 

1-1-2-2 成長戦略プログラムとディリ港の位置づけ及び課題 

「東ティ」国は中央部に険しい山岳地帯を有し、その南北の山裾に東西に海岸域が広がり、南

北の海岸域に経済活動域が広がっている。図 1-1-24 は国家計画フレームを示した図で、南北の

海岸域を東西に延びる開発軸が設定されている。 

  



東ティモール国ディリ港フェリーターミナル緊急移設計画準備調査             協力準備調査報告書 
 

1-22 
 

 

出典：SDP P.114 Fig. 18 National Planning Framework 
図 1-1-24 国家計画フレーム 

 

国家計画フレームにおける国家戦略ゾーンは、南北海岸軸と国境軸及び飛び地オエクシ地区に

設定されている。表 1-1-14 は国家戦略ゾーンの位置づけを取りまとめたもので、この中でディ

リ港は海洋観光、新商業地区などの位置づけとすることがティバール商港開発後は考えられてい

る。 

表 1-1-14  国家戦略ゾーンの位置づけ 

国家戦略ゾーン 開発の位置づけ 

Dili-Tibar-Hera 経済の中心地区であり、ティバール商港、Hera の工業地帯、大規模宅

地、新教育ゾーン、海洋観光、新商業地区及び国際空港の拡張など 

Suai-Betano-Beaco 4 地区（Cova Lima、Ainaro、Manufahi、Viqueque）で構成、石油・ガ

ス関連産業、Suai 地区（経済特区、新商業地区）、Betano（新石油・

石油精製）、Beaco(LNG プラント) 

Liquica-Emera-Aileu 新コーヒー農園、加工工業、新農業作物、新山岳観光地 

Manatuto-Baucau-Lautem 新作物生産、果樹生産（candlenut、coconut、cacao）、水産加工産業、

テーマ別観光（歴史、エコツーリズム、海洋観光、文化観光） 

Bobonaro-Cova Lima 国際貿易からCIQS（Customs、Immigration、Quarantine、Security services）
の可能性地区、新種の食物・畜産、新型産業と観光地 

Oe-Cusse Ambeno Enclave 国際貿易から CIQS、農園、畜産、水産加工、新型産業、観光地 

出典：SDP を基に JICA 調査団作成 
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1-1-2-3 ティバール新港開発計画 

(1) 国債金融公社（IFC）の支援 
ティバール新港開発計画は国際金融公社（IFC）の支援の下、PPP 方式にて進められている。

IFC 内に Transaction Team（①Lead Transaction Adviser (IFC), ②IFC Technical Consultant (Hamburg 
Port Consultant, Germany) 、③ IFC Legal Consultant (Gide Loyrette Nouel, France) 、④ IFC 
Environmental and Social Consultants (Ecostrategic, Australia)）が設置されている。 

(2) 入札スケジュールと実施状況 

ティバール新港開発計画に関する入札スケジュールは表 1-1-15 の予定で開始された。2014 年

6 月 17 日～19 日にかけて、関心表明者のうち事前評価を通過した 4 社（①Mota-Engil (MEAS) ②
Peninsular and Oriental Stream Navigation (POSNCO) ③International Container Terminal Services 
(ICTSI) ④Bollore Africa Logistic (Bollore Al) に対し現場説明会が実施された。その後、応札条

件に関する協議等に時間を要し、現場説明会（Pre-Bid Conference and site visit）以降のプロセス

がほぼ 1 年先送りで進行し、Bollore が選出された。詳細設計等の期間を考慮すると建設開始時

期は 2018 年になるのではないかとしている。順調に建設が進行したとして、開港は 2020 年以降

と考えるのが妥当ではないかと判断される。 

表 1-1-15 PPP プロジェクト公募資料に示されたスケジュール 
（赤矢印が落札者決定予定時期） 

 

出典： Instructions to Bidders Tibar bay Port PPP Project, 14 May 2014 

Sept/ October,2015 

現場説明会実施 
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(3) 環境アセスメント（EIA）の実施状況と住民移転 
環境アセスメント（EIA）は 2013 年に Scoping が完了しており、62 軒の土地収用地の地権者

及び関係行政機関等への公聴会が数回にわたり開催され、現在 7 地権者との協議が残される段階

まで進行している。 

 

出典：APORTIL （Public Hearing Refernce, No.6） 
図 1-1-25 住民公聴会で提示された開発計画 

 

1-1-2-4 APORTIL の５か年計画 

APORTIL は 2012 年に 2013 年～2015 年の 5 か年計画を策定したが、2013 年の“Yellow Road” 
framework in 2013 の緊縮政策の影響で、2 か年遅れで 5 か年計画の実施（2015 年～2019 年）を

余儀なくされている。5 か年計画は三つの戦略（Mission）と七つのプログラムで構成されている。 

三つの戦略（Mission）は、以下の通りである。 

① Mission 1：インフラ開発 
② Mission 2：法的フレームの開発と海事及び港湾業務の支援 
③ Mission 3：海事と港湾業務に係る人材の高度化 
 

Mission 1 のプログラムは以下の二つである。 
① 地方港湾の開発 
② 主要港（ディリ港及びティバール港）の開発 
 
Mission 2 のプログラムは以下の二つである。 
① DNTM（Director Nacional dos Transportes Maritimos, National Maritime Transport）の設立 
② 沿海航行の実施 
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Mission 3 のプログラムは以下の三つである。 
① 人材基金を通じた人材確保 
② 海事領域におけるドイツ政府の技術支援による人材開発 
③ インドネシア、日本、オーストラリア、中国及びポルトガル等の国からの短期協力の実施、

人材確保、人材開発、短期の技術協力 
 

各プログラムは目標（Goal）と活動（Activities）を設定し、期待値と効果軸で評価する仕組み

である。表 1-1-16 は APORTIL の 5 か年計画マトリックスで、上述したように事業執行は 2 年

遅れで実施されつつある。表 1-1-17 は JICA 東ティモール港湾セクター情報収集・確認調査で

調査団が提案したディリ港の改修優先度の提案である。今回の調査で、その実施が確認できたの

が、1、6 の二つのみであった。この中で、8、10、11、12 については 2016 年度以降の実施とな

り、本プロジェクトと工事期間が重なる可能性が高い。



東ティモール国ディリ港フェリーターミナル緊急移設計画準備調査                  現地調査結果概要 

1-26 
 

表 1-1-16 APORTIL の 5 か年計画 

 

出典：APORTIL（5 Years APORTIL Strategic Plan Matrix）より JICA 調査団作成
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表 1-1-17  JICA 港湾セクター情報収集・確認調査で提案したディリ港の改修優先度 

 

1-1-3 社会経済状況 

1-1-3-1 「東ティ」国の経済概況 

「東ティ」国は 400 年以上のポルトガルの植民地、その後の 24 年間のインドネシアへ

の併合を経て 2002 年 5 月に独立した若い国である。1999 年 8 月に独立に関する総選挙が

実施されるまでの間に 20,000 人以上の犠牲者を出し、公共、民間を問わず破壊が進行し基

礎的なインフラの構築から国造りを開始せざるを得ない状況に置かれている。2006 年以降
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10 年間程度で政治は安定し、暴力による混乱は排除され新生国家として歩み続けている。

2006 年～2012 年の GDP をみると、石油セクターによる GDP の押上げが主体で石油セク

ター以外の GDP 伸び率は緩やかである。しかも、2012 年には石油セクターの GDP は減少

に転じている。 

 

 

    図 1-1-26 「東ティ」国の GDP 推移（2002 年-2012 年）単位：US$ 

 

1-1-3-2 「東ティ」国の労働人口と貧困層 

2010 年のセンサスによれば、15 歳以下の人口が 44%を超え、出生率も 2012 年には 5.3

人と高く 2030 年には 470,000 人の労働人口が発生するとされている。2010 年には労働人

口の 12%が就労している。石油セクター以外の私企業の労働人口は 2012 年には 63,200 人

で、民間セクターの進展による労働人口の向上が望まれている。一方、全国ベースでは貧

困層は 40%以上に達し、地方では 50%以上が貧困層であるといわれている。前述したよう

に基礎インフラの投資から国づくりを進めなくてはいけない状況から公共部門への投資

による雇用需要の拡大とともに、コーヒーなどの付加価値生産性の高いセクターへの投資

など石油セクター以外の民間部門の発展策への投資が必要な状況となっている。 

 



東ティモール国ディリ港フェリーターミナル緊急移設計画準備調査               現地調査結果概要 

1-29 
 

 

 図 1-1-27 2002 年－2012 年 セクター別投資割合 

 

 

   図 1-1-28 セクター別付加価値生産性 

 

1-1-3-3 2013 年～2015 年の経済成長率（GDP）とインフレ率 

「東ティ」国の非石油部門の経済成長率（GDP）は図 1-1-29 に示すように 2011 年まで

は 10%を超える高い成長率を示している。2012 年以降は世界的な経済の低迷の影響を受

け 7%程度と半減の状態が続いている。図 1-1-30 は 2012 年～2015 年のインフレ率の推移

である。2012 年までは 10%～12%のインフレ率であったが、2014 年にはマイナスに転じ

ている。これは、2013 年に “Yellow Road” framework in 2013 という、「支出フレームの

抑制と長期間の安定的な財務状況を確保するために石油基金を活用する」政策により、イ

ンフレを抑制することに成功していることを示している。SDP に示された主要インフラ投
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資は 2018 年には一巡するため、PPP 手法などを導入しインフラ投資を活発化し始めてい

る。上述の政策による支出の抑制は過熱したインフレの抑制に成功したが、インフラ投資

を 2 年程度停滞させる結果となった。 

 

図 1-1-29 「東ティ」国の非石油部門の経済成長率（GDP） 

 

 

図 1-1-30 2012 年～2015 年のインフレ率の推移 

 

1-1-3-4 インフラ投資 

「東ティ」国政府は SDP に示された大型公共投資を 2015 年度は Loan を除き$3 億 6,400

万米ドルの投資を計画している。そのうち、港湾関連投資は 890 万米ドルで 2.4%を占め

ている。 
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表 1-1-18 インフラ投資計画における港湾投資額 

 

出典：State Budget 2015 

 

また、表 1-1-19 は 2016 年以降のインフラ投資計画であるが、港湾投資は 2018 年まで

に主要投資を終了すべく計画している。特に港湾分野の投資は 2016年～2018年で$1億 190

万米ドルの投資を計画している。 
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表 1-1-19 2016 年以降のインフラ投資計画 

 

出典：State Budget 2015 

 

1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

「東ティ」国の首都に位置し、同国唯一最大の国際港湾であるディリ港は我が国が 2000

年に実施した開発調査「緊急復興開発計画」に基づき、2000 年度に実施した「ディリ港航

路標識及び防舷材改修計画」を始めとして各種の改善計画が実施されてきた。また、同時

期に ADB も東ティモール信託基金（TFET）により「Emergency Infrastructure Rehabilitation 

Project I」として同港の東コンテナヤードを改修している。 

しかしながら、国際貨物を取扱う同港の港湾施設において SOLAS 条約に基づく十分な

港湾保安体制が確立されていないことや、フェリー旅客動線とコンテナ貨物の取扱いが錯

綜するなど安全な港湾の運用がなされていない。更に「東ティ」国の経済活動の拡大につ

れ同港での取扱貨物量が右肩上がりで増大してきており、不十分な施設の維持管理、不安

全で非効率な施設運用などの課題が顕在化してきたため、同港の機能不全による経済活動

への支障が懸念され始めている。「東ティ」国政府はディリの西にあるティバールに新港

開発の計画を有しているが完成までには 5~10 年かかると見込まれており、当面はディリ

港の効果的な活用が不可欠な状況にある。 

ディリ港をより一層効率的かつ安全に運用するための当面の課題と取り組むべき政策
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を整理するために、我が国は 2013 年度に「東ティモール港湾セクター情報収集・確認調

査」を実施した。同調査において、以下の整備が重要であることが確認された。 

 

① 既存旅客用フェリーターミナルをディリ港内で移設することで貨客動線の混乱の解消 

② 複数のフェリーが同時接岸可能な施設整備により、将来の旅客専用港としてのディリ港

拡張の基盤を作る 

 

「東ティ」国政府はドイツから供与されたフェリー（Nakroma）1 隻では住民の移動及

び生活物資の輸送能力の限界に達していることから、2015 年中にポルトガルからフェリー

を調達する予定であるほか、ドイツ政府からの新たなフェリー供与も予定している。この

ため、複数のフェリー係留に対応したターミナルの整備が必要不可欠である。 

以上の背景・経緯から、「東ティ」国政府は我が国に対し、2013 年 11 月に無償資金協力

「ディリ港フェリーターミナル緊急移設計画」（以下、「本プロジェクト」という）を要請

した。 

 

1-3 我が国の援助動向 

我が国は 2000年に実施された開発調査「東ティモール緊急復興社会基盤整備計画調査」

に基づき。道路、水道、灌漑、電力、港湾等の支援を行ってきている。表 1-3-1 に我が国

による港湾分野の援助実績を、表 1-3-2 に我が国における運輸交通セクターへの援助実績

を示す。 

表 1-3-1 我が国による港湾分野の援助実績 

      （単位：億円） 

実施年度 案件名 供与限度額 概要 

2000 年 緊急無償 

（インフラ緊急修復等（UNDP 経由）

30.15 ディリ港の防舷材、航路標識修復工

事等緊急インフラ修復 

2001 年 緊急無償 

（インフラ緊急修復等（UNDP 経由）

20.62 ディリ港西側コンテナヤード改修

工事（舗装、建屋、給排水設備）等、

緊急インフラ修復 

2006 年 ディリ港改修計画 9.22 延長 180m、エプロン幅 20m の桟橋

の改修、港湾アクセス道路の整備 

2011 年 ～

2013 年 

オエクシ港緊急改修計画 11.75 1) 土木工事、調達機器等の内容 

① 桟橋の整備 

・ 既存桟橋及びトレッセルの改修

（630 ㎡）及び新設（1,890 ㎡） 

・ 桟橋取り付け護岸改修（140 ㎡）
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及び新設（140 ㎡） 

・ 防舷材（低反力型800H）8 基の

設置 

・ 曲柱（250kＮ型）9 基の設置 

・ 航行援助施設 3 基の整備 

② 陸上ターミナルの整備 

・ 港湾関連建屋（港湾事務所150 

㎡、旅客ターミナル300 ㎡、倉庫及

び発電機室450 ㎡）の建設 

・ スタッキングヤード及び道路等

の整備（10,200 ㎡） 

・ 防波護岸130m の改修 

・ 照明設備15 基の設置 

・ 発電機（75kVA）1 基の供与 

2) コンサルティング・サービス/ソ

フトコンポーネントの内容 

・詳細設計及び施工監理/港湾運営

にかかるマニュアル作成及び指導

等 

2009 年～ 専門家派遣（長期）、指導科目：港湾

施設維持管理能力強化 

 港湾施設の維持管理に関するセミ

ナー開催、マニュアル作成支援等、

港湾施設、安全アドバイザー 

2015 年～ 専門家派遣（短期）、指導科目：港湾

施設維持管理 

 マニュアル作成、セミナー開催 

出典：JICA 調査団作成 

表 1-3-2 我が国による運輸交通セクターへの援助実績 

実施年度 案件名 協力内容 概要 

2004-2005 年 ディリ―カーサ道路補

修計画 

無償資金協力 首都ディリから南部主要都市カーサを結

ぶ国道 A02 号線の補修 

2006-2008 年 道路関連技術マニュア

ル策定プロジェクト 

技術協力 道路関連技術基準の策定及び建設技術試

験体制の構築 

2006-2008 年 道路維持管理能力向上

プロジェクト 

技術協力 建設材料の品質管理を行う国家材料試験

所の能力向上 

2008-2010 年 モラ橋梁建設計画 無償資金協力 モラ川渡河する橋梁の新設（延長 216m）

2010 年～ 道路施工技術能力向上

プログラム 

技術協力 施工監理及び機材管理に関する能力向上

2012 年～ 国道 1 号線整備事業 有償資金協力 首都ディリと西部の主要都市バウカウを
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結ぶ国道 1 号線の改修 

2013 年～ モラ橋護岸計画 無償資金協力 モラ橋の橋脚・橋台の防護工及びモラ川

岸の護岸堤防の改修 

出典：JICA 調査団作成 

1-4 他ドナーの援助動向 

「東ティ」国では ADB や WB 等の国際機関が中心となり復興支援の一環として運輸交

通分野のインフラ整備支援を実施している。以下に、他ドナーの援助動向を取りまとめる。 

1-4-1 国際機関の援助動向 

表 1-4-1 は ADB による港湾分野の援助実績を示している。ディリ港に関し ADB は 2000

年代初めにコンテナヤードの改修支援を行ったが、以降は新たな港湾支援を行っていない。 

表 1-4-2 は道路整備を中心とした国際機関による運輸交通分野（道路）の援助動向を取り

まとめたものである。 

表 1-4-1 アジア開発銀行（ADB）による港湾分野の援助実績 

プロジェクト名 概要 事業費

（US$）

完工年月 

岸壁延長工事及び斜路

改修工事 

Block 6 の床版コンクリート打設 263,738 2000 年 9 月 

東コンテナヤード西端の斜路改良 

東コンテナヤード改修

工事 

東コンテナヤードの砂利舗装の改修 192,192 2000 年 9 月 

東コンテナ舗装工事 東コンテナヤードのコンクリートブロ

ック舗装 

450,555 2002 年 7 月 

出典：JICA 調査団作成 

表 1-4-2 国際機関による運輸交通分野の援助動向 

実施年度 機関

名 

案件名 金額 
（百万

US$） 

援助形

態 

概要 

2011-2015 EU 地方道路の維持管

理計画 

13.7 無償 ６県における地方道路 150km の維持管

理及び施工会社の施工能力向上 

2011-2017 ADB 国道 A03 号線の改

修計画 

46.0 有償 Liquica-Mota Ain 間の計 66km 区間の改

修 

2012- WB 国道 A02 号線の改

修計画 

40.0 有償 Dili-Aileu-Maubisse-Ainaro-Same-Ermera

間の計 125km の改修 

2012-2017 ADB 国道 A03 号線、A04

号線の改修計画 

40.0 有償 Dili-Liquica, Tibar-Gleno の区間の計

61km の改修 

出典：JICA 調査団作成 
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1-4-2 ドイツ技術協力公社（GIZ）の援助動向 

ドイツ技術協力公社（GIZ）は 2003 年以降、フェリーの運航に関する海事分野のハード、

ソフト両面の援助を実施している。表 1-4-3 に GIZ による港湾、海上交通分野の援助動向

を示す。現在、ドイツ政府による資金援助により 2 隻目のフェリーの供与計画が進行中で

あり、2018 年中に配備される予定である。また、2013 年からはドイツ国際協力公社（GIZ）

が港湾局の人材育成、港湾保安に係る協力を実施中である。 

表 1-4-3 GIZ による港湾、会場交通分野の援助動向 

プロジェクト名 概要 実施時期 

フェリーボート運航支援 Dili-Oecussi及びDili-Atauro間のフェリーボート運航に対する

資金援助 
2003-2007

フェリーボート用斜路、

旅客ターミナル建設工事 

ディリ港、オエクシ港、アタウロ港及びティバール港のフェ

リーボート用斜路、旅客ターミナルの建設 2004-2009

フェリーボートの調達 300 人乗りフェリーボートの供与（インドネシアで建造） 

フェリー乗組員の訓練 乗組員の養成 

2006-2011
フェリー運営要員の訓練 港湾の維持管理・運営要員の養成 

コンサルタントの派遣 ドイツ人コンサルタントの派遣（フェリー乗務員、フェリー

運営要員の訓練） 

船舶修繕設備の建造 船舶修繕設備をティバール港に建造 2009-2012

人材育成と港湾保安 港湾公社の人材育成、港湾保安に係る教育・訓練 2012- 

出典：JICA 調査団作成 
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第2章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

2-1-1-1 APORTIL の組織と所掌範囲 

「東ティ」国では海事関係機関として、DNTM（National Maritime Transport）と APORTIL の 2
機関が存在する。DNTM の現在の役割は海事に関する法律立案等の機能、具体的には国際海事

組織、安全と保安、捜索と救助、認可、監査、船舶許認可、海事料金等の業務の実施である。一

方、APORTIL は「東ティ」国の 13 港の全ての施設の管理と港湾整備計画の立案と実施機能を付

与された港湾公社である。APORTIL は土地と施設を保有し、港湾荷役業務は認可民間ステベ企

業による運営方式を採用し、港湾保安及び通関管理業務も民間警備企業に委託している。船舶の

入出港管理は 2013 年 11 月から APORTIL から分離し DNTM 指揮下のハーバーマスターの下、

再編されている。 

「東ティ」国は IMO の SOLAS 条約は近々国会で承認される予定であるが、未批准で、現状

では ISPS Code に準じた保安体制は取られていない。ドイツ GIZ の協力の下、PFSA（Port Facility 
Security Assessment）、PFSP (Port Facility Security Plan)が 2013年 11月に策定されたところである。

APORTIL は港湾施設の管理と運営方法等の構築及び人材育成に取り組んでいる段階で、ディリ

港での港湾管理（Port Management）方式が確定出来た段階で順次地方港に展開する計画である。

ティバール港では PPP 方式により当初 25 年間の運営権を譲渡する予定であり、港湾管理方式の

確定を急いでおり、JICA の長期専門家もディリ港における港湾保安や計画立案機能の充実に資

する支援を活発化させているところである。図 2-1-1 は現在の APORTIL の組織を示している。

正職員が 42 名、臨時職員が 19 名の合計 61 名体制である。 
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図 2-1-1 現在の APORTIL 組織図 
 

図 2-1-2 に示す海事関係を担当する組織がハーバーマスターの下、再編されているが、現段階

ではハーバーマスター以下 APORTIL との兼務も含め 14 名の体制で、十分に機能している状態

とは言えない。また、将来的には図 2-1-3 に示す DNTM の指揮下の組織が強化される見込みで

ある。 

 

出典：APORTIL 資料から JICA 調査団作成 

図 2-1-2 APORTIL から再編されたディリ港におけるハーバーマスター組織 
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図 2-1-3 将来の DNTM 組織 
 

2-1-2 財政・予算 

2-1-2-1 APORTIL の予算 

 
表 2-1-1 は 2007 年から 2014 年までの APORTIL の予算の推移を見たものである。これによる

と、Nakroma に係る予算と実績はほぼ同じであることから、政府からの Nakroma への予算は順

調に配分されていることが理解できる。2013 年、2014 年の予算と実績の大幅な乖離はティバー

ル新港開発向けの投資が政策的都合により遅れた影響を受けたことによる。Nakroma の収入は

BNU 銀行の APORTIL 口座に直接入り年度末に決算後国庫収入となる仕組みである。表 2-1-2
は 2014 年度の APORTIL 予算内訳で運営経費予算であることがわかる。Nakroma の収入は

APORTIL の銀行口座に直接入り、決算後国庫に戻入している。従って、フェリー運航収入を含

めたものが実際の APORTIL の収入と想定される。この仕組みは倉庫収入なども同じ仕組みであ

る。しかし、ティバール新港のコンセッションフィーは直接国庫収入となる予定で APORTIL は

是正を要請しているところである。表 2-1-2 の右端の欄に Nakroma 及び倉庫等の使用料収入を

記載しているが、その内訳は明確でないが、それぞれ 50%の収入としている。 

この仕組みは 2016 年 1 月から独立採算型の港湾公社に移行した APORTIL でも基本的に踏襲

される予定である。なお、1 万米ドル以上の設備投資計画等の資金は政府の計画承認を必要とす

る仕組みである。 
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表 2-1-1 2007 年～2014 年の APORTIL と Nakroma の予算と実績比較（単位：米ドル） 

年 APORTIL Nakroma Nakroma 及び

倉庫等からの

収入 
予算 実績 予算 実績 

2007 609,850 470,546  429,405

2008 558,000 441,919  1,051,987

2009 950,000 849,000 1,424,000 1,354,000 N.A

2010 360,000 225,578 1,637,000 1,108,558 342,143

2011 250,000 226,355 1,941,000 1,910,203 243,532

2012 398,000 398,000 1,941,000 1,957,000 248,329

2013 2,142,000 276,000 3,000,000 3,000,000 N.A

2014 5,732,500 133,623 2,393,000 1,077,587 N.A

出典：APORTIL, Ministry of Finance, 2014 より JICA 調査団作成 
 

表 2-1-2 2014 年度 APORTIL と Nakroma 予算配分（単位：米ドル） 

 
出典：APORTIL  
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2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2-2-1 プロジェクトサイトの現状 

(1) プロジェクトサイトの状況 
事業計画地であるディリ港の西側斜路付近の状況は図 2-2-1 及び図 2-2-2 で見るように道路

境界から海側に平坦な区域が斜路付近まで続いている。舗装はされておらず、雨水排水も西側端

の側溝から海に放出する仕組みになっている。整地作業は必要であるが、埋め立て等は必要ない

比較的平坦な地形である。 

 

出典：JICA 調査団作成 

図 2-2-1 事業計画地の現状 

 

(2) ディリ港の保安フェンス設置状況 
ディリ港は南側を交通量の多い主要国道に面している。外部侵入者防止のためにフェンスを敷

設している。 
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出典：JICA 調査団作成 

図 2-2-2 境界フェンス敷設位置 
(3) 旧チケット売り場 
事業計画地内に旧チケット売り場として建設された建物があるが、現在は図 2-2-3 に示すよう

に GIZ とハーバーマスターが事務所として使用している。ハーバーマスターは船舶誘導のたび

に埠頭の東西移動を余儀なくされている。APORTIL はバース A（バース 1 及び 2）の背後にあ

る旧フェリーターミナルビルを改修し GIZ とハーバーマスター事務所を移転させるべく工事を

開始した。本プロジェクト実施までには、この建物を含めた（取り壊しの可能性が高い）一帯が、

フェリーターミナルとフェリーターミナル・ビルの建設予定地として準備される。 

 
撮影：JICA 調査団 

図 2-2-3 旧チケット売り場 

（GIZ とハーバーマスター事務所として使用中） 
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撮影：JICA 調査団 

図 2-2-4 旧フェリーターミナルビル 

（GIZ とハーバーマスター事務所が移転予定） 

 
撮影：JICA 調査団 

図 2-2-5 事業計画地にある斜路とフェンスの状況 

 

(4) 国際クルーズ船ターミナルとフェリーターミナルのハーバー管理 
ハーバーマスター事務所はバース A の背後ビル（旧フェリーターミナル）に移転する計画で

ある。この位置は将来、国際クルーズ船が接岸するバースの背後にあり、本プロジェクトのフェ

リーターミナルも見通せる位置にある。従って、ハーバー管理上の隘路は解消するとともに、フ

ェリーターミナルと国際クルーズ船ターミナルは分離されるため、乗客・貨物ともに交錯するこ
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とはない。 

(5 ) フェリー利用者に関する課題（ヒアリング結果） 
(a) ヒアリング調査概要 
ナクロマ利用客に対して下記の内容でヒアリング調査を実施した。 

  ① 日 時：2015 年７月 21 日（月） 13:00～17:00  
  ② 場 所：ディリ港東側ゲート付近 
  ③ ヒアリング人数：100 名（男性：42 名、女性：58 名） 
  ④ ヒアリング項目： 表 2-2-1 示すヒアリング調査シートを作成して実施した。 
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表 2-2-1 ヒアリング調査シート 

 

出典：JICA 調査団作成 

 
(b) ヒアリング調査結果 

 ヒアリング調査結果を以下に示す。 

(i)Nakroma の利用状況 
① Nakroma 利用者の年齢は、21～30 歳が約 40%を占める 
② 国籍はほぼ東ティモールであり、ディリかオエクシの住居者が利用している 
③ 利用者の職業は、学生、会社員及び農業の順となっている 
④ 利用目的は、帰郷が約 40%を占め、旅行、仕事の順となっている 
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⑤ 同伴人数は、1～3 人が過半数をしめている 
⑥ 見送り人数は、過半数がなしで、1～3 人程度である 
⑦ モーターバイク利用者は、全体の 25%で、1 か月当たりの利用回数は 1～2 回が約 85%で

ある 
⑧ 乗船時の問題点は、約 80%の人が問題ありと回答しており、待合室がない点とチケット

購入の難しさをあげている 
⑨ 乗船時に感じる危険としては、乗船までの通路、ランプウェイからの乗り込み時及び自動車の通

行をあげている 

⑩ フェリーターミナルへの要望施設は、待合室、出発・到着時間掲示板、洗面所、食堂及び授乳

室の整備の要望が多い 

  

(ii) その他、回答が得られた要望を下記に示す。 

① 質の高い新しい港湾を建設して、施設、スタッフを増やして、健康に良い環境が非常に

重要です。 
② 小さな公園を組み入れた快適な空間を創って下さい。 
③ 旅客需要が現在非常に多いので、必要に応じて、フェリーをもう 1 隻建造して下さい。 
④ 緊急事態に対応する、応急手当のために治療とスタッフのためのスペースを確保して下

さい。 
⑤ 船内の混雑、狭い車道と待合室がないことが問題です。 
⑥ フェリーの運行と乗客が満足する様な、質の高い新しい港を建設して下さい。 
⑦ スタッフを増員すれば、乗客は彼らから情報を簡単に得られます。コンテナの一時置場

としてターミナル地域を使わないで下さい。 

⑧ 施設を増やして、良いシステムを構築して下さい。 

⑨ 施設を増やして下さい。そして、安全装置システムを含む港湾システムは、国際標準で

なければなりません。 

⑩ 可能であれば、オエクシ港と同じ様な新しい港湾を建設して下さい。そして、オエクシ

港と同様な駐車場システムを造ってください。 

⑪ 新しい港湾とフェリーターミナビルディングを作って下さい。そして、フェリーをもう

１隻加えて下さい。 

⑪ 港湾施設とターミナル設備を増やして、すべての乗客のためのスペースを確保して下さ

い。 

⑫ 港湾施設（例えば乗降客用ターミナルと駐車場）を建設することを、国際社会に問いま

す。 

⑬ コンテナ置き場と分離した待合室を含むすべての港湾港施設を増やしてください。 

 

(iii) 考察 
ヒアリング結果より、危険を感じると回答した人の年齢及び利用回数とのクロス解析を行った

結果を図 2-2-6～図 2-2-7 に示す。年齢別では、若年層では危険を感じる割合は少ないが、30 歳

以上では半数以上が危険を感じている。また、利用回数別では、利用回数が多いほど危険を感じ
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る割合は、減少するが月に 1~2 回の利用者は、半数以上が危険を感じている。 

 

 
出典：JICA 調査団作成 

図 2-2-6 年離別危険度 

 
     出典：JICA 調査団作成 

図 2-2-7 利用回数別危険度 
 

次に、危険を感じる状態についてとりまとめた結果を図 2-2-8 に示す。①乗船時の通路に危険

を感じる人が 32 人、②ランプウェイを降りるときに危険を感じる人が 29 人、③他の車両に危険

を感じる（道路で乗船を待たなければならず、その道路はディリ市の主要国道で交通量が多い）

人が 27 人、コンテナのハンドリングに危険を感じる人が 17 人であった。フェリーへの乗り込み
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Nakrom 係留状況 

 
ゲート外待機状況 

 
ヒアリング状況(1) 

 
ヒアリング状況(2) 

撮影：JICA 調査団 

               図 2-2-9 現地調査写真 

 

 
モーターバイク乗船状況 

 
ゲート付近乗船券確認状況 

 
旅客ゲート内徒歩状況 

 
旅客乗船状況 
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2-2-2 関連インフラの整備状況 

事業計画区域はディリ市内の幹線道路であるサラザル通り（Av. Salazar）に面しており、

工事用のアクセスに問題はない。又、電気・上水道などのインフラは既に港内に敷設され

ており、その容量についても本事業に十分供給する能力があることを APORTIL に確認を

取っており、問題ないと考える。下水道については、港内の雨水は基本的に排水溝を通し

て海に直接放流し、汚水は各建物・施設それぞれに汚水処理槽が設置されており自然爆気

方式で対応している。通信設備については、国内全般にわたって固定電話設備の整備が不

十分で携帯電話が一般的である。交通インフラについては整備が非常に遅れており、小型

バスが主たる交通手段である。 

2-2-2-1 水道管 

水道管の整備状況を図 2-2-10 に示す。港湾用地内の水道管は、メインゲートに隣接する

ウォータータンクよりポンプルームを経由して、水際線付近の船舶給水施設及び消火栓へ

のルート、上屋付近の消火栓へのルート及び港外道路に沿った消火栓へのルートが整備さ

れている。 

 
出典：APORTIL 資料から JICA 調査団作成 

図 2-2-10 水道管の整備状況図 
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2-2-2-2 電力 

電力の整備状況を図 2-2-11 に示す。港湾用地内で使用される電力は、メインゲートに隣

接するエレクトリック・サブ・ステーションを経由して、地中線により、各管理施設、上

屋、ヤード照明施設及びポンプルームに配電されている。 

 

出典：APORTIL 資料から JICA 調査団作成 

図 2-2-11 電力の整備状況図 
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2-2-3 自然条件 

2-2-3-1 気象 

ディリ港周辺の気象観測は、図 2-2-12 に示すプレジデンテ・ニコラウ・ロバト国際空

港で行われており、12 年間分(観測期間：2003 年～2014 年)の観測データをとりまとめた

気象概況を以下に示す。 

   

撮影：JICA 調査団 

図 2-2-12 プレジデンテ・ニコラウ・ロバト国際空港での観測機器 

2-2-3-1-1 気温 

 気温は、最高、最低及び平均気温を図 2-2-13 に示す。最高気温は、11 月の 34.1℃、

最低気温は、8 月の 18.7℃となっている。平均気温は、28℃が最低であり、東ティモール

の気候は、熱帯性サバナ気候で、基本的には年中高温である。 

 
(最高気温) 
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(最低気温) 

 
(平均気温) 

出典：ディリ空港観測データ JICA 調査団作成 

図 2-2-13 月別最高、最低、平均気温 

 

2-2-3-1-2 気圧 

月別の平均気圧を図 2-2-14 に示す。各月とも 1,000mbar 以上で 1 気圧 (1013hPa) より

やや低い程度である。一般に、高気圧は晴天をもたらす。 
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出典：ディリ空港観測データ JICA 調査団作成 

図 2-2-14 月別気圧変化 

2-2-3-1-3 湿度 

 月別の平均湿度を図 2-2-15 に示す。乾季(6 月～8 月)に低く 8 月の 60.6%が最低であ

るが、9 月から始まる雨季では徐々に高くなり、2 月が最高で 75.3%となる。 

 
出典：ディリ空港観測データ JICA 調査団作成 

図 2-2-15 月別最高、最低、平均気温 
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表 2-2-2 平均風速 

単位：m/s 

月 Jan Feb Mar Apr May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec Ave

9 時 2.4 1.6 2.0 1.9 2.1 1.8 2.2 2.2 2.2 2.3 2.2 2.1 2.1

15 時 5.1 4.5 4.0 3.5 3.8 4.0 4.1 4.7 4.4 4.3 4.0 3.8 4.2

18 時 3.6 3.2 3.1 2.8 3.3 3.1 3.6 4.1 3.4 3.1 2.8 2.7 3.2

平均 3.7 3.2 3.1 2.8 3.0 3.0 3.3 3.7 3.4 3.2 3.0 2.9 3.2

出典：ディリ空港観測データ  JICA 調査団作成 
 

表 2-2-3 年間最大風速                

   単位：m/s  

年 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

風速 11.4 12.0 12.3 12.0 10.8 13.3 12.8 8.6 9.7 10.3 

風向 W N W NW W NW SE W E NW 

発生月 Mar Aug Feb Jan Feb Jan Now Mar Sep Jan 

 出典：ディリ空港観測データ  JICA 調査団作成 

 

2-2-3-2 地形図及び深浅図 

現地再委託として、2015 年７月 31 日～8 月 4 日に実施した地形測量及び深浅測量結果

を図 2-2-18～図 2-2-20 に示す。 

2-2-3-2-1 地形図 

フェリーターミナル計画地点付近の陸上地盤高は、図 2-2-18 より港外道路付近で

+3.7m 程度、港湾用地内で+3.5m 程度で平坦である。 
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図 2-2-18 地形図 

出典：現地再委託調査結果 
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図 2-2-19 深浅図 

出典：現地再委託調査結果 



 
東ティモール国ディリ港フェリーターミナル緊急移設計画準備調査        協力準備調査報告書 

2-23 
 

 
図 2-2-20 縦断図 

出典：現地再委託調査結果 
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2-2-3-2-2 深浅図 

深浅測量結果より、深浅図を図 2-2-19 に、フェリーターミナル計画地点中央付近の海

－陸方向の縦断図を図 2-2-20 に示す。計画地点前面海域の海底地形は急峻である。海域

部の海底勾配を表 2-2-4 に示すが、汀線(±0.0m)～-10m は、急激に落ち込んでおり、海底

勾配は、1:2 程度となっている。-10ｍから沖側の海底勾配も急で、1:10～1:20 となってい

る。汀線付近から沖側 100m の地点の水深は、-15.0m に達している。 

表 2-2-4 海底勾配 

水 深 （m） ±0.0～-10m -10～-12.5m -12.5～-15.0m -15.0m～-17.5m

海底勾配 1 : 2 1 : 20 1 : 10 1 : 20 

出典：現地再委託調査結果速報より JICA 調査団作成 

既設フェーリー用斜路から海側の縦断図を図 2-2-21 に示す。衝撃砕波力の発生条件に

は種々の因子が関与し、一般的に規定することは難しいが、各種の実験結果から、構造物

法線の垂線と波向との交角βが 20°以内にあって、かつ、海底勾配が 1/30 程度より急で、

構造物のやや沖側で砕波する波を含み、かつその換算沖波波形勾配が 0.03 程度以下のと

き、衝撃砕波力が生じやすいと言われており、衝撃砕波力の発生の可能性がある。 

 

 

出典：JICA 調査団作成 

図 2-2-21 既設斜路付近縦断図 

 

また、図 2-2-22 に 2013 年に行われた深浅図を示すが、計画地点は、2007 年に設置され

た防護壁の影響を受け、計画地近傍では堆積傾向にある。図 2-2-23 に示すように 2007 年

の防護壁設置以前の海岸線では顕著な堆積傾向は見られず自然平衡状態の海岸線を形成

していることから、この堆砂の原因は 2007 年に防護壁が設置されたことにより生じてい

ると考えられる。従って、斜路と西側と東側の防護壁を撤去することにより、自然平衡状

態の海岸線に戻ると想定される。 
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出典：DREDGING WORKS OF DILI PORT PROJECT The General of Project Final 

Report 141028-RTS-PQM-A-PFR-0011 
図 2-2-22 深浅図(2013 年) 

 

出典：海図、深浅測量結果等から JICA 調査団作成 

図 2-2-23 深浅図(1989 年、1999 年、2005 年) 
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2-2-3-3 潮位 

ディリ港の潮位は、表 2-2-5 に示す通りであり、平均水面(MSL)は+1.4m、平均高高潮位

面(MHHW)と平均低低潮位面(MLLW)との潮位差は、1.9m である。 

表 2-2-5 潮位表 

名  称 潮 位 

大潮平均高潮面 High Water Spring ( HWS ) + 2.8 m 

平均高高潮位面 Mean Higher High Water ( MHHW ) + 2.3 m 

平均低高潮位面 Mean Lower High Water (MLHW) +1.8 m 

平均水面 Mean Sea Level ( MSL ) + 1.4 m 

平均高低潮位面 Mean Higher Low Water ( MHLW ) +1.0 m 

平均低低潮位面 Mean Lower Low Water ( MLLW ) +0.4 m 

大潮平均低潮面 Low Water Spring ±0.0 m 

最低水面   Chart Datum ( CD ) ±0.0 m 

出典：Kepanduan Bahari Indonesia Wilayah III ( Bahari Indonesia Scout Region III, Page 183), 
Indonesian Navy 2013及びISL2012, Geoindo 2012よりJICA調査団作成 

 

2-2-3-4 波浪 

ディリ港内での波浪観測は実施されておらず、波浪データが存在しないため、風及び全

球波浪推算データに基づき風波及びうねり性の波について推算した。 ディリ港近傍の波

浪データとしては、NOAA（アメリカ海洋大気局）が推算した、図 2-2-24 に示す地点 M2

（南緯 8°、東経 125.5°）及び地点 M3（南緯 8.5°、東経 125.5°）がある。このデータ

より、M3 地点の波高と周期の方位別頻度をまとめ図 2-2-25～図 2-2-26 に示す。 

同図によれば地点 M2 はアタウロ島とティモール島の間からインド洋のうねりが来襲し

ていることが分かる。また、ウェタル島の影響のためか、NNE～ENE の出現頻度がきわめ

て少なくなっている。 
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出典：アメリカ海洋大気局資料  JICA 調査団作成 

図 2-2-24 DILI 近郊推算地点（NOAA） 

 
出典：アメリカ海洋大気局資料  JICA 調査団作成 

図 2-2-25 頻度分布図（地点 M2） 

 
出典：アメリカ海洋大気局資料  JICA 調査団作成 

図 2-2-26 頻度分布図（地点 M3） 
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次に、50 年確率波を用いて解析した、波向 WNW、NW、NNW、N、NNE、NE、ENE

の７方位に対する水深別の波高諸元を表 2-2-6～表 2-2-7 に示す。それらによれば、浅海

域においては H1/3，Hmax 共に WNW が高く、それ以外の水深では N が高い値を示してい

る。 水深-16m 地点、波向 N で、H1/3=1.1m、Hmax=2.0m となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



東ティ

 

出典

ィモール国ディ

：JICA 調査

ィリ港フェリー

査団作成 

ーターミナル緊

表 2-2

緊急移設計画準

2-29 

2-6 設計波

準備調査   

諸元(1/2) 

     協協力準備調査報報告書 

 



東ティ

 

出典

 

 

 

 

ィモール国ディ

：JICA 調査

ィリ港フェリー

査団作成 

ーターミナル緊

表 2-2

緊急移設計画準

2-30 

2-7 設計波

 

 

 

 

準備調査   

諸元(2/2) 

     協協力準備調査報報告書 

 



東ティモール国ディリ港フェリーターミナル緊急移設計画準備調査        協力準備調査報告書 

2-31 
 

2-2-3-5 海面上昇 

「東ティ」国の気候は、陸域と海域の大きな温度差によって吹き寄せられた西太平洋モ

ンスーンの影響を受けている。「東ティ」国に関する海面上昇資料を図 2-2-27 及び表 2-2-8

に示す。これらの資料は、二酸化炭素排出による地球温暖化の影響を考慮したものである。

1950 年から現在までの潮位データでは、5cm 程度の海面上昇がみられる。さらに 2055 年

では、平均的な排出のシナリオで、12～30cm の海面上昇が予想されている。  

 
    出典：Pacific Climate Change Science Program Australian Government 

図 2-2-27 海面上昇資料 

 

表 2-2-8 海面上昇のシナリオ別資料 

検討ケース 2030 年 (cm) 2055 年 (cm) 2090 年 (cm) 

低い排出のシナリオ 6-15 10-27 17-47 

平均的な排出のシナリオ 6-15 12-30 21-59 

高い排出のシナリオ 6-15 12-29 22-62 

出典：Pacific Climate Change Science Program Australian Government 
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2-2-3-6 流れ 

潮流データは、2013 年～2014 年に図 2-2-28 の地点での平均流速と方向に関するデータ

がある。データは、Maritime Meteorology, Jakarta Tanjung Priok より収集した。 

 
出典：Maritime Meteorology, Jakarta Tanjung Priok 

図 2-2-28 潮流データ位置図 

潮流データとして、2013 年、2014 年の潮流データをとりまとめ平均潮流を表 2-2-9 に、

最大潮流を表 2-2-10 に示す。平均潮流の年、月別変動は顕著な傾向はみられない。最小

は、2014 年 11 月の 6.3cm/s(0.12knot)、最大は、2014 年 8 月の 41.5cm/s(0.81knot)で、平均

17cm/s(0.33knot)程度である。一方、最大潮流は、最小 14.4cm/s(0.28kont)、最大は 152.7cm/s 

(2.97knot)であり、平均 60cm/s(1.17kont)となっている。 

表 2-2-9 平均潮流 

   単位：(cm/s) 

年/月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 平均 

2013 28.0 20.4 8.0 8.2 10.7 18.4 37.6 26.6 18.8 9.0 6.5 9.3 16.8 

2014 23.5 15.8 7.6 6.7 13.7 30.5 27.7 41.5 21.3 18.6 6.3 10.1 18.6 

出典：Maritime Meteorology, Jakarta Tanjung Priok 
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表 2-2-10 最大潮流 

単位：(cm/s) 

年/月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 平均

2013 152.7 119.8 32.0 23.2 48.9 74.3 80.9 84.7 62.5 24.1 16.1 56.2 64.6

2014 135.6 68.2 26.9 24.6 57.0 83.7 83.8 115.4 34.5 38.8 14.4 34.2 59.8

出典：Maritime Meteorology, Jakarta Tanjung Priok 

 

2-2-3-7 地盤 

地盤条件は、今回、現地再委託業務として実施した『Package-1 土質調査』の結果より

設定する。ボーリングは図 2-2-29 に示す陸上 1 地点、海上 3 地点の合計 4 地点を実施し

た。陸―海方向の土層断面図を図 2-2-30 に、東西方向の土層断面図を図 2-2-31 に示す。

陸上ボーリング BH-1 では、現在盤面から 1m 程度が埋立土であり、-2.8m までは N 値に

ばらつきがあり、砂礫及び砂質土が堆積している。それ以深、-23.6m までは N 値＝5 程度

である。-23.6m より N=20 程度の粘性土となっている。BH-2 では、海底面から-13.1m ま

で N=12程度で、それ以深で N値が増加して、-44.6mで N=20となっている。BH-3では、

-18.0m までＮ＝5 程度、-18.0m～-33.8m で、Ｎ=10～40 とばらついている。-33.8m より N

≧50 が出現している。BH-4 では、深さ-38.4m までＮ=5 前後であり、-40.4m より、Ｎ≧50

が出現している。海域部の支持層は、-34m～-47m で出現しており、それ以浅は、砂質土、

砂礫及び粘性土の互層となっている。 

一方、陸域部では、図 2-2-31 に示す東西方向の土層断面図より、既設ボーリングでは、

-35m 付近で支持層が出現する。それ以浅は、砂質土、砂礫及び粘性土の互層となってい

る。 
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出典：JICA 調査団作成 

図 2-2-29 ボーリング位置図 
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出典：JICA 調査団作成 

図 2-2-31 土層断面図（東西方向） 
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2-2-3-8 地震動 

「東ティ」国における地震動の震源分布図を図 2-2-32 に示す。ディリ港近傍の震源と

しては、深度 47～162 km でマグニチュード 4～7 が記録されている。ごく最近の地震は、

1995 年 5 月 15 日にディリ市の西 78 km(南緯 8 度 36 分、東経 126 度 16 分)、深さ 47 km 

の位置でマグニチュード 6～7 程度の地震が発生した。この地震では、多くの犠牲者が出

たほか、ディリ港も東西のコンテナヤードの護岸が損傷を受けた。 

また、図 2-2-33 に示す「東ティ」国の震度分布では、ディリ港は、ゾーンⅡに位置し

ている。地盤種別は、条件の悪いボーリング結果より設定すると BH-4 が海底面から 22m

の層厚で N=0～4 の粘性土が堆積しているので、ソフト地盤に区分され、0.09G となる。 

照査用震度は、「STANDARD DESIGN CRITERIA FOR PORTS IN INDONESIA、JAN 1984 

DGSC」により以下の通りとする。 

 設計水平震度 kh＝ｋr（地域別震度）×ki（重要度係数） 

kr（地域別震度）；0.09、ディリ（ZoneⅡ、Soft soil） 

ki（重要度係数）；1.5（最重要構造物） 

         kh＝0.09×1.5＝0.135 →  照査用震度 kh＝0.15 
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出典： INSTITUTO DO PETROLEO GEOLOGIA IPG TIMOR-LESTE 

図 2-2-32 「東ティ」国の震源分布図
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出典：BASIC DESIGN ON THE URGENT REHABILATION PROJECT OF THE TANJUNG 

PRIOK PORT IN THE REPUBLIC OF INDNESIA 
図 2-2-33 「東ティ」国の震度分布図 
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(1) フェリーターミナル建設 

(a) 仮設建設ヤードの設置、撤去 

建設工事期間、仮設の現場事務所兼作業員用簡易食堂、及び資機材置き場を設置し、工

事終了時には原形復旧を行う。上下水道設置・撤去及びセプティックタンクの設置・撤去

を行う。 

(b) 既存斜路及び東西既存擁壁の一部撤去 

鋼矢板による仮締切を行い、鉄筋コンクリート構造の既存斜路及び既存擁壁の撤去を行

う。撤去したコンクリートガラは場外へ搬出し、許可された場所に持ち込む。 

(c) 護岸の設置 

既存の陸地法面の崩壊を防ぐため、プラットフォームの下に捨石護岸を築造する。 

(d) フェリーターミナル新設工事 

既存貨物船バース No.6 の横に、鋼管杭及び PC 杭構造の桟橋式フェリー係船施設を建設

する。これに伴う浚渫工事は行わない計画ではあるが、砂の堆積が顕著である場合は浚渫

を行う。その場合の浚渫土砂処分については、下記 c)を参照。計画平面図を図 2-2-36 に

示す。 

 
出典：JICA 調査団 

図 2-2-36 計画平面図 
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 表 2-2-11 事業コンポーネント別の土地利用、環境・社会状況の概要 

分類 フェリーターミナルの

建設 

既存フェリーターミナ

ルの撤去 

浚渫土の処分 

土地利用 既設港湾内水域部分 既設港湾内 既設港湾内水域部分及

び港外水域部分 

自然環境 水深はフェリーターミ

ナル移設予定地前面か

ら沖合に向かって約

30m で-11m まで急角度

に深くなっている。海底

表層は非常にルーズな

石灰質シルトに覆われ

ている。 

溶存酸素量及び油分・グ

リース量は基準値をク

リアしていないが、それ

以外の項目は基準値を

クリアしている。 

コンテナ置き場に沿っ

てコンクリートの斜路

が築造されている。 

既存港湾施設の前面に

コーラル生育地がある

が、航行区域外となって

いるため、生態系への影

響はない。 

社会環境 港湾関係者以外の水域

利用者はいない。 

港湾関係者以外の区域

利用者はいない。 

ディリ港を利用する船

舶の航行路を通過する

が、港湾管理者が設置し

た航路ブイを回り、規定

通りの航法に従えば問

題はない。 
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第 14 条環境基準について国が各種環境基準及び排出基準を制定すると記述されている

が、まだそれらは制定されていない。 

ii) Decree Law No. 5/2011 “Environmental Licensing Law”（環境ライセンス法） 

開発プロジェクトに対する法的承認は、環境及び社会に影響を与えるかもしれない公共

及び民間のプロジェクトに対する環境ライセンス取得システムを規定した、この基本法の

下に行われることとなる。環境ライセンス取得システム（Licensing System）は、事業実施

者の取るべき経過、手順、役割そして責任について制定している。事業実施者とは、「公

共及び民間の法人を含む、事業を遂行するために環境ライセンスを必要とする個人」とこ

の法令で定義されている。 

この法令で定めている主な事項は、環境影響評価を申請するために必要な書類及び情報、

環境影響負荷の規模によるプロジェクトのカテゴリー分け、カテゴリー別に要求される環

境影響評価書の種類、環境管理計画書作成及び公聴会開催の義務、検査・監視、ペナルテ

ィー、等であり、環境影響評価システムについて規定している。 

a) 施行規則及び施行細則 

インドネシア統治時及び国連東ティモール暫定行政機構（U. N. Transition Administration in 

East Timor、以下 UNTAET と呼ぶ）が制定した法令及びガイドラインはすべて無効となり、

現在環境に関する承認された法令は、上記の Decree Law 5/2011 及び 26/2012 の二つだけで

ある。しかしながら基本法のみでは、基本法が求める地球・住民にやさしい開発行為を誰

でもが同じ理解の下に実行することは困難であるため、国家環境局は、施行規則（省令等）

及び施行細則（ガイドライン等）の整備を国際的な援助機関や先進国の援助組織の支援の

下に行ってきているものの、案としては完成しても、正式な承認に至るには更に時間を必

要としているのが現在の状況である。 

環境に関する施行規則及び施行細則の整備は、ADB の支援により以下の八つの施行規

則・細則が 2014 年 4 月に完成しているが、いまだ政府の承認待ちで施行されるに至ってい

ない。しかし担当官庁である商工環境省国家環境局（NDE）は、これらのガイドライン案

及び規定案の要求事項を考慮して EIA システムを運用するよう、事業者に対し推奨してい

る。 

i) 環境評価のためのスクリーニング、スコーピングとそれに対する TOR、環境影響

評価書、及び環境管理計画の詳細要求事項に関する政令（案）（Draft Regulation on 

the Detailed Requirements for Screening, Scoping and the Terms of Reference, 

Environmental Impact Statements and Environmental Management Plan for 

Environmental Assessment） 

ii) 環境評価のためのスクリーニング、スコーピングとそれに対する TOR、環境影響

評価書、及び環境管理計画の詳細要求事項に関する政令のためのガイドライン（案）
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（Draft Guidelines on Regulation on the Detailed Requirements for Screening, Scoping 

and the Terms of Reference, Environmental Impact Statements and Environmental 

Management Plan for Environmental Assessment） 

iii) 環境評価を実施する場合の公聴会開催の手順及び要求事項に関する政令（案）

（Draft Regulation on the Public Consultation Procedures and Requirements During the 

Environmental Assessment Process） 

iv) 環境評価を実施する場合の公聴会開催の手順及び要求事項に関するガイドライン

（案）（Draft Guidelines on the Public Consultation Procedures and Requirements During 

the Environmental Assessment Process） 

v) カテゴリーA プロジェクトの環境評価手順を管理するための評価委員会が取るべ

き手順の水準及び規範に関する政令（案）（Draft Regulation on the status and rules of 

Procedures for the Evaluation Committee for managing the environmental assessment 

procedure for Category A） 

vi) カテゴリーA プロジェクトの環境評価手順を管理するための評価委員会が取るべ

き手順の水準及び規範に関するガイドライン（案）（Draft Guidelines on the status and 

rules of Procedures for the Evaluation Committee for managing the environmental 

assessment procedure for Category A） 

vii) 環境影響と特典に関する協定書についての政令（案）（Draft Regulation on Impact and 

Benefits Agreements） 

viii) 環境影響と特典に関する協定書についてのガイドライン（案）（Draft Guidelines on 

Impact and Benefits Agreements） 

(3) EIA システム 

(a) 対象事業 

開発に関わる全てのプロジェクトは、環境影響評価の対象となる。 

(b) EIA 申請手続き 

EIA 申請手続きは、以下の手順で行われる。 

i) 事業主体社は、「環境評価のためのスクリーニング、スコーピングとそれに対す

るTOR、環境影響評価書、及び環境管理計画の詳細要求事項に関する政令（案）」

のAnnex 1「スクリーニングのためのプロジェクトドキュメント作成要領（Format 

for the Project Document to be submitted for screening）」（添付資料4-6. a）参照）に従

い、プロジェクトドキュメント（PD）を作成し、NDEに提出する。PDの提出を受

けて、NDEは15日以内にスクリーニングを行い、当該事業がカテゴリーA案件に相
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当するか、B案件又はC案件に相当するか、上記政令案のAnnex 2「事業案件のカテ

ゴリーの決め方の基準（Criteria for determining the Category of proposed projects）」（添

付資料4-6. b）参照）に従い決定し、事業者に通知する。カテゴリーA案件及びB案

件と判断された場合には、図2-2-38に示す手順を踏み、環境ライセンスの取得を行

う。カテゴリーC案件と判定される事業は、環境影響が想定されないか、または無

視できる程度のものであり、環境影響評価に関する手続きを踏む必要はない。具

体的な事業の累計や規模については、環境ライセンス法の附属書IにカテゴリーA

案件、附属書IIにカテゴリーB案件について記述されている。しかし個々の案件に

より、その事業が行われる場所、事業の規模、環境影響の大きさにより、NDEは

カテゴリーを決定する。 

ii) （カテゴリーA案件）：上記政令案のAnnex 3「カテゴリーA案件のためのTOR作成

要領（Format for the Terms of Reference for Category A projects）」（添付資料4-6. c）参

照）に従い、TOR案を作成し、公聴会（Public Consultation）に諮るが、この時点で

の公聴会はステークホルダーから文書により意見を求める方法が取られる。 

iii) （カテゴリーA案件）：Scoping/TORに関する公聴会での意見をNDEに報告し、その

意見を取り入れて環境影響評価書（EIS）及び環境管理計画書（EMP）を作成する。

その際、上記政令案のAnnex 4「環境影響評価書作成に係る要求事項（Minimum 

requirements for an Environmental Impact Statement）」（添付資料4-6. d）参照）及び

Annex 6「環境管理計画書作成に係る要求事項（Minimum requirements for an 

Environmental Management Plan）」（添付資料4-6. f）参照）に従い作成し、EIS案

及びEMP案としてNDEに提出する。 

iv) （カテゴリーA案件）：NDEはカテゴリーA案件の評価を行うため、評価委員会

（Evaluation Committee）を創設する。 

v) （カテゴリーA案件）：EIS案及びEMP案に関し、公聴会を開催し、ステークホルダ

ーへの情報提供、意見聴取等を行う。公聴会における意見等を加味したEIS及び

EMPをNDEに提出する。 

vi) （カテゴリーA案件）：評価委員会により、EIS及びEMPに係る技術的審査が実施さ

れ、必要があればEIS及びEMPを修正し、NDEに再提出する。NDEは必要があれば、

追加の技術資料を要求することができる。 

vii) （カテゴリーA案件）：EISが承認され、環境ライセンスが発行される。 

viii) （カテゴリーA案件）：環境影響による補償に関し、被影響住民が住む各村落単位

で説明会を開催し、NDEが仲介役となって事業主体者とNGO/NPO等を含む被影響

住民代表が交渉を行い、最低限、事業主体者がEIS／EMPに記述した内容を協定書

に盛り込み、両者で合意する。 
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ix) （カテゴリーA案件）：事業実施段階では、環境に関するモニタリングを実施し、

報告書をNDEに提出する。 

x) （カテゴリーB案件）：NDEから事業案件がカテゴリーBに該当する旨の通知を受け

た後、簡易型環境影響評価書（Simplified Environmental Impact Statement、略してSEIS）

及び環境管理計画書（EMP）を作成する。その際、上記政令案のAnnex 5「簡易型

環境影響評価書作成に係る要求事項（Minimum requirements for a Simplified 

Environmental Impact Statement）」（添付資料4-6. e）参照）及びAnnex 6「環境管理

計画書作成に係る要求事項（Minimum requirements for an Environmental Management 

Plan）」（添付資料4-6. f）参照）に従い作成し、EIS案及びEMP案としてNDEに提

出する。これらの書類をNDEに提出する前に、公聴会を開催するか否かは、事業

実施者の判断による。 

xi) （カテゴリーB案件）：NDEにSEIS及びEMPを提出し、技術審査を受ける。NDEは

必要があれば、追加の技術資料を要求することができる。 

xii) （カテゴリーB案件）：NDEは技術審査の結果、公聴会の開催が必要と判断した場

合、事業主体者は公聴会を開催する。 

xiii) （カテゴリーB案件）：SEISが承認され、環境ライセンスが発行される。 

xiv) 事業実施段階では、環境に関するモニタリングを実施し、報告書をNDEに提出す

る。 

Decree Law No. 5/2011 “Environmental Licensing Law” 、 Decree Law No. 26/2012 

“Environmental Basic Law”及び未承認ではあるが商工環境省環境局（NDE）が ADB の支援

により整備した政令（案）及びガイドライン（案）を基に環境影響評価の手順を図 2-2-38

に示す。例え未承認段階であっても、NDE はこれらの政令（案）及びガイドライン（案）

に準拠するよう推奨している。 
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2-2-4-1-4 代替案（ゼロオプションを含む）の比較検討 

本事業と事業を実施しない場合（ゼロオプション）を含む代替案と比較し、表 2-2-13

に示した。 

総合的には候補地１案が安全性、需要対応性、経済性、自然・社会環境面から判断する

と最も現実的であり、既存ディリ港内で場所を移設する本事業が適切であると考えられる。 

表 2-2-13 代替え案比較 

項目 候補地１ 

（ディリ港内におけ

る移転） 

候補地２ 

（現在の位置に前開

き及び横開き式双方に

対応する施設を建設） 

ゼロオプション 

（事業を実施しない 

場合） 

概要 既存港湾内にフェリ

ーターミナルを移設し、

安全性を向上させて使

用する。 

現在の位置に前開き

及び横開き式フェリー

双方に対応する施設を

建設する。 

既存施設をそのまま

継続使用する。 

運用面 既設港湾区域内のコ

ンテナ取扱区域から分

離された場所にフェリ

ー桟橋を整備すること

により、安全性が向上す

る。前開き及び横開き式

双方のフェリーに対応

が可能となり、フェリー

運航上のスケジュール

立案の選択肢が増える。

コンテナ取扱重機と

乗船客の動線が交差し、

危険は回避されない。前

開き及び横開き式双方

のフェリーに対応が可

能となり、フェリー運航

上のスケジュール立案

の選択肢が増える。 

コンテナ取扱重機と

乗船客の動線が交差し、

危険は回避されない。横

開き式のフェリーは既

存貨物埠頭にのみ着桟

可能となるが乗下船時

間が限定される。 

（評価） ＋＋＋ ＋＋ ＋ 

技術面 前開き及び横開き式

双方のフェリーへの対

応、及び 2 隻同時着桟が

可能となる。 

前開き及び横開き式

双方のフェリーへの対

応、及び 2 隻同時着桟が

可能となる。乗船客の安

全確保に問題がある。 

前開きフェリー（新、

旧双方）の着岸は可能で

あるが、同時着岸は不可

能。横開き式フェリーは

既存埠頭に着桟するも

乗下船時間が限定され

る。 

（評価） ＋＋＋ ＋＋ ― 

費用面 約 20 億円 約 20 億円（コンテナ

取扱作業とフェリー乗

客の動線を分離する費

― 
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用は含まず） 

（評価） ＋＋ ＋ ― 

自然環境面 約 400m 西に離れた海

岸線沿い及び約 1,000m

沖合の浅瀬にサンゴが

存在するが、工事開始前

に工事用船舶によりサ

ンゴ等に影響を及ぼさ

ない範囲を仮設浮標で

表示し、作業用船舶はこ

の区域内で航行を行う

こととする。設置した仮

設浮標の状況及び作業

船舶の動向を監視する

ことにより、工事による

影響は回避可能である。

約 1,000m 沖合の浅瀬

のサンゴまでの距離は

変わらないが、既存港湾

施設の西側にあるサン

ゴ ま で の 距 離 は 約

1,000m となる。監視によ

り工事による影響は回

避可能である。 

― 

（評価） ++ +++ ― 

社会環境面 既存の港湾区域内で

のフェリーターミナル

の移設であり、住民移転

及び漁業補償の問題も

なく、社会環境への影響

は少ない。 

既存港湾区域内の現

位置にてフェリーター

ミナルの新設工事であ

り、住民移転及び漁業補

償の問題もなく、社会環

境への影響は少ない。 

― 

（評価） ＋＋＋ ＋＋＋ ― 

総合評価 自然環境面では劣る

が、乗船客の安全性確

保、運用面での利便性か

ら総合的に最も優れて

おり、本案が推奨され

る。 

自然環境面では優位

に立つが、運用面、技術

面、費用面で劣るため、

推奨されない。 

安全性、需要対応性等

運用面で劣るため、推奨

されない。 

（評価） ＋＋＋ ＋ ＋ 

<凡例> +++：最適、++：他と比較して優れている、+：他と比較して劣る、－：該当なし 

注：費用は調査団による概算。 

2-2-4-1-5 スコーピング 

前述代替案候補地１について、本プロジェクトで環境に配慮すべき項目のスコーピング

を行った。その結果を表 2-2-14 に示す。  
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表 2-2-14 スコーピング・マトリックス 
分
野 

影響項目 

評価 

評価理由 工事前 

工事中 
供用時

公
害
・
汚
染
対
策 

1 大気汚染 B- C- 

工事前・工事中:建設機械の稼働に伴い、一時的ではあるが、

大気質の悪化が想定される。既存斜路及び擁壁のコンクリ

ート剥離の際、一時的であるが粉じんが発生する。 

供用時:フェリー運航隻数が増えることにより、走行車両か

らの大気質への負の影響が考えられる。 

2 水質汚濁 B- C- 

工事前・工事中:工事現場、建設機械、車両及び工事事務所、

工事用船舶からの排水、油漏れ等による水質汚濁の可能性

がある。 

降雨時に陸上の工事区域から有害物、濁りを含んだ雨水が

海域に直接流出する可能性がある。 

供用時:複数隻フェリーが同時着桟することが可能な港湾

が整備されることにより、入港隻数の増加が予想され、船

舶からの排水等による水質汚濁の可能性が考えられる。 

3 廃棄物 B- C- 

工事前・工事中:コンクリート剥離物等、工事廃材の発生が

予想される。 

供用時:乗船者数及びフェリー運航便数の増加による廃棄

物の増加が予測される。 

4 土壌汚染 B- D 

工事前・工事中：建設機械への給油の際、燃料油が流出し、

土壌を汚染する可能性がある。 

供用時:土壌への影響を引き起こす作業は想定されない。 

5 騒音・振動 B- C- 

工事前・工事中:建設機械・車両の稼動等による騒音・振動

の発生が想定される。 

供用時: 乗船客数及びフェリー運航回数の増加により交通

量の増加が予想され、周辺地域へ騒音・振動の影響が想定

される。  

6 地盤沈下 D D 
工事前・工事中、供用時:地盤沈下を引き起こす作業は想定

されない。 

7 悪臭 B- D 

工事前・工事中：浚渫工事が行われる場合、浚渫土による

悪臭が発生する可能性がある。 

供用時:悪臭を発生させる作業は想定されない。 

8 底質汚染 B- C- 

工事前・工事中:既存斜路及び擁壁撤去のためのコンクリー

ト剥離工事、工事船舶からの排水、船底塗料による底質へ

の影響が想定される。また、浚渫による浚渫土拡散による
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分
野 

影響項目 

評価 

評価理由 工事前 

工事中 
供用時

底質への影響が想定される。 

供用時:入港船舶の増加により、船舶からの排水、船底塗料

による底質への影響が想定される。 

自
然
環
境 1 保護区 D D 

工事前・工事中、供用時：対象事業区域周辺には保護区及

び海洋保護区は存在しない。 

 

2 生態系 B- C- 

工事前・工事中:浚渫施工時、浚渫土拡散による濁りにより、

生態系への負の影響が考えられる。 

供用時:入港隻数の増加により、船舶からの排水等による水

質汚濁により、生態系に負の影響が考えられる。 

3 水象 D D 

工事前・工事中、供用時:西側及び東側既存擁壁を撤去する

ことにより、自然海浜の平衡勾配への変化にともなう砂の

移動が予測される。桟橋は杭式構造のため、海水及び砂の

移動への影響は生じない。 

4 地形・地質 D D 

工事前・工事中:地形・地質に大きな変化をもたらす工事は

想定されない。 

供用時：地形・地質への影響を及ぼす作業は想定されない。

5 河川 D D 工事前・工事中、供用時:河川への影響は考えられない。 

6 地下水 D D 工事前・工事中、供用時:地下水への影響は考えられない。

社
会
環
境 

1 住民移転 D D 工事前・工事中、供用時:住民移転は発生しない。 

2 生活・生計 B- B+ 

工事前・工事中:工事車両の通行により、アクセス道路周辺

住民への一時的な負の影響が考えられる。 

供用時:フェリーの増便、大型化が期待でき、生活・生計へ

の正の影響が考えられる。 

3 文化遺産 D D 
工事前・工事中、供用時:事業地区及び周辺に文化遺産等は

存在しない。 

4 景観 D D 

工事前・工事中、供用時:フェリーターミナル移設に伴い景

観に変化が生じるが、周辺の利用上支障の出るような景観

の変化ではない。 

5 
少数民族 

先住民族 
D D 

工事前・工事中:港湾工事区域は、海域を含め、APORTIL

の管轄下となっているため、漁業等に影響を及ぼすことは

ない。 
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分
野 

影響項目 

評価 

評価理由 工事前 

工事中 
供用時

供用時:少数民族、先住民族に影響を及ぼす作業は想定され

ない。 

6 労働環境 B- D 

工事前・工事中:建設作業員の労働環境、衛生に配慮する必

要がある。 

供用時:供用段階で労働者への負の影響が想定されるよう

な作業は計画されていない。 

他 

1 事故 B- C- 

工事前・工事中:工事中、海上交通、陸上交通に対する配慮

が必要である。 

供用時:乗船客数及びフェリー運航回数が増加するため、交

通量の増加による交通事故の増加が懸念される。 

評価：  A：大きな影響が想定される。 B：ある程度の影響が想定される  C：影響の程

度が不明であり、今後の確認調査が必要である。 D： 影響は軽微であり、今後の調査は

不要である。 

＋：正の影響、－：負の影響 

本スコーピング案の対象項目は JICA ガイドラインを参考に作成した。 

 

2-2-4-1-6 環境社会配慮調査の TOR 

スコーピング結果を踏まえ、影響があると思われる項目について TOR を作成し、表 

2-2-15 に示す。 

表 2-2-15 環境社会配慮 TOR 

分野 影響項目 調査項目 調査方法 

公害・汚染

対策 

大気汚染 現状把握 

フェリー運航数の将来予測 

施工方法 

現地環境調査・分析 

ヒアリング 

ヒアリング 

水質汚濁 現状把握 

フェリー運航数の将来予測 

現地環境調査・分析 

 

廃棄物 廃棄物の処理方法 ヒアリング 

土壌汚染 現状把握 

施工方法 

現地環境調査・分析 

ヒアリング 

騒音・振動 現状把握 

フェリー運航数の将来予測 

施工方法 

現地環境調査・分析 

ヒアリング 

ヒアリング 
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地盤沈下 現状把握 ヒアリング 

悪臭 浚渫工事の有無 

施工方法 

地形・水深測量現地調査 

ヒアリング 

底質汚染 現状把握 

フェリー運航数の将来予測 

施工方法 

現地環境調査・分析 

ヒアリング 

ヒアリング 

自然環境 保護区 現状把握 ヒアリング、文献調査 

生態系 現状把握 

フェリー運航数の将来予測 

現地環境調査・分析 

ヒアリング 

水象 現状把握 ヒアリング 

地形・地質 現状把握 ヒアリング 

河川 現状把握 ヒアリング 

地下水 現状把握 ヒアリング 

社会環境 生活・生計 フェリー運航数の将来予測 ヒアリング 

少数民族 

先住民族 

現状把握 ヒアリング 

労働環境 安全対策 ヒアリング 

その他 事故 安全対策 ヒアリング 

 

2-2-4-1-7 環境社会配慮調査結果（予測結果を含む） 

環境基本法（Decree Law No. 26/2012 “Environmental Basic Law”）において、第 14 条環境

基準、第 32～42 条にて各種公害について国が各種環境基準及び排出基準を制定すると記

述されているが、まだそれらは制定されていない。そのため、独立まで使用していたイン

ドネシア国の基準を主に使って、分析値の評価を行っている。 

現地にて上記 TOR をもとに環境社会配慮調査を実施した。その結果を表 2-2-16 及び表 

2-2-17 に示す。 
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表 2-2-16 環境社会配慮調査結果（測定分析結果） 

 

 

 

WHO 日本 米国 試料-1 試料-2 試料-3 平均 判定

1 hour 100 25 23 15 21 pass

24 hours
125: target-1
50: target-2

20: Guideline
40 - - - - -

1 hour 20,000 3,357 3,299 2,795 3,150 pass
24 hours 10,000 10,000 - - - - -

1 hour 200:
Guideline

23 21 14 19 pass

24 hours 40～60 - - - -
4 オゾン (O3) 1 hour μg/Nm3 100 35 34 34 34 pass SNI 19-7119.8-2005
5 炭化水素 (HC) 3 hours μg/Nm3 105 98 85 96 pass SNI 19-7119.13-2009
6 総浮遊粒子 (TSP) 24 hours μg/Nm3 260 120 110 67 99 pass SNI 19-7119.3-2005

7 PM10 (粒子10 μ m 以

下)
24 hours μg/Nm3

150: target-1
100:  target-2
75: target-3

50: Guideline

100 150 50 40 29 40 pass High volume air
sampler

8 PM2.5 (粒子2.5 μm 以

下)
24 hours μg/Nm3

75: target-1
50: target-2

37.5: target-3
25: Guideline

35 35 28 22 13 21 pass High volume air
sampler

9 鉛 (Pb) 24 hours μg/Nm3 0.5 0.1 0.05 0.02 0.06 pass SNI 19-7119.4-2005

大気質

No. 調査項目 試験時間 単位
Test Results

試験方法

1 二酸化硫黄 (SO2) μg/Nm3 SNI 19-7119.7-2005

参照基準値

2 一酸化炭素 (CO) μg/Nm3 SNI 7119.10-2011

3 二酸化窒素 (NO2) μg/Nm3 SNI 19.7119.2-2005

参照基準値：WHO、日本及び米国の基準値を参照　　　サンプリング及び試験方法：インドネシア国基準

EU 日本 米国 試料-1 試料-2 試料-3 試料-4 試料-5 平均 判定

1 総リン mg/L 1 0.03 0.02 0.01 0.01 0.01 0.01 0.012 pass 18-27/IK/ALT
2 塩分 ‰ 39 38 38 39 39 38.600 - APHA Ed. 22nd 2520.B-2012

3 油分・グリース mg/L 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.200 fail Extraction -
spectrophotometry

4 濁度 NTU 5/単一ｻﾝﾌﾟﾙ 1 1 2 1 3 2 1.800 pass SNI 06-6989.25-2005
5 溶存酸素量 mg/L 7.5 3 3 3 4 4 3.400 fail SNI 06-6989.14-2004
6 pH（現場測定） - 8 8 8 8 8 8.000 pass SNI 06-6989.11-2004
7 水温（現場測定） ℃ 29 29 30 29 29 29.200 pass SNI 06-6989.23-2005

8 総大腸菌
MPN/100

mg
3 4 4 3 3 3.400 pass APHA Ed. 22nd 9221.B-2012

9 総浮遊物質 mg/L 30 150 30 2 2 2 2 2 2.000 pass SNI 06-6989.3-2004

10 化学的酸素要求量
(COD) mg/L 125 120 45 46 40 34 26 38.200 - SNI 06-6989.15-2004

11 総窒素量 mg/L 10 3 2 5 2 2 2 2.600 - Water reserch methods
Chapter XI - 1984

12 総 溶 解 固 形 物 量
（TDS）

mg/L 38.3 39.2 38.3 38.9 39.4 38.820 - SNI 06-6989.27-2005

検査方法

参考基準値：EU、日本及び米国の基準値を参照　　　　サンプリング及び試験方法：インドネシア国基準

参照基準値

水質汚濁調査（海域）

No. 調査項目 単位
分析結果

試料-1 試料-2 試料-3 試料-4 試料-5 平均 判定

1 全 有 機 酸 素 成 分
(TOC) % - 0.85 0.79 0.7 0.79 0.78 0.782 - SIN 13-4720-1998

2 ヒ素 (As) mg/kg max. 9.8 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.500 pass USEPA SW 846-3050B;
APHA Ed 22nd 3111B-2012

3 カドミウム (Cd) mg/kg max. 0.99 0.5 3 0.5 2 0.5 1.300 pass USEPA SW 846-3050B;
APHA Ed 22nd 3111B-2012

4 水銀 (Hg) mg/kg max. 0.18 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.010 pass USEPA SW 846-3050B;
APHA Ed 22nd 3111B-2012

5 亜鉛 (Zn) mg/kg max. 120 21 143 29 26 78 59.400 pass USEPA SW 846-3050B;
APHA Ed 22nd 3111B-2012

6 銅 (Cu) mg/kg max. 32 5 20 5 7 19 11.200 pass USEPA SW 846-3050B;
APHA Ed 22nd 3111B-2012

7 クロミウム (Cr) mg/kg max. 43 3 3 3 3 3 3.000 pass USEPA SW 846-3050B;
APHA Ed 22nd 3111B-2012

8 鉛 (Pb) mg/kg max. 36 5 8 5 5 5 5.600 pass USEPA SW 846-3050B;
APHA Ed 22nd 3111B-2012

9 ニッケル (Ni) mg/kg max. 23 3 3 3 4 4 3.400 pass USEPA SW 846-3050B;
APHA Ed 22nd 3111B-2012

10 全 石 油 炭 化 水 素

(TPH)
mg/kg - 20 20 20 20 20 20.000 - UESPA 8440 1996

検査方法
分析結果

参考基準：米国ウィスコンシン州自然資源局

底質調査

No. 調査項目 単位 参考基準値



東ティモール国ディリ港フェリーターミナル緊急移設計画準備調査        協力準備調査報告書 

2-58 
 

 

出典：現地再委託調査結果より JICA 調査団作成 

基準値 分析結果
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基準値 分析結果

dB (A) LS dB (A)

L1. 0700

L2. 1000

L3. 1500

L4. 2000

L5. 2300
L6. 0100
L7. 0400

参考基準値：インドネシア国環境省政令1996年第48号　公共施設における騒音

22-3/IK/UA-0

騒音調査

No. 場所 計測時間 判定 検査方法

K3 港湾外 60+3 53 pass

K3 港湾外 60 43 pass 22-3/IK/UA-0

22-3/IK/UA-0

No. 場所 計測時間 判定 検査方法

No. 場所 計測時間 判定 検査方法

K3 港湾外 60 54 pass

K2 港湾内東側 60+3 57 pass 22-3/IK/UA-0

22-3/IK/UA-0

No. 場所 計測時間 判定 検査方法

No. 場所 計測時間 判定 検査方法

K2 港湾内東側 60 49 pass

K2 港湾内東側 60 58 pass 22-3/IK/UA-0

22-3/IK/UA-0

No. 場所 計測時間 判定 検査方法

No. 場所 計測時間 判定 検査方法

K1 港湾内西側 60+3 64 fail

判定 検査方法

60 50

K1 港湾内西側 66 fail

No. 場所 計測時間

pass 22-3/IK/UA-0

No. 場所 計測時間 判定 検査方法

22-3/IK/UA-0

K1 港湾内西側

60
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表 2-2-17 環境社会配慮調査結果 

分野 影響項目 調査結果 

公害・汚

染対策 

大気汚染 大気質調査は、二酸化硫黄、一酸化炭素、二酸化窒素、オゾン、炭化水素、

総浮遊粒子、PM10、PM2.5及び鉛に関して各試料を 3 か所で採取し、分析を

行った結果、いずれの項目も参照する WHO、日本及び米国の基準値を下

回っており、大気汚染は観測されなかった。 

工事中に使用される車輌は 1 日当たり 10 台程度と見込まれており、これに

よる排気ガス、粉じんの増大の可能性はわずかで港湾区域内に限られるこ

とから、周辺地域への影響の可能性は小さいと考えられる。 

既設斜路及び擁壁のコンクリート剥離数量は 1,000m3 未満であり、これに

よる粉じんは限定的であること、敷地境界線までは最大 200m、最小 80m

程度の距離があることから、周辺住民への影響の可能性は少ないと考えら

れる。 

フェリーが増便されても、1 隻当たりに積込まれるトラックの数は限定的

であり、これによる交通量の大幅な変化はなく、現況からの大気汚染の影

響変化は考えられない。 

水質汚濁 水質汚濁調査は、総リン、塩分、油分・グリース、濁度、溶存酸素、pH、

水温、総大腸菌、総浮遊物質、化学的酸素要求量、総窒素量及び総溶解固

形物量に関して各試料を 5 か所で採取し、分析を行った結果、参照する EU、

日本及び米国の基準値を満たしている。 

浚渫工事が施工される場合、浚渫土の拡散による濁りが発生することが考

えられるが、汚濁防止膜等の設備を使うことにより、濁りの拡散を防止す

る必要がある。 

雨水の流出については、既存施設の大きな改変がない限り問題はないが、

監視は必要である。 

フェリー運航回数が増大することにより、船舶からの油漏れ等の事故に対

する対策は必要である。 

廃棄物 ナクロマ号から排出される廃棄物は、船着場横に設置された鋼製ダストビ

ンに入れられる。APORTIL はナクロマ号からの廃棄物を含め、港内に設置

されたダストビンからの廃棄物を収集し、ティバールのごみ集積場（公営）

へ持ち込まれ、処理されている。将来も同様に処理される予定であるので

問題はないと考えられるが、監視は必要である。 

土壌汚染 ナクロマ号への給油時、ホースに残っていた燃料油が地上に漏れる危険性

は、ナクロマ号の給油受入れ口の改造が実施されれば（2015 年 8 月から約

2 か月半の入渠時に改造予定）、危険性は著しく減少するが、監視が必要で

ある。 

建設機械への給油の際、燃料油が流出し土壌を汚染する可能性がある。監
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分野 影響項目 調査結果 

視が必要である。 

騒音・振動 既存岸壁上の騒音測定位置は、周囲で貨物船からコメの荷降ろし及びトラ

ックによる運搬が行われていたため、夜間部分のみの測定を除き騒音が基

準値を超えたが、既存フェリーターミナル区域及びフェリーターミナル移

設位置に隣接する公園内での測定値は、参照するインドネシア国の基準（日

本水準とほぼ同じ数値）を下回っている。 

工事中大きな騒音・振動を発生する杭打機（油圧ハンマー、バイブロハン

マー）の場所は、最寄りの教会まで 300m 以上離れていることから、距離

減衰効果により、到達する騒音・振動による影響は少ないと考えられる。

悪臭 浚渫工事が施行される場合、浚渫土砂から悪臭の発生が起こる場合がある

が、海上で掘削し、バージにより海上運搬するため、周辺住民への影響は

ないものと考えられる。 

底質汚染 底質調査は、全有機酸素成分、ヒ素、カドミウム、水銀、亜鉛、銅、クロ

ミウム、鉛、ニッケル及び全石油炭化水素の試料を各 5 か所で採取し、分

析を行った結果、既存岸壁東端に近い部分で採取した試料の亜鉛含有量が

参照する米国の基準値を超えたが（基準値の 119%）、他の４か所の分析結

果は同基準値を大きく下回っているため、問題はないと判断する。他の項

目は全て同基準値を満たしている。 

既存斜路及び擁壁の撤去時、コンクリート剥離物が海底に残ったままにし

ないよう、配慮する必要がある。 

フェリー運航隻数が増大することにより、船舶からの廃棄物、船底塗料に

よる底質への影響は大きくはないと考えられるが、監視をする必要がある。

自然環境 保護区 対象事業区域周辺には保護区及び海洋保護区は存在しない。 

生態系 既存の資料からは陸上希少動植物は確認されていない。 

現地調査はフェリーターミナル移設予定地地点を調査断面No.1とし、385m

間隔で調査断面 No.2 及び調査断面 No.3 を沖に向かって各 100m 長さので、

及び北側沖合約 1,000m 地点にある浅瀬も調査対象とした。調査断面 No.1

及び No.2 における調査では、希少動植物、海藻類、サンゴ等、環境に配慮

が必要な動植物は発見されていない。また調査断面 No.3 においては、通称

カリフラワーコーラルと呼ばれるコーラルが発見されたが、国際自然保護

連合（IUCN）のカテゴリーで（「東ティ」国独自のカテゴリーが決められ

ていないため、IUCN のカテゴリーを参照）は低危険種（Least Concern）と

なっている。その他海藻及び底生生物が発見されているが、危惧種の指定

はない。北側沖合 1,000m にある浅瀬では、準絶滅危惧種（Near Threatened）

に指定されている Diploastrea heliopora（通称 Diploastrea brain coral または

Honeycomb coral）、絶滅危惧 II 種（Vulnerable）の Heliofungia actiniformis（ハ
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分野 影響項目 調査結果 

ードコーラル）、低危険種（Least Concern）の Polyphyllia talpina（Feather 

Coral）、 Pachyseris speciosa（マッシュルームコーラル）、Coeloseris mayeri

が発見されている。またその他海藻及び底生生物が発見されているが、危

惧種の指定はない。 

ポルトガル及びドイツから搬入予定のフェリーが到着した際、バラスト水、

船底等に生態系に影響を及ぼす生物が存在する可能性があるため、回航前

に船底掃除を行う等、外来生物の東ティモール国への移入を防ぐ措置が必

要である。 

社会環境 生活・生計 工事中に使用される車輌は 1 日当たり 10 台程度と見込まれており、これに

よる排気ガス、粉じんの増大の可能性はわずかで港湾区域内に限られるこ

とから、周辺地域への影響の可能性は小さいと考えられる。 

既設斜路及び擁壁のコンクリート剥離数量は 1,000m3 未満であり、これに

よる粉じんは限定的であること、敷地境界線までは最大 200m、最小 80m

程度の距離があることから、周辺住民への影響の可能性は少ないと考えら

れる。 

フェリーが増便されても、1 隻当たりに積込まれるトラックの数は限定的

であり、これによる交通量の変化はなく、現況からの大気汚染の影響変化

は考えられない。 

一方、大型の観光船を誘致する計画もあり、観光客の増大が見込めるため、

地元住民の生活・整形への正の影響が期待できる。 

少数民族 

先住民族 

既存の資料からは、対象事業地域周辺には少数民族及び先住民族は確認さ

れていない 

労働環境 「東ティ」国法令に基づき、事業者に労働環境確保を義務付ける必要があ

る。 

労働者の安全・衛生に対する多くの事業者の理解は低レベルにあると言わ

ざるを得ない状況であるため、HIV 対策を含めた労働者への安全・衛生の

確保が必要である。 

その他 事故 工事中における工事関係車両による交通事故の防止対策が必要である。ま

た工事船舶による海上交通安全を徹底させる必要がある。 

新フェリーターミナル完成後は、フェリーの運航回数が増加し、更に地元

住民以外にも観光客も数多く歩行することから、観光客にも配慮した事故

対策が必要である。 

 

2-2-4-1-8 影響評価 

現地調査の結果および上記での環境社会配慮調査結果に基づき、スコーピングマトリッ
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クス（表 2-2-14 参照）の環境影響を表 2-2-18 に示すように修正した。修正・変更の主な

点と理由は評価理由に記載した通りである。 
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表 2-2-18 影響評価結果 

分
野 

影響項目 

スコーピ

ング時の

影響評価

調査結果

に基づく

影響評価

評価理由 工
事
前
・
工
事
中

供
用
時 

工
事
前
・
工
事
中

供
用
時 

公
害
・
汚
染
対
策 

1 大気汚染 B- C- B- D 

工事前・工事中は、建設機械の稼働に伴う一時

的な大気汚染が想定される。既存斜路及び擁壁

撤去のためのコンクリート剥離工事から発生

する粉じんの発生が予測されるため、工事前・

工事中の影響度を B-とした。 

供用時はフェリー運航隻数が増えるが、1 日当

たりの発着回数は少ないため、大気汚染を引き

起こすことはないと考えられるため、D とした。

2 水質汚濁 B- C- 
B- 

(C-)
D 

工事前・工事中の工事用船舶の数は多くなく、

船舶からの水質への影響は少ないと考えられ

る。浚渫工事が必要となった場合でも、汚濁防

止膜を使用し汚水管理を行えば、影響範囲はご

く限られた場所だけになるが、浚渫工事を行う

場合は B-、行わない場合は C-とする。 

供用時はフェリー隻数及び航行回数は増える

が、船舶からの排水が港内の水質汚濁を助長す

るとは考えられないため、D とした。 

3 廃棄物 B- C- B- D 

工事前・工事中はコンクリート剥離物等、建設

廃材が発生するため、B-とした。 

供用時は、廃棄物は現状通り港内で港湾管理者

により管理され、公的な処分場で処分されるた

め、影響度を D とした。 

4 土壌汚染 B- D C- D 

工事前・工事中、建設機械に給油をする際に油

漏れによる土壌汚染が懸念されることから、影

響度を C-とした。 

供用時は土壌への影響を引き起こす作業は想

定されていないため、影響度を D とした。 

5 騒音・振動 B- C- C- D 

予測により工事中の騒音・振動の影響は直近の

教会に及ばないことが確認できたが、監視は必

要であることから影響度を C-とした。 
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分
野 

影響項目 

スコーピ

ング時の

影響評価

調査結果

に基づく

影響評価

評価理由 工
事
前
・
工
事
中

供
用
時 

工
事
前
・
工
事
中

供
用
時 

供用時には、工事による影響がなくなることか

ら影響度を D とした。 

6 地盤沈下 D D D D 影響は考えられない。 

7 悪臭 B- D 
B- 

(C-)
D 

工事前・工事中に浚渫作業が必要になった場

合、浚渫土による悪臭が発生する可能性がある

ため、影響度を B-とするが、浚渫作業が必要な

い場合、影響度は C-となる。 

供用時には悪臭を発生させる作業は想定され

ていないため、影響度を D とした。 

8 底質汚染 B- C- B- D 

工事前・工事中は既存斜路及び擁壁撤去のため

コンクリート剥離工事、工事船舶からの排水、

船底塗料による底質への影響が想定される。ま

た浚渫工事が必要になった場合、浚渫土拡散に

よる底質への影響が想定されるため、影響度を

B-とした。 

供用時はフェリー運航隻数が増えるが、1 日当

たりの発着回数は少なく、底質汚染を引き起こ

すことはないと考えられるため、D とした。 

自
然
環
境 

1 保護区 D D D D 
工事前・工事中、供用時ともに対象事業区域に

は保護区及び海洋保護区は存在しない。 

2 生態系 B- C- 
B- 

(C-)

C- 

(D)

工事前・工事中は、浚渫工事が必要になった場

合、浚渫土拡散による濁りにより、生態系への

負の影響が考えられるため、影響度を B-とする

が、浚渫工事が不要な場合は、C-とする。また

工事船舶及び新規フェリーが回航される場合、

外来生物にも配慮する必要がある。 

供用時はフェリー運航隻数が増えるが、1 日当

たりの発着回数は少なく、生態系に与える影響

はない考えられるため、D とするが、国外より

新規フェリーが到着した際、船底に付着した外

来生物の影響を考え、新規フェリー到着時のみ
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分
野 

影響項目 

スコーピ

ング時の

影響評価

調査結果

に基づく

影響評価

評価理由 工
事
前
・
工
事
中

供
用
時 

工
事
前
・
工
事
中

供
用
時 

C-とする。 

3 水象 D D D D 

工事前・工事中、供用時ともに、西側及び東側

既存擁壁を撤去することにより、自然海浜の平

衡勾配への変化にともなう砂の移動が予測さ

れる。桟橋は杭式構造のため、海水及び砂の移

動への影響は生じない。 

4 地形・地質 D D D D 

工事前・工事中は地形・地質に大きな変化をも

たらす工事は想定されない。 

供用時も地形・地質への影響を及ぼす作業は想

定されない。 

5 河川 D D D D 
工事前・工事中、供用時ともに河川への影響は

考えられない。 

6 地下水 D D D D 
工事前・工事中、供用時ともに地下水への影響

は考えられない。 

社
会
環
境 

1 住民移転 D D D D 
工事前・工事中、供用時とも、住民移転は発生

しない。 

2 生活・生計 B- B+ B- B+

工事前・工事中は工事車両の通行により、アク

セス道路周辺住民への一時的な負の影響が考

えられるため影響度を B-とした。 

供用時はフェリーの増便、大型化が期待でき、

生活・生計への正の影響が考えられるため、B+

とした。 

3 文化遺産 D D D D 
工事前・工事中、供用時とも、事業地区及び周

辺に文化遺産等は存在しない。 

4 景観 D D D D 

工事前・工事中、供用時とも、フェリーターミ

ナル移設に伴い景観に変化が生じるが、周辺の

利用上支障の出るような景観の変化ではない

ため、影響度を D とした。 

5 
少数民族・先

住民族 
D D D D 

工事前・工事中は港湾工事区域は、海域を含め、

APORTIL の管轄下となっているため、漁業等に
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分
野 

影響項目 

スコーピ

ング時の

影響評価

調査結果

に基づく

影響評価

評価理由 工
事
前
・
工
事
中

供
用
時 

工
事
前
・
工
事
中

供
用
時 

影響を及ぼすことはない。 

供用時は少数民族、先住民族に影響を及ぼす作

業は想定されない。 

6 労働環境 B- D B- D 

工事前・工事中は建設作業員の労働環境、衛生

に配慮する必要があるため、影響度を B-とし

た。 

供用時は供用段階で労働者への負の影響が想

定されるような作業は計画されていない。 

他 1 事故 B- C- B- C- 

工事前・工事中は海上交通、陸上交通に対する

配慮が必要であるため、影響度は B-とした。 

供用時は乗船客数及びフェリー運航回数が増

加するため、交通量の増加による交通事故の増

加が懸念されるため、影響度を C-とした。 

評価：  A：大きな影響が想定される。 B：ある程度の影響が想定される  C：影響の程度

が不明であり、今後の確認調査が必要である。 D： 影響は軽微であり、今後の調査は不要

である。 

＋：正の影響、－：負の影響 

本スコーピング案の対象項目は JICA ガイドラインを参考に作成した。 

 

2-2-4-1-9 緩和策及び緩和策実施のための費用 

現地調査結果及び影響評価結果に基づき、本事業の工事前・工事中及び供用時に想定さ

れる環境影響とその緩和策を整理した。その結果を表 2-2-19 及び表 2-2-20 に示す。なお、

緩和策に必要な費用については、施工業者が負担する費用は工事費に、また APORTIL が

負担する費用は APORTIL のフェリー部門（現在「ナクロマ」と呼ばれている APORTIL

の部門）の運営経費に含まれている。 

表 2-2-19 環境影響とその緩和策（工事前・工事中） 

影響項目 
影響

評価 
影響の内容 緩和策 実施機関 監督機関

大気汚染 B- 工事中に建設機械・車両の

稼働により汚染物質の排出

建設機械・車両の整備・点検を

徹底し、最良の状態を保つ。

施工業者 APORTIL
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影響項目 
影響

評価 
影響の内容 緩和策 実施機関 監督機関

が想定される。 

コンクリートの剥離作業に

より粉じんの発生が予測さ

れる。 

工事中には工事箇所、道路への

散水、洗輪場の整備等により、

粉じんの発生を抑制する措置

を講じる。コンクリート剥離作

業時にコンクリートへ散水す

る。 

水質汚濁 B- 
(C-) 

工事用船舶により水質への

影響が考えられる。 

浚渫工事が必要になった場

合、底質土を撹拌し、濁水

が拡散されることが考えら

れる。 

浚渫工事が必要な場合は

B-、必要ない場合は C-とす

る。 

工事用船舶により大規模な底

泥の攪乱を発生させないよう

運転に注意を払う。 

浚渫作業時、汚濁防止膜を設置

し、汚濁水管理方法を施工計画

書に明記させる。 

油汚染対策計画を策定し、関係

者に周知する。 

濁り発生、油漏れ等の異常が見

られた場合には、別途サンプリ

ング、水質分析等により水質状

況を把握する。 

施工業者 APORTIL

廃棄物 B- 工事中にコンクリート剥離

物等、建設廃材が発生する。

工事により生じる廃棄物は記

録により把握し、東ティモール

国で定められている規定によ

り処理する。 

施工業者 APORTIL

土壌汚染 C- 建設機械に給油する際の燃

料油漏えいが考えられる。

工事着工前に建設機械への給

油手順を含む作業手順を作成

し、職員及び作業員に周知徹底

したうえで、手順に従い、注意

しながら実施する。 

施工業者 APORTIL

騒音・振

動 

C- 杭打ち現場から 160m 離れ

た教会での予測値は、騒

音・振動共に規制値を下回

っていることを確認してい

るが、風向き等により基準

値を超えることも考えられ

る。 

工 事 の 時 間 帯 を 昼 間

(7:00-18:00)に限定する。建設機

械・車両等の稼働時間にも配慮

する。 

建設機械・車両等の整備・点検

を徹底し、騒音・振動を最小限

に抑える。 

くい打ち作業時には機器によ

るモニタリングを実施し、規制

値を超えていないか確認する。

施工業者 APORTIL

悪臭 B- 
(C-) 

浚渫土に含まれるアンモニ

ア及び硫化水素が悪臭を出

す。浚渫工事が必要な場合

は B-、必要ない場合は C-
とする。 

悪臭が特に強い場合、アンモニ

アを中和する措置を取る。 

施工業者 APORTIL

底質汚染 B- コンクリート剥離工事、工

事用船舶からの排水、船底

塗料による底質への影響が

想定される。 

工事機械、船舶等の運転時に大

きな底質の攪乱がおきないよ

う、配慮し、目視による確認を

行う。 

施工業者 APORTIL
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影響項目 
影響

評価 
影響の内容 緩和策 実施機関 監督機関

浚渫土拡散により底質への

影響が想定される。 

浚渫作業時、汚濁防止膜を設置

し、汚濁水管理方法を施工計画

書に明記させる。 

生態系 B- 
(C-) 

工事による濁りが事業地近

くのサンゴに到達し、悪影

響を与える。 

浚渫作業時、濁水により生

態系に悪影響を与える。 

工事用船舶及び新規搬入フ

ェリーの国外からの回航に

より、外来生物が移入する。

浚渫工事が必要な場合は

B-、必要ない場合は C-とす

る。 

作業用船舶の稼働によりサン

ゴへ悪影響を与えることを防

止するため、サンゴ生育行から

距離を空けて、仮設浮標により

明示された作業用船舶航行可

能区域を設定することとする。

作業用船舶はこの限定区域内

のみで航行することにより、サ

ンゴへの悪影響を防止する。

浚渫作業時、汚濁防止膜を設置

し、汚濁水管理方法を施工計画

書に明記させる。 

工事用船舶及び新規搬入フェ

リーの回航前に船底掃除を行

い、到着後、監督機関による確

認を行う。 

施工業者 
APORTIL 

APORTIL

生活・生

計 

C- 工事車両の通行により、ア

クセス道路周辺の住民に影

響を与える。 

被影響者への説明とともに、合

意を得、定期的に懇談会を開催

し、苦情等を把握する。 

施工業者 

APORTIL 
APORTIL

労働環境 B- 建設作業員の労働環境、衛

生に配慮する必要がある。

HIV 対策を含む安全衛生管理

計画を策定し、労働者に徹底し

た教育・訓練を実施する。東テ

ィモール国の労働関連法令を

順守する。 

施工業者 

APORTIL 
APORTIL

事故 B- 工事関連車両の一般道通行

の際に事故が起きる。 

工事用船舶による事故が起

きる。 

関係車両が輻輳する場合には

交通整理員を配置する。 

安全衛生管理計画を策定し、徹

底した実施を行うとともに、関

係者に対して定期的な教育を

行う。 

施工業者 

APORTIL 
APORTIL

 

表 2-2-20 環境影響とその緩和策（供用時） 

影響項目 
影響

評価 
影響の内容 緩和策 実施機関 監督機関

生態系 C- 
(D) 

新規フェリーが国外より

「東ティ」国に到着した

際、船底に付着した外来生

物により生態系に悪影響

を与える危険性が考えら

れる。新規フェリー到着時

のみ影響評価は C-とする。

新規搬入フェリーの回航前に

船底掃除を行い、到着後、監

督機関により確認を行う。 

APORTIL APORTIL

事故 C- 関連車両の一般道通行の

際に事故が起きる。 

安全衛生管理計画を策定し、

徹底した実施を行うととも

APORTIL APORTIL
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旅客船入港時に、港内歩行

の旅客に危険がおよぶ。 

 

に、関係者に対して定期的な

教育・訓練を行う。 

フェリーが入港した際には、

港内の安全な旅客動線確保を

徹底させる。 

2-2-4-1-10 環境管理計画・モニタリング計画（実施体制、方法、費用など） 

工事前・工事中及び供用時のモニタリング計画を以下に示す。 

表 2-2-21 モニタリング計画（工事前・工事中） 
影響項目 項目 モニタリング方法 地点 時期・頻度 責任機関 

大気汚染 大気質の状況 
粉じん等の状況 

目視確認 

 
事業対象周辺

毎日 

施工業者：モニタ

リング実施者 
 

APORTIL: 入札図

書の技術仕様書に

記載する 

機器による測定 

工事開始時、

工事中１回、

工事終了時及

び粉塵等が発

生する作業の

各工種の開始

時、中間 1 回、

完了時に観測

を行う。 

水質汚濁 

水質汚濁状況 目視確認 事業対象周辺 毎日 施工業者 
降雨時の排水の

濁り状況 目視確認 事業対象地 降雨時 施工業者 

水質※ 
(SS, pH, T-N, T-P, 

COD, Oil, 
Chromium, Lead) 

採水、分析 事業対象周辺

(5地点の表層)

異常発生時お

よび 3,5,7 日

後、計 4 回 

施工業者または

APORTIL 

（建設契約によ

る） 

廃棄物 廃棄物の内容・量 目視確認 事業対象地 毎日 施工業者 

土壌汚染 燃料漏えい 目視確認 建設機械周辺 給油時 施工業者 

騒音・振動 騒音・振動 機器測定 敷地境界、沿

道 

くい打ち工事

時 
毎日 2 回 

施工業者 

悪臭 浚渫工事がある

場合の悪臭発生 臭覚確認 浚渫工事周辺
浚渫工事中毎

日 施工業者 

底質汚染 
海底泥の攪乱 

撤去コンクリー

トの水中落下 
目視確認 事業対象地 毎日 施工業者 

保護区 水質汚濁に兼ねる。 

生態系 
浚渫工事がある

場合のみ 

ダイバーによる目視

観察 

サンゴ生育区

域 

浚渫開始前、

浚渫中１回、

浚渫終了時 

施工業者 

生活・生計 交通渋滞、騒音・

振動等 
目視確認 
ヒアリング 事業地周辺 週１回 

施工業者 

APORTIL 

労働環境 安全衛生管理 工事進捗月報の確認 事業対象地 月 1 回 施工業者 
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影響項目 項目 モニタリング方法 地点 時期・頻度 責任機関 
実施状況 

事故 安全衛生管理 
実施状況 事故月報の確認 事業地周辺 月 1 回 施工業者 

 ※：濁り発生、油漏れ等の異常が見られた場合。 

 

施工業者が責任を有するモニタリングの結果は、施工業者より APORTIL の工事統括部

署（現在 APORTIL には環境部門が設立されていないため）に報告される。APORTIL が責

任を有するモニタリングの結果は、APORTIL 工事統括部署の長に報告され、必要がある

場合は APORTIL 総裁に報告される。 

表 2-2-22 モニタリング計画（供用時） 

影響項目 項目 モニタリング方法 地点 時期・頻度 責任機関 

生態系 
新規到着フェ

リーの船底検

査 

ダイバーによる目視観

察 
新規到着フェ

リー船底 
新規フェリー

到着時 APORTIL 

事故 安全衛生管理 
実施状況 事故月報の確認 事業地周辺 月 1 回 APORTIL 

 

モニタリングの結果は、APORTIL 工事統括部署の長に報告され、必要がある場合は

APORTIL 総裁に報告される。 

環境管理計画書は、「環境評価のためのスクリーニング、スコーピングとそれに対する

TOR、環境影響評価書、及び環境管理計画の詳細要求事項に関する政令（案）」の Annex 6

「環境管理計画書作成に係る要求事項」（別添資料 4-6. f）参照）に従い作成する。その主

要ポイントは、環境影響とその緩和策（工事前・工事中、表 2-2-19）、環境影響とその緩

和策（供用時、表 2-2-20）、モニタリング計画（工事前・工事中、表 2-2-21）、及びモニ

タリング計画（供用時、表 2-2-22）に示している。 

2-2-4-1-11 ステークホルダー協議 

環境ライセンス法（Decree Law No. 5/2011 “Environmental Licensing”）において、公聴会

（Public Consultation）開催の必要性及び開催時期について規定しており、まだ正式な政令

ではないが、「環境評価のためのスクリーニング、スコーピングとそれに対する TOR、環

境影響評価書、及び環境管理計画の詳細要求事項に関する政令（案）」において公聴会開

催に関する詳細が示されている。この政令案では、ステークホルダーとは、①Affected 

Communities（影響を受ける地域社会）、②General Public（一般の人々）、③Non-Government 

Organization（非政府機関）、④Government Agencies（政府機関）、そして⑤Donors, Academics, 

trade associations, etc.（援助機関、学術団体、産業団体、等）が含まれるべきであり、公聴

会開催プロセスの開催時期及びその方法等が記述されている。 

カテゴリーA 案件の場合、①スコーピングの結果、TOR 案が作成された段階、②環境影
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響評価書案及び環境管理計画書案が作成された段階の 2回の公聴会開催が規定されている。

カテゴリーB 案件の場合、①簡易型環境影響評価書及び環境管理計画書に関する検討がな

された段階（強制要件としての開催ではなく、任意開催の位置づけ）、②簡易型環境影響

評価書及び環境管理計画書が当局により技術的評価がなされた結果、当局が公聴会開催を

求めた場合、と定められている。 

当案件は、カテゴリーB 案件と考えられる。 
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第3章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

3-1-1 プロジェクトの目標 

本プロジェクトは、首都ディリの国際港において、フェリーターミナルの移設により、旅客輸

送の安全で効率的な運用を図り、もって同国の経済活動の促進に寄与することを目標とする。 

3-1-2 プロジェクトの概要 

(1) 施設・機材の内容 
① フェリー2 隻の同時着桟が可能な係留桟橋 
② 乗降用プラットフォーム（ランディング・プラットフォームとプラットフォーム） 
③ 進入路 
④ 上記施設に付帯する給水、給電、消火、照明、保安などの土木設備 

表 3-1-1 プロジェクトの内容・規模 

工種 形状・寸法 単位 数量 

1.フェリー桟橋 
   
  
       
  

(主用途はフェリーの接岸、車両・乗客の乗降) 

桟橋 バース 2

設計水深：-11.5m  

桟橋延長：接岸部は両側、100ｍ x 2 か所  m 100

主要部：幅員 20m、延長 100m m2 2,000

基礎杭：鋼管杭 D900 x t14, L=45.5m、39.0m    本 60

橋脚部上部工：場所打ちコンクリート m3 1,060

上部工：PC 桁（+舗装コンクリート） 本 160

係船柱：250kN タイプ、曲柱 基 12

防舷材：V-500H, L=3.5m 基 12

車止：RC コンクリート m3 220

防食：電気防食(50 年対応、3.5A 陽極) 本 94

航路標識：光達距離 12 マイル x1 基 基 1

2.プラットフォーム 
  

(主用途は斜路部からの車両・乗客の乗降) 

面積：55mx52m＋変形部（変則台形タイプ）） m2 2,695

基礎杭：鋼管杭 D800 x t12, L=31.0m 
        PC 杭 D800, L=31.0m 

本 
本 

30
80

上部工：RC コンクリート m2 2,358

係船柱：250kN タイプ、曲柱 基 4

防食：電気防食(50 年対応、3.0A 陽極)  本 25

3.すりつけコンクリー

ト 
基礎砕石+舗装コンクリート（段差調整） m2 400
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出典：APORTIL 資料より JICA 調査団作成 
図 3-2-1 旅客施設位置図 

 

 
出典：Google earth より JICA 調査団作成 

図 3-2-2 事業計画地 
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出典：JICA 調査団作成 

図 3-2-3 「東ティ」国北部海岸地域における港湾配置図 
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表 3-2-1  3 航路別のフェリー需要予測 

 

出典：Additional Study for Maritime Transport Connection along the North Coast of Timor-Leste、Aug. 2013 by HPC より JICA 調査団作成 
 

Year 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030
Population
(annual
change)

2.40% 2.30% 2.40% 2.30% 2.30% 2.20% 2.20% 2.20% 2.20% 2.20% 2.20% 2.10% 2.10% 2.10% 2.10% 2.10% 2.10% 2.00% 2.00%

Real Non-Oil
GDP(annual
change)

10.00% 10.00% 10.00% 10.00% 10.00% 10.00% 10.00% 10.00% 9.80% 9.50% 9.30% 9.10% 8.80% 8.60% 8.40% 8.20% 7.90% 7.70% 7.50%

Real Non-Oil
GDP
p.c.(annual
change)

7.40% 7.50% 7.50% 7.50% 7.50% 7.60% 7.60% 7.60% 7.40% 7.20% 7.00% 6.80% 6.60% 6.40% 6.20% 6.00% 5.70% 5.50% 5.30%

Ferry
Passenger 21,002 21,732 22,493 23,271 24,062 24,894 25,740 26,607 27,491 28,392 29,308 30,239 31,186 32,148 33,124 34,114 35,117 36,133 37,161
Cargo to
Atauro (ton) 6,035 6,639 7,303 8,033 8,836 9,720 10,692 11,761 12,910 14,142 15,458 16,861 18,353 19,934 21,605 23,367 25,218 27,158 29,185
Cargo to Dili
(ton) 23 25 27 30 33 36 40 44 48 53 58 63 68 119 129 140 151 163 175
Cargo Total
(ton) 6,058 6,664 7,330 8,063 8,869 9,756 10,732 11,805 12,958 14,195 15,516 16,924 18,421 20,053 21,734 23,507 25,369 27,321 29,360
Ferry
Passenger 52,509 54,334 56,238 58,183 60,211 62,240 64,355 66,524 68,734 70,985 73,275 75,605 77,972 80,377 82,817 85,292 87,800 90,341 92,911
Cargo to
Oecussi (ton) 45,266 49,792 54,771 60,249 66,273 72,901 80,191 88,210 96,827 106,063 115,935 126,459 137,645 149,504 162,039 175,252 189,137 203,686 218,884
Cargo to Dili
(ton) 3,599 3,959 4,355 4,791 5,270 5,797 6,376 7,014 7,699 8,434 9,219 10,055 10,945 15,487 15,786 18,154 19,593 21,100 22,674
Cargo Total
(ton) 48,865 53,751 59,126 65,040 71,543 78,698 86,567 95,224 104,526 114,497 125,154 136,514 148,590 164,991 177,825 193,406 208,730 224,786 241,558

Dili-
Caravaias-Dili

Ferry
Passenger 43,800 44,189 44,585 44,893 45,202 45,427 45,629 45,779 45,867 45,888 45,841 45,722 45,528 45,258 44,903 44,465 43,943 43,330 42,625
Ferry
Passenger 35,040 35,804 36,590 37,370 38,170 38,937 39,724 40,508 41,280 42,040 42,785 43,515 44,227 44,920 45,244 46,244 46,872 47,474 48,050
Cargo to Com
(ton) 19,012 20,913 23,004 25,304 27,835 30,618 33,680 37,048 40,667 44,547 48,693 53,113 57,811 62,792 68,056 73,606 79,438 85,548 91,931
Cargo to Dili
(ton) 1,832 2,015 2,217 2,439 2,683 2,951 3,246 3,570 3,919 4,293 4,693 5,119 5,572 7,360 7,977 8,628 9,311 10,028 10,776
Cargo Total
(ton) 20,844 22,928 25,221 27,743 30,518 33,569 36,926 40,618 44,586 48,840 53,386 58,232 63,383 70,152 76,033 82,234 88,749 95,576 102,707

Dili-Kupang-
Dili

Ferry
Passenger 4,380 4,532 4,691 4,853 5,022 5,192 5,368 5,549 5,733 5,921 6,112 6,306 6,504 6,705 6,908 7,115 7,324 7,536 7,750
Ferry
Passenger 21,004 21,734 22,495 23,273 24,084 24,896 25,742 26,609 27,493 28,394 29,310 30,242 31,189 32,151 32,151 34,117 35,120 36,135 37,164
Cargo to
Oecussi (ton) 22,633 24,896 27,386 30,124 33,137 36,450 40,095 44,105 48,414 53,032 57,968 63,229 68,829 74,752 81,020 87,626 94,568 101,843 109,442
Cargo to
Kupang (ton) 2,520 2,771 3,049 3,353 3,689 4,058 4,463 4,910 5,389 5,904 6,453 7,039 7,661 10,841 11,750 12,708 13,715 14,770 15,872
Cargo Total
(ton) 25,153 27,667 30,435 33,477 36,826 40,508 44,558 49,015 53,803 58,936 64,421 70,268 76,490 85,593 92,770 100,334 108,283 116,613 125,314
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(2) 地

 「

経済活

Dili-Atauro-Dili

Dili-Oecussi-Dili

注：必要船舶

Total Dem

Nakrom

Nakroma

Nakroma
Nakroma

モール国ディ

表

ICA 調査団作

：JICA 調査団

地方港開発航

東ティ」国は

活動が集中し

Ferry Passenger

Ferry Passenger

年間運行回

乗船客定員

年間可能乗

必要船舶数

年間運行回

乗船客定員

年間可能乗

必要船舶数

年間運行回

乗船客定員

年間可能乗

必要船舶数

舶数＝Total Deman

Year

mand of  Ferry Passe

ma

a 2

a +
a 2

リ港フェリー

表 3-2-2 現

作成 

団作成 
図 3-2-7 現

航路 

は中央部に険

ている。こ

2012

r 21,00

r 52,50

73,51

回数 13

員 30

乗船客数 41,70

数 1.

回数 13

員 38

乗船客数 52,82

数 1.

回数 13

員 68

乗船客数 94,52

数 1.

nd of Ferry Passeng

enger

ーターミナル緊急

現行航路にお

現行航路での

険しい山岳地

の地域は AD

2013 20

2 21,732 2

9 54,334 5

1 76,066 7

9 139

0 300

0 41,700 4

8 1.8

9 139

0 380

0 52,820 5

4 1.4

9 139

0 680

0 94,520 9

6 1.6

ger ÷年間可能乗船

緊急移設計画準
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おけるフェリ

の必要船舶数

地帯を有する

DB による道

014 2015

2,493 23,271

6,238 58,183

8,731 81,454

139 139

300 300

41,700 41,700

1.9 2.0

139 139

380 380

2,820 52,820

1.5 1.5

139 139

680 680

4,520 94,520

1.7 1.7

船客数

準備調査   

ー需要と必要

数（Nakroma

るため、南北

道路開発や J

2016 2017

24,062 24,8

60,211 62,2

84,273 87,1

139 1

300 3

41,700 41,7

2.0

139 1

380 3

52,820 52,8

1.6

139 1

680 6

94,520 94,5

1.8

   協力準

要船舶数の予

a+Nakroma2

北の山裾に東

JICA による

2018

894 25,740

240 64,355

134 90,095 1

139 139

300 300

700 41,700

2.1 2.2

139 139

380 380

820 52,820

1.6 1.7

139 139

680 680

520 94,520

1.8 1.9

準備調査報告書

予測 

2） 

西に広がる海

大規模灌漑施

2022 2026

29,308 33,124

73,275 82,817

102,583 115,941

139 139

300 300

41,700 41,700

2.5 2.8

139 139

380 380

52,820 52,820

1.9 2.2

139 139

680 680

94,520 94,520

2.2 2.5

書 

 

 

海岸域に

施設の開

2030

4 37,161

7 92,911

1 130,072

9 139

0 300

0 41,700

8 3.1

9 139

0 380

0 52,820

2 2.5

9 139

0 680

0 94,520

5 2.8
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発支援や電源開発など活発な投資が継続的に実施されており、人流と物流の旺盛な需要が期待さ

れ「東ティ」国政府はティモール島北東部の港湾開発を計画している。特にディリ－カラベラ、

ディリ－コム間は堅調な需要があると見込まれる。表 3-2-3 及び図 3-2-8 は地方港航路（カラベ

ラ、コム）のフェリー乗船客需要の推移と必要船舶数を示している。需要予測ではカラベラ港は

上述の道路整備による陸上輸送の影響から 2025 年以降は漸減傾向になるとしている。こちらも、

2018 年時点において Nakroma＋Nakroma 2 の 2 隻が必要と予測される。 

表 3-2-3 地方港開発航路におけるフェリー需要と必要船舶数の予測 

 

出典：JICA 調査団作成 

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2022 2026 2030

Dili-Caravaias-Dili Ferry Passenger 43,800 44,189 44,585 44,893 45,202 45,427 45,629 45,841 44,903 42,625

Dili-Com-Dili Ferry Passenger 35,040 35,804 36,590 37,370 38,170 38,937 39,724 42,785 45,244 48,050

78,840 79,993 81,175 82,263 83,372 84,364 85,353 88,626 90,147 90,675

年間運行回数 139 139 139 139 139 139 139 139 139 139

乗船客定員 300 300 300 300 300 300 300 300 300 300

年間可能乗船客数 41,700 41,700 41,700 41,700 41,700 41,700 41,700 41,700 41,700 41,700

必要船舶数 1.9 1.9 1.9 2.0 2.0 2.0 2.0 2.1 2.2 2.2

年間運行回数 139 139 139 139 139 139 139 139 139 139

乗船客定員 380 380 380 380 380 380 380 380 380 380

年間可能乗船客数 52,820 52,820 52,820 52,820 52,820 52,820 52,820 52,820 52,820 52,820

必要船舶数 1.5 1.5 1.5 1.6 1.6 1.6 1.6 1.7 1.7 1.7

年間運行回数 139 139 139 139 139 139 139 139 139 139

乗船客定員 680 680 680 680 680 680 680 680 680 680

年間可能乗船客数 94,520 94,520 94,520 94,520 94,520 94,520 94,520 94,520 94,520 94,520

必要船舶数 1.7 1.7 1.7 1.7 1.8 1.8 1.8 1.9 1.9 1.9

注：必要船舶数＝Total Demand of Ferry Passenger ÷年間可能乗船客数

Nakroma +
Nakroma 2

Nakroma

Nakroma 2

Total Demand of  Ferry Passenger

Year
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出典：

 
(3) 開

 テ

に定期

ば、デ

ぶ主要

ェリー

1 隻と予

が伸び

ェリー

予定で

 

          
1 オエク

による需要

モール国ディ

：JICA 調査団

図

開発ポテンシ

ティモール島

期航路が運航

ディリ－クパ

要ルートとな

ー乗船客推移

予測され、そ

びると予測さ

ーが着桟でき

である。 

                     
シにおける経

要喚起を想定

リ港フェリー

団作成 

 3-2-8 地方

シャル航路 

島の西部に位

航されている。

ン－インドネ

るポテンシ

移と必要船舶数

その後、需要

れるためで

る Ro/Ro ラ

 

                    
経済特区構想が

している。 

ーターミナル緊急

方開発航路で

置するイン

。現在はディ

ネシア諸港と

ャルがある。

数を示してい

要が上回って

ある1。また

ンプがない

     
ある。同特区構

緊急移設計画準
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での必要船舶

ドネシア領の

ィリ－クパン

とつながるル

。表 3-2-4 及

いる。ディリ

ていくが、こ

た、クパン港

ため、横開き

構想は SDPの

準備調査   

舶数（Nakro

のクパンは、

ン間の航路は

ルートが、イ

及び図 3-2-9
リ－クパン間

これはオエク

港には前開き

きタイプの P

中に記載され

   協力準

ma+Nakrom

インドネシ

はないが、こ

インドネシア

は開発ポテ

間の 2018 年

シークパン

（もしくは後

ortugal をクパ

ており、HPC の

準備調査報告書

ma2） 

ア国内の諸港

の航路が開設

アと「東ティ

ンシャル航路

における必要

ーオエクシ航

後開き）タイ

パン港に就航

の需要予測も同

書 

 

港との間

設されれ

」国を結

路でのフ

要隻数は

航路需要

イプのフ

航させる

同特区構想
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出典：JI
 
 

出典：

 

Dili-Kupang-Dili

Oecussi-Kupang-O

注：必要船舶

Portugal　フェ
Dili - Kupang

Total De

Portugal　フェ
Oecussi - K
Oecussi

Portugal　フェ
（両航路合計

モール国ディ

表 3-2-4

ICA 調査団作

：JICA 調査団

図 3-

Ferry Passeng

Oecussi Ferry Passeng

年間運行回

乗船客定員

年間可能乗

必要船舶数

年間運行回

乗船客定員

年間可能乗

必要船舶数

年間運行回

乗船客定員

年間可能乗

必要船舶数

舶数＝Total Demand

ェリー
g - Dili

emand of Ferry Pas

ェリー
upang -

ェリー
計）

リ港フェリー

4 開発ポテ

作成 

団作成 
2-9 開発ポ

 

2012

ger 4,

ger 21,

25,

回数

員

乗船客数 6

数

回数

員

乗船客数 25

数

回数

員

乗船客数 32

数

d of Ferry Passenge

ssenger

ーターミナル緊急

テンシャル航

ポテンシャル

2 2013

,380 4,532

,004 21,734

,384 26,266

23 23

276 276

,348 6,348

0.69 0.71

93 93

276 276

,668 25,668

0.82 0.85

116 116

276 276

,016 32,016

0.79 0.82

er ÷年間可能乗船客

緊急移設計画準
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航路における

ル航路での必

2014 2015

4,691 4,853

22,495 23,273

27,186 28,126

23 23

276 276

6,348 6,348

0.74 0.76

93 93

276 276

25,668 25,668

0.88 0.91

116 116

276 276

32,016 32,016

0.85 0.88

客数

準備調査   

フェリー需要

要船舶数（P

2016 2017

3 5,022 5,

3 24,084 24,

6 29,106 30,

3 23

6 276

8 6,348 6,

6 0.79 0

3 93

6 276

8 25,668 25,

0.94 0

6 116

6 276

6 32,016 32,

8 0.91 0

   協力準

要と必要船舶

Portugal フェ

7 2018

,192 5,368

,896 25,742

,088 31,110

23 23

276 276

,348 6,348

0.82 0.85

93 93

276 276

,668 25,668

0.97 1.00

116 116

276 276

,016 32,016

0.94 0.97

準備調査報告書

舶数の予測 

ェリー） 

2022 2026

6,112 6,908

29,310 32,151

35,422 39,059

23 23

276 276

6,348 6,348

0.96 1.09

93 93

276 276

25,668 25,668

1.14 1.25

116 116

276 276

32,016 32,016

1.11 1.22

書 

 

 

2030

7,750

37,164

44,914

23

276

6,348

1.22

93

276

25,668

1.45

116

276

32,016

1.40
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3-2-1

3-2

設計

クトサ

急峻な

3-2

プラ

の操船

とする

向など

3-2

現在

の乗船

り、高

ェリー

とによ

3-2

「東

ビルの

ェクト

ォーム

合わせ

3-2

給水

にあた

明及び

の乗客

「（貨客

3-2

本計

リーフ

る。こ

あるが

ると想

モール国ディ

 設計1-3

 プ2-1-3-1

計対象フェリ

サイトは砂の

な海底勾配に

 桟2-1-3-2

ラットフォー

船に影響を与

る。桟橋法線の

どを考慮して

 フ2-1-3-3

在、フェリー

船を実施して

波時には足元

ーは桟橋に横

より、貨客及

 フ2-1-3-4

東ティ」国政府

の建設計画を

トの検討を進

ム高さと現状

せる範囲まで

 ユ2-1-3-5

水、給電、消火

たって付帯施

び航行援助施

客や貨物の動

客分離により

 堆2-1-3-6

計画地は北西

フ端が陸側に

のような地形

が、その原因は

想定される。従

リ港フェリー

計に係る考

ラットフォ

ー諸元から桟

堆積現象が

よる波浪擾

橋法線の向

ームの東側端

与えない位置

の向きは操船

決定する。 

ェリー利用

ーは斜路に縦付

いるが、効

元まで海水に

横付け係留を

及び車両の分

ェリーター

府は、本プロ

所有してい

進めるが、計画

状の地盤高と

でを本プロジ

ーティリテ

火、照明、保

施設として具

施設は桟橋、プ

動向を把握し

り）港湾利用

砂問題への

西よりディリ港

接近する場所

形条件の海浜

は現存斜路の

従って、これ

ーターミナル緊急

え方 

ォーム先端

桟橋前面に求

生じているこ

乱等の影響を

向き及び隣

部は既存埠頭

に東端位置を

船性と隣接岸

用車両と乗

付けして Ro
率性が低い。

につかっての

計画する。フ

離が可能とな

ーミナル・

ロジェクト対

る。新たなフ

画立案が本計

に差異が生

ェクトの計画

ティー設備

保安などの施

体的に要望が

プラットフォ

、安全な輸送

用者へ安全な

の対応 

港埠頭に至る

所であり、計

浜はわずかな

の東西に設け

れら防護壁を

緊急移設計画準

3-13 

端位置の設定

求められる水

ことから、砂

を考慮して、

隣接埠頭との

頭と隣接する

を設定し、そ

岸壁との距離

乗客及び送迎

o/Ro ランプ

。また、乗船

の乗船を余儀

フェリー搭載

なるように計

ビル整備と

対象地の陸側

フェリーター

計画より遅れ

じるならば、

画範囲とする

備の整備 

施設は、要請

があった。フ

ォームの付帯

送の確保に資

な環境を提供

るリーフの南

計画地前面海

な地形変化で

けられた防護

を撤去するこ

準備調査   

定 

水深は-4.5ｍ
砂の完全移動

、プラットフ

の関係 

ることになる

それに合わせ

離及び沖合の

迎客との動

プから乗降が

船客も Ro/R
儀なくされる

載ラダーを利

計画する。

との整合性

側を対象とし

ーミナル・ビ

れる場合は、

、プラットフ

る。 

請書には記載

フェリーへの

帯施設であり

資する監視カ

供する」ため

南東の終端部

海域は離岸僅

でも変形する

護壁によって

ことにより、

   協力準

ｍ以深が必要

動限界水深よ

フォーム先端

るため、既存埠

せて桟橋配置

の主航路への

動線の分離 

行われてお

Ro ランプを利

る。本計画で

利用した旅客

性 

して新たなフ

ビル計画を与

本計画が必

ォームと現

載されていな

の給水、給電

り、桟橋及び

カメラ等（CC
の付帯施設

部に位置する

僅かな距離で急

る可能性が高

漂砂移動が

自然平衡状

準備調査報告書

要であるが、

より深い位置

端位置を設定

存埠頭に接岸す

計画を検討す

の影響に加え

り、車両搭載

利用しての乗

では桟橋接岸

客の乗降が行

フェリーター

与件として、本

要とするプ

現状の地盤高

なかったが、今

電設備、消火

びプラットフ

CTV カメラな

として設計す

る。従って、計

急激に落ち込

高く、現在堆積

阻止されて生

態の海岸線

書 

プロジェ

置で、かつ

定する 

する船舶

すること

え、恒風方

載後乗客

乗船であ

とし、フ

われるこ

ーミナル・

本プロジ

ラットフ

とを擦り

今回協議

施設、照

ォーム上

など）は、

する。 

計画地は

込んでい

積傾向に

生じてい

に戻ると
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想定さ

かつ、

3-2

施設

は表 3-
な設計

クラス

1 

2 

3 

4 

出典：

 

3-2-1

港湾

基礎等

該施設

必要が

港湾

効果的

の構造

基づい

表 3-2
ロジェ

を目標

 

モール国ディ

される。従って

プラットフ

 設2-1-3-7

設の設計に当

-2-5 に示す、 
計供用期間で

ス 想定設計

100又

港湾の施設の

 維持管1-4

湾施設は一般

等の洗掘、沈

設が性能の低

がある。  

湾施設の維持

的な対策を施

造特性、材料特

いて維持され

-6 は港湾の

ェクトでは、「

標とした性能

リ港フェリー

て、計画する

ォームの先端

計供用期間

当たっては、

ISO2394(19
であるクラス 

表 3-2-5  

計供用期間(年

1-5 

25 

50 

又はそれ以上 

の技術上の基

管理レベル

般的に厳しい

沈下、埋没等

低下により要求

持管理とは損傷

施す一連のシ

特性及び維持

れる必要があ

施設の維持管

「東ティ」国実

能照査を行う。

 

ーターミナル緊急

桟橋及びプ

端位置は砂の

間 

設計供用期

998) におけ

3 の想定設

ISO2394(19

年) 

仮設構造

交換構造

建物と他

記念的建

基準・同解説

ル 

い自然状況の

等により、経

求性能を満た

傷劣化を効率

ステムのこ

持管理上の難

り、個々の施

管理レベル別

実施機関 AP
。 

緊急移設計画準
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ラットフォー

の完全移動限

間を適切に

ける設計供用

計供用期間

998)における

造物 

造要素、例え

他の公共構造物

建物、特別の

説 平成 19 年

のもとにおか

経時的な性能

たせなくなる

率的に見つけ

とで、自然状

難易度等に応

施設の事情に

別の損傷劣化

PORTIL の現

準備調査   

ームは杭形式

限界水深より

設定する必

用期間の概念

50 年を設計

る設計供用期

例

ば橋台梁やベ

物、下記以外

又は重要な構

年版 

かれることか

能の低下が生

る状態に至ら

け、それを合

状況、施設の

応じて、維持

に照らして適

化に対する考

現有の維持管

   協力準

式等の透過構

り深い位置と

要がある。設

念分類を参考

計供用期間と

期間の概念分

ベアリング 

外の構造物 

構造物、大規

から、材料の

じる場合が多

らないように

合理的に評価

の利用状況、

持管理上の適切

適切に定める

考え方を定め

管理能力もと

準備調査報告書

構造形式が望

とする。 

設計供用期間

に港湾施設

とする。 

分類 

規模橋りょう 

劣化、部材の

多い。このた

に、適切に維持

価し、補修・補

設計供用期

切な基準及び

ることが重要

めたものであ

に維持管理

書 

望ましく、

間の設定

の標準的

の損傷、

ため、当

持される

補強等の

間、施設

び計画に

要である。

ある。本プ

レベル B
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維持

維持

維持

  出典

3-2-2 

3-2-2

(1)  計
 

モール国ディ

分類 

持管理レベル

持管理レベル

持管理レベル

典：港湾の施

基本計画

 必要2-1

計画内容 

リ港フェリー

表

ル A
高い水
が満た

ル B
損傷劣
用期間
低下を

ル C
要求性
供用期
対処す

施設の技術上

画 

とする基本

 

ーターミナル緊急

表 3-2-6 港

水準の損傷劣
たされなくな

劣化が軽微な
間に要求性能
を予防する。

性能が満たさ
期間に1～2回
する。 

上の基準・同

本的な機能

緊急移設計画準

3-15 

港湾の施設の

損傷劣

劣化対策を行
なる状態に至

な段階で、繰
能が満たされ

 

される範囲内
回程度の対策

同解説 平成

準備調査   

維持管理レベ

劣化に対する考

行うことによ
至らない範囲

繰り返し対策
れなくなる状

内である程度
策を行うこと

19 年版 

   協力準

ベル 

考え方 

より、設計供用
囲に損傷劣化

策を行うこと
状態に至らな

度の損傷劣化
により、損

準備調査報告書

用期間に要求
を留める。 

とにより、設
ないように性

化を許容し、
損傷劣化に事後

書 

求性能

設計供
性能の

、設計
後的に
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表 3-2-7 は本プロジェクトの検討対象であるフェリーターミナルと「東ティ」国が計画・実施

するフェリーターミナル・ビル計画の施設及び設備の計画内容一覧である。 

  



東ティ

 

注：フェ

3-2-2

フェリ

④進入路

している

１．フェリ

２．フェリ

モール国ディ

ェリーターミ

 フェ2-2

リーターミナ

路、で構成さ

る。 

リーターミナル

リーターミナル

計画施設

リ港フェリー

ミナル・ビル

ェリーター

ナルは、①桟

される。図 3

ル

ル・ビル

設名

ーターミナル緊急

表 3-

ルの計画内容

ミナルの機

桟橋、②ラン

-2-10 は 2 隻

施設
 （１）桟橋
 （２）ラン
 （３）プラ
 （４）進入
 （５）海岸
設備
 （１）照明
 （２）給水
 （３）消火
 （４）給電
 （５）ビー
 （６）運航
 （７）船舶
 （８）係船
 （９）防舷

（１）ター
（２）積載
（３）積載
（４）公共
（５）乗客
（６）駐車
（７）駐車
（８）積載
（９）搬出
（１０）照
（１１）運
（１２）ゲ
（１３）フ
（１４）植

緊急移設計画準

3-17 

-2-7 計画内

容は APORTIL

機能配置計

ンディング・

隻のフェリー

橋
ンディング・プラ
ラットフォーム
入路
岸護岸

明灯
水栓
火栓
電設備
ーコンライト
航監理設備（
舶発生ゴミ集
船柱
舷材

ーミナルビル及
載車両集射場
載貨物集積場
共バス（ミニバ
客通路
車場
車場管理ブース
載コンテナ等修
出用車両通路

照明施設
運行管理設備
ゲート

ェンス
植栽工及びミニ

施設・設

準備調査   

内容一覧 

L への聞き取

画 

プラットフ

ーが同時着桟

ラットフォーム

CCTVカメラ等
積場

及びキオスク
場及び車両通路
場
バス）停留場

ス
修理場

路

（CCTVカメラ等

ニ公園

設備内容

   協力準

取り等により

ォーム、③

桟の条件下で

ム

等）

路

等）

プ

準備調査報告書

り JICA 調査

プラットフォ

の機能配置計

日本 「東

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●

プロジェクトの区

書 

 
団作成 

ォーム、

計画を示

東ティ」国

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●

区分け
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出典

 

3-2-2

フェ

ターミ

モール国ディ

典：JICA 調査

 平面2-3

ェリーターミ

ナル陸側用

リ港フェリー

査団作成 
図 3-

面計画 

ナルは、図 
地には、フ

ーターミナル緊急

-2-10 フェ

3-2-11 に示

ェリーター

緊急移設計画準

3-18 

リーターミナ

示す様に、デ

ミナル・ビル

準備調査   

ナルの機能配

ディリ港既設

ルの建設が計

   協力準

配置計画 

設埠頭西側に

計画されてい

準備調査報告書

計画する。

いる。 

書 

 

フェリー
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出典：JICA 調査団作成 

図 3-2-11 平面計画
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3-2-2

3-2

本調

①

   ②

③

④

⑤

⑥

尚、

れをす

や許容

構造物

に基づ

3-2

設計

3-2

ディ

険側と

 
 

モール国ディ

 設計2-4

 適2-2-4-1

調査の施設設

① 港湾の施

② 港湾の施

③ 道路橋示

④ 杭基礎設

⑤ 鋼管杭－

⑥ STANDA

平成 19 年の

すべて性能規

容応力度法を

物の破壊モー

づいて定量的

 設2-2-4-2

計風速は、デ

 設2-2-4-3

リ港の潮位

なる潮位を

大潮

平均

平均

平均

平均

平均

大潮

最低

出典：

リ港フェリー

計条件 

用基準 

設計に適用す

施設の技術上

施設の技術上

示方書・同解

設計便覧 平

－その設計と

ARD DESIGN

の基準改定で

規定化するよ

基本として

ードを抽出し

的に評価する方

計風速 

ディリ港近傍

計潮位 

位は表 3-2-8 に

設定する。 

平均高潮面 

高高潮位面 

低高潮位面 

水面 Mean

高低潮位面 

低低潮位面 

平均低潮面 

水面   Ch

：Kepanduan B
183),Indones

ーターミナル緊急

る基準類は以

上の基準・同

上の基準・同解

解説 平成 24
平成 26 年 社

と施工－2009
N CRITERIA

では、これま

う改訂された

いたが、照査

、その破壊モ

方法である信

の風観測デー

に示す通りで

表 3-2

名  

Mean High

Mean High

Mean Low

n Sea Level ( 

Mean High

Mean Low

Mean Low

art Datum ( C

Bahari Indone
sian Navy 201

緊急移設計画準
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以下のものと

同解説 平成

解説(部分改訂

4 年 3 月 社

社団法人 日

9 改訂版 一

A FOR PORT

まで仕様規定

た。また、港

査すべき限界

モードにおい

信頼性設計法

ータを参考に

である。設計

2-8 ディリ

称 

h Water Sprin

her High Wat

wer High Wate

MSL ) 

her Low Wate

wer Low Wate

w Water Sprin

CD ) 

esia Wilayah I
3及びISL201

準備調査   

とする。 

19 年 7 月

訂) 平成 26
社団法人 日

日本道路協会

一般社団法人

TS IN INDON

定となってい

港湾の施設の

界状態を明確

いて想定され

法が導入され

に、最大風速

計潮位は、こ

港潮位表 

ng ( HWS )

er ( MHHW 

er (MLHW)

er ( MHLW )

er ( MLLW )

g 

III ( Bahari In
12, Geoindo 2

     

社団法人 

年 6 月 社団

日本道路協会

会 
人 鋼管杭・

NESIA JANU

る基準につ

の性能照査は

確に定義し、

れる破壊が生

れた。   

速 V=25m/s と

の潮位表よ

潮 

+ 2.8

) + 2.3

+1.8

+ 1.4

+1.0

+0.4

±0.0

±0.0

ndonesia Scout
012よりJICA

 協力準備調

日本港湾協

団法人 日本港

会 

鋼矢板技術

UARY 1984 

いて、原則

は、これまで安

その状態に対

じないこと

とする。 

り照査に当た

位 

8 m 

3 m 

8 m 

4 m 

0 m 

4 m 

0 m 

0 m 

ut Region III, P
A調査団作成 

調査報告書 

協会 
港湾協会 

協会 

としてこ

安全率法

対応する

を確率論

たって危

Page 
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3-2

設計

に示す

沖波

沖波波
(m)

周期(

出典：JI
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

モール国ディ

 設2-2-4-4

計波は、表 3-
す諸元とする

向 W

波高 
) 3

(s) 9

ICA 調査団作

リ港フェリー

計波浪 

-2-9 に示す沖

。 

WNW N

3.17 1

9.2 

作成 

ーターミナル緊急

沖波諸元（50

表 3-2-9 沖

NW N

1.78 

6.3 

緊急移設計画準
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0 年確率波）

沖波諸元（5

NNW 

1.81 

6.4 

 

準備調査   

により解析

50 年確率波

N 

1.70 

6.1 

     

析しその結果

） 

NNE 

0.8 

3.8 

 協力準備調

果を水深別に

NE 

0.9 

3.8 

調査報告書 

表 3-2-10

ENE 

0.9 

3.8 
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設計波諸元元 

M3波向(°

NNE 2

ENE 6

NE

波高(m))

22.5 0.80

67.5 0.90

45 0.90

周期(s) 潮位(

3.8 2.30

3.8 2.30

3.8 2.30

Lo(m)

0

(1

0 22.53

22.53

0 22.53

16.0
15.0
12.5
11.5
10.0
9.0
8.0
7.0
6.0
5.0
4.0
3.0
2.0
1.0
0.0
-1.0
-2.0

16.0
15.0
12.5
11.5
10.0
9.0
8.0
7.0
6.0
5.0
4.0
3.0
2.0
1.0
0.0
-1.0
-2.0

16.0
15.0
12.5
11.5
10.0
9.0
8.0
7.0
6.0
5.0
4.0
3.0
2.0
1.0
0.0
-1.0
-2.0

勾配
1/x  x=)

水深　h

10

10

10

0 0.80
0 0.80
5 0.79
5 0.79
0 0.78

0.78
0.77
0.77
0.76
0.76
0.75
0.75
0.74
0.74
0.73

0 0.73
0 0.73

0 0.86
0 0.85
5 0.85
5 0.84
0 0.83

0.83
0.83
0.82
0.82
0.82
0.82
0.81
0.81
0.81
0.80

0 0.80
0 0.80

0 0.74
0 0.73
5 0.72
5 0.72
0 0.71

0.71
0.71
0.71
0.71
0.70
0.70
0.70
0.70
0.70
0.69

0 0.69
0 0.69

波向

h(m) Ho'(m)

0.80
0.80
0.80
0.80
0.80
0.80
0.80
0.80
0.70
0.70
0.70
0.70
0.70
0.70
0.70
0.80
0.40

0.90
0.80
0.80
0.80
0.80
0.80
0.80
0.80
0.80
0.80
0.80
0.80
0.70
0.70
0.80
0.90
0.40

0.70
0.70
0.70
0.70
0.70
0.70
0.70
0.70
0.70
0.70
0.70
0.60
0.60
0.60
0.70
0.80
0.40

向はNから時計まわ

H1/3(m) H

1.40
1.40
1.40
1.40
1.40
1.40
1.40
1.40
1.30
1.30
1.30
1.30
1.20
1.20
1.20
1.30
0.50

1.50
1.50
1.50
1.50
1.50
1.50
1.50
1.40
1.40
1.40
1.40
1.40
1.30
1.30
1.40
1.40
0.50

1.30
1.30
1.30
1.30
1.30
1.30
1.30
1.30
1.20
1.20
1.20
1.20
1.20
1.20
1.20
1.30
0.50

わりの角度

Hmax(m)
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(1) 砕波限界水深及び砕波限界波高 
砕波限界水深は、一様勾配斜面における不規則波の砕波変形モデルとして発表された砕波帯の

中で有義波が最大となる地点を、有義波としての初期砕波点と見なして作成された図 3-2-12 よ

り算定する。また、砕波限界波高は、図 3-2-13 より算定する。波浪条件は、最大である波向

WNW の諸元を用いる。 

     ・Ｈ０’=3.2m、Ｔ0=9.2s、Ｌ0=132m 
   砕波限界水深=1.8×Ｈ０’=1.8×3.2m=5.7m-2.3m（M.H.H.W）=-3.4m 

となる。同様にして、砕波限界水深と波高を算定した結果を表 3-2-11 に示す。 

 

出典：耐波設計 合田良實著 鹿島出版会 

図 3-2-12 有義波高の最大値の出現水深の算定図 

 

  出典：耐波設計 合田良實著 鹿島出版会 

図 3-2-13 砕波帯内の有義波高の最大値の算定図 
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水深

は砕波

の作用

して対

(2) 漂

波浪

プラ

る。 

出

モール国ディ

砕

砕

出典

深-2.5m～-3.4
波変形(遡上波

用に対しては

対策を検討す

漂砂移動限界

浪条件と底質

波浪   

       

中央粒径 

これより、

d/Lo=4.55×
h/Lo=0.08 
となり、M
   漂砂移

となる。 
 

ラットフォー

出典：港湾の

リ港フェリー

表 3

 

砕波限界水深

砕波限界波高

典：JICA 調査

m は、プラッ

波)の考慮が必

は床版厚さで対

する。 

界水深 
質粒径（D50=

： 高浪時

    H0=3.2
： 0.6mm
図 3-2-13 に

×10-6、 H/L
→ h=10.6

M.H.H.W =+2
移動限界水深

ーム海側法線

の施設の技術

図

ーターミナル緊急

3-2-11 砕波

深(m) 

高(m) 

査団作成 

ットフォーム

必要となる。

対応する。ま

=0.6mm 程度

時の波浪諸元

2m、T=9.2s、
m  
に示す表層移

Lo=0.024 より

6m 
2.3m を考慮す

深＝DL-8.3m

の設置位置は

上の基準・同

図 3-2-14 表

緊急移設計画準
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波限界水深及

海底勾配

-2.5

3.8m

 

ム設置位置付

上部工に衝

また、護岸前

度）により定

元 
Lo=132m

移動限界水深

り 

すると、 

は、-8.5m 以

同解説 平成

表層移動限界

準備調査   

及び波高の算

1/10 

付近の水深で

衝撃砕波力が

前面の海底斜

定まる漂砂移動

深算定図から

以深であり埋

成 19 年 7 月

界水深の計算

     

定結果 

海底勾配 1

-3.4 

3.5m 

である。この水

が作用する可

斜面部は、そ

動限界水深を

 

埋没による影響

 
算図  

 協力準備調

1/20 

水深より浅い

可能性がある

その形状、強度

を検討する。

影響はないと考

調査報告書 

い部分で

ので、そ

度を勘案

 

考えられ
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3-2

海面

3-2

地形

3-2

地盤

る。 

    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

モール国ディ

 海2-2-4-5

面上昇は、40

 地2-2-4-6

形・深浅状況

 地盤2-2-4-7

盤条件は、図 

名 

陸上構

プラットフ

桟橋

 

出典：JICA

リ港フェリー

面上昇 

0 年後の 205

形・深浅状

は、図 2-2-1

盤 

3-2-15 に示

称 

造物 

フォーム 

橋 

調査団作成

 

ーターミナル緊急

5 年で 12～3

状況 

1（地形図）、

示す条件とす

表

ボーリング

BH-1 

BH-2 

BH-3 

BH-4 

緊急移設計画準
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30cm の上昇

図 2-2-19（

する。尚、各施

3-2-12 地盤

グ 
設計水

(現地

+

-

-

準備調査   

昇として、そ

（深浅図）、図

施設には表

盤条件 

水深 (m) 
地盤高) 

+3.3 

-5.0 

-11.2 

-16.6 

     

の影響を照査
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3-2-12 に示

支持層出

(m

-35

-46

-33

-40

 協力準備調

査する。 

縦断図）を利用

す地盤条件

出現深度 
m) 

.0 

.9 

.8 

0.4 

調査報告書 

用する。 

を適用す
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          BH-1 
 
 
 

             BH-2 
出典：JICA 調査団作成 
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 土質柱状図(1/2) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                         BH-4 
 
 
 
 
 
 

         BH-3 
出典：JICA 調査団作成 

図 3-2-15 土質柱状図(2/2) 
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エコノミークラス (人) 280 350   

クルー 

船長クラス   2 部屋   
高級船員/機関士   2 人部屋×2 21 人 
船員 (人) 15 人 2 人部屋×2  
船員と訓練生 (人)  2 人部屋×3  
レーンメーターデッキ  (m)  約 190m  

その他 
トラック等  20 ﾌｨｰﾄｺﾝﾃﾅ車 

3 両  

車両等.    
車両/ 一般貨物等. SUV's/450m3 SUV's/940t  

出典：APORTIL の資料より JICA 調査団作成 
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出典：APORTIL 
図 3-2-16 ナクロマ船型図 
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出典：APORTIL 

図 3-2-17 ナクロマ 2 船型図 
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出典：APORTIL 

図 3-2-18 ポルトガルフェリー船型図(1/2) 



東ティモール国ディリ港フェリーターミナル緊急移設計画準備調査          協力準備調査報告書 

3-33 
 

 
出典：APORTIL 

図 3-2-19 ポルトガルフェリー船型図(2/2) 
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自重

 
上載

勘案し

永続

を考慮

条件で

討にお

 積載

活荷

クトレ

出

 
群集

モール国ディリ港

舶による作用

角度 θ=10 度

 自2-2-4-10

重の算出に用

砂

砂

砂

出典：

載荷重の特性

して設定する

続状態におけ

慮して決定す

で考慮した地

おける上載荷

載上載荷重 

荷重の特性値

レーラーを考

トラ

トラック

出典：港湾の

集荷重の特性

港フェリータ

算定に必要

度とする。 

重及び載荷

いる単位体積

表

材

鋼

鉄筋

無筋

石材

石

砂、砂利及び

砂、砂利及び

砂、砂利及び

港湾の施設

性値は、取扱貨

。 

る上載荷重

する。変動状態

地震が将来発

荷重は、オエ

 永続・変

値としては、

考慮する。 

ックの種類 

トレーラー2

の施設の技術

性値は、5kN/

ターミナル緊急移

な接岸条件は

荷重 

積重量の特性

表 3-2-14 材

材     料

鋼及び鋳鋼

筋コンクリー

筋コンクリー

材（花こう岩

石材（砂岩）

び割ぐり石（

び割ぐり石（

び割ぐり石（

の技術上の基

貨物の種類及

の特性値は、

態及び偶発状

生する時点で

クシのフェ

変動状態 20kN

最大荷重と

表 3-2-15

全

0ft 用 

上の基準・同

/m2 とする。

急移設計画準備
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は、オエクシ

性値は、表

材料の単位体

ト 

ト 

岩） 

 

乾燥状態）

湿潤状態）

飽和状態）

基準・同解説

及び数量並び
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状態における

での積載荷重

リー桟橋の施

N/m2   偶

して、表 3

 活荷重(ト

全幅（m）

3.000

同解説 平成

 

備調査    

シの施設設計

3-2-14 に示

体積重量の特

単位体

   

   

   

   

   

   

   

   

説 平成 19 年

びに取扱の状

の種類、荷姿

る地震動作用

重の存否状態

施設設計を参

偶発状態 1

-2-15 に示す

トラック荷重

全長（m）
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す値を用い

特性値 
体積重量の特
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用時の上載荷
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） 車両総

800

 

協力準備調査

接岸速度 V
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特性値 

の施設の利用

扱方法、積載期

荷重の特性値

て決定する。今

の通りとする

トコンテナ用

総重量（kN）

350 

査報告書 

V=0.35m/s、

用形態を

期間など

値は、設計

今回の検

る。 

用トラッ
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れる。

材を表

構造
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出典：

(2) 鋼

性能

る。鋼

表 3-2

(a) 

(b) 
鋼

 

モール国ディリ港

 材2-2-4-11

鋼材 
湾の施設に使

ばならない。

日本工業規

表 3-2-16 に示

鋼材の

造用鋼材 

鋼 杭 

港湾の施設の

鋼材の特性値

能照査におい

鋼及び鋳鋼の

-17 に示す値

降伏応力度

鋼材の降伏

鋼杭の特性

鋼杭の降伏応

港フェリータ

料 

使用する鋼材

この条件を満

規格（JIS）に

示す。 

の種類 

棒 鋼

形 鋼

鋼板及び

平 鋼

鋼管杭

Ｈ形鋼

の技術上の基

値 
て必要な鋼及

ヤング係数

値を用いる。

ヤング

せん断

ポ

線

出典：港

度の特性値 
伏応力度の特性

性値 
応力度の特性

 

ターミナル緊急移

は、施設の要

満足するもの

に適合する鋼

表 3-2-16

規

鋼 JIS

鋼 JIS

び鋼帯 JIS

鋼 JIS

杭 JIS

鋼杭 JIS

基準・同解説

及び鋳鋼の各

、せん断弾性

 

表 3

グ係数   

断弾性係数

ポアソン比 

線膨張係数 

港湾の施設の

性値は、試験

性値は、材質

急移設計画準備
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要求性能を達

のの一例とし

鋼材のうち、

鋼材の形状

規 格 

S G3191 S

S G3192 
S
S

S G 3193
S
S

S G 3194
S
S

S A 5525 S

S A 5526 S

説 平成 19 年

各定数の特性

性係数、ポア

3-2-17 鋼材

E 2.

G 7.

1

の技術上の基

験結果に基づ

質及び応力度

備調査    

達成するため

して、日本工

港湾の施設

状規格（JIS）

SS400 

SS400，SM40
SM570，SMA
SS400，SM4
SM520，SM5
SS400，SM4
SM520 

SKK400，SK

SHK400，SH

年版 

性値は、強度

アソン比及び

材の定数 

0×105  N / m

7×104  N / m

0.30 

12×10-6  1 / 
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度の種類に応

     

に必要な品

工業規格に適合

で比較的多

） 

使用鋼材

00，SM490，
A400，SMA
00，SM490，
570，SMA40
00，SM490，
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HK400M，SH

度特性等を考慮

び線膨張係数

mm2 

mm2 

°C 

 平成 19 年

に設定する。

応じて表 3-2

協力準備調査

質を有する

合する鋼材

く使用されて

材 

SM490Y，SM
A490，SMA5
，SM490Y，

00，SMA490
，SM490Y，

HK490M 

慮して適切

数の特性値と

年 7 月 

 

-18 の値を用

査報告書 

ものでな

があげら

ている鋼

M520，
570 

 
0 
 

に設定す

としては、

用いる。 
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形式の透過構

・プラットフ

ド、整備用車

ー2 隻が同
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ことが望ま

することが想
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存岸壁での貨物

ターミナル緊急移
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（総断面積に

総断面積につ

の技術上の基

規模の桟橋

造物タイプ
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両道路及びユ

時着桟可能

決定プロセス

しいが、この

定される。そ

影響しないこ

NE であり、

、桟橋法線を

物船等への影

急移設計画準備
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伏応力度の特

鋼   種

積につき）

につき）

につき）

つき） 

基準・同解説

とフラットフ

とする。プラ

と積載車両等

ユーティリテ

能とするため

を図 3-2-20
の場合、プラ

そこで、桟橋

とを条件に

船舶の暴露

を NE 方向と

影響を考慮し

 

備調査    

性値（JIS）

SKK400

235 
235 
235 
136 

説 平成 19 年

フォームを設

ラットフォー

等のターニン

ティー設備、

、桟橋の両側

0 に示す様に

ラットフォー

橋法線は設置

出来るだけ経

露面積の小さ

とすることが

し、N25°E

     

 （N/mm2

SKK4
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315
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182

年版 

設計対象とす

ームはフェリ

ングプラット

航行支援設

側にフェリー

に、桟橋法線

ームの設置位

置海域の海底

経済的に有利

い船尾方向

が望ましいが

とした。 

協力準備調査

2） 

490 

5 
5 
5 
2 

する。桟橋及び

ーのランデ

フォーム及び

設備等で構成

ーが着桟可能

線を航路法線

置が相当程度

底形状、風向及

利になる条件

から風圧力

が、船舶の着桟

査報告書 

びプラッ

ィング部

び乗客の

成される。 

能な構造

線(N139°
度沖合に

及び既存

件で決定

を受け係

桟操船時
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桟橋法線 N139°E (航路法線と平行) 

 
桟橋法線 N45°E （最多風向 NE と平行） 

 
桟橋法線 N25°E (採用案) 

出典：JICA 調査団作成 
図 3-2-20 桟橋法線検討図  
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(3) 桟橋の幅員とランディング・プラットフォームの構造 
桟橋幅員は、図 3-2-21 に示すポルトガルフェリーのサイドランプからの車両回転半径と乗船客

用プロムナード（車道）とで 20m が必要となる。桟橋幅員は、ユーティリティー用区域として 2m 
x 2m=4m を考慮して 24m とする。また、ランディング・プラットフォームは、図 3-2-22 に示す

様ナクロマとナクロマ 2 のメインデッキ高さに 2.145m(=3.675m-1.53m)の高低差が生じるので、可

動式ランプ構造とする。 

 

出典：JICA 調査団作成 
図 3-2-21 車両軌跡図 
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桟橋構造

モール国ディリ港

出典：JICA 調

 構2-3-1-2

造形式は、 

港フェリータ

調査団作成 

造形式 

ターミナル緊急移

図 3-2-22

急移設計画準備
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メインデッ

 

備調査    

ッキの変動範

     

範囲 

協力準備調査査報告書 
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表 3-2-19 に示す構造形式の比較結果より、図 3-2-23 に示すように下部工は鋼管杭を使用した

橋脚形式、上部工は PC 桁を設置した構造形式とする。 
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表 3-2-19 桟橋構造形式比較表 

 
出典：JICA 調査団作成 
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出典：JICA 調査団作成 

図 3-2-23 桟橋構造図
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3-2

桟橋

かつ円

(1) 使

自重

る変動

(2) 供

船舶

3-2

桟橋

(1) 使

(a) 
(i)
①

②

(ii
①

②

(ii
①

②

③

(iv
①

 

モール国ディリ港

 桟2-3-1-3

橋は、船舶の利

円滑な荷役に

使用性 
重及び土圧に

動状態に対し

供用性 
舶の安全かつ

 桟2-3-1-4

橋の性能規定

使用性 
変動作用に

) 船舶による

① 上部工の

は、主た

② 杭の応力

を指標

i) レベル１

① 上部工の

は、主た

設は耐震

査は行わ

② 杭の応力

を指標

ii) 載荷重に

① 載荷重に

荷重が同

② 上部工の

は、主た

③ 杭の応力

態におけ

v) 波浪に関

① 上部工の

用を波浪

港フェリータ

橋の要求性

利用状況に応

資すること

関する永続状

て、構造部材

円滑な利用

橋の性能規

定を以下に示

に対する性能

る作用に関す

の断面力、杭

たる作用を船

力度が降伏応

として照査す

１地震動に関

の断面力、杭

たる作用をレ

震強化施設に

わない。 
力度が降伏応

として照査す

に関する変動

に関する変動

同時に作用す

の断面力、杭

たる作用を載

力度が降伏応

ける破壊確率

関する変動状

の断面力、杭

浪、従たる作

 

ターミナル緊急移

性能 

応じて、船舶

を目的とし、

状態及び船舶

材が健全であ

、人の安全な

規定 

す。 

能規定 
する変動状態

杭の応力及び

船舶による作

応力度を超え

する。 
関する変動状

杭の応力及び

レベル１地震

には該当しな

応力度を超え

する。 
動状態 
動状態には、

する設計状態

杭の応力及び

載荷重、従た

応力度を超え

率に準じる。

状態 
杭に作用する

作用を自重と

急移設計画準備
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舶の安全かつ

、以下に示す

舶による作用

あり、安定性

な乗降及び貨

態 
び杭に作用す

作用、従たる

える危険性に

状態 
び杭に作用す

震動、従たる

ないので、レ

える危険性に

荷役作業時

態も含むもの

び杭に作用す

たる作用を自

える危険性に

 

る軸方向力の

とする。 

備調査    

つ円滑な利用

す要求性能を

用、レベル１

性を確保する

貨物の安全か

する軸方向力

る作用を自重

については、

する軸方向力

る作用を自重

レベル２地震

については、

時の載荷重、

のとする。

する軸方向力

自重及び風と

については、

の照査におい

     

用、人の安全

を満足するこ

１地震動、波浪

る。 

かつ円滑な荷役

の照査にお

重及び載荷重

力の釣り合

の照査にお

重及び載荷重

震動に関する偶

力の釣り合

荷役機械及

の照査にお

とする。 
船舶による

いて考慮すべ

協力準備調査

全な乗降、貨物

こととする。

浪及び載荷重

役が行える様

いて考慮すべ

重とする。 
いに基づく破

いて考慮すべ

重とする。な

偶発状態に対

いに基づく破

び船舶に作用

いて考慮すべ

作用に関す

べき作用は、主

査報告書 

物の安全

 

重に関す

様にする。

べき作用

破壊確率

べき作用

お、本施

対する照

破壊確率

用する風

べき作用

る変動状

主たる作
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3-2

(1) 性

桟橋

(2) 性

  

モール国ディリ港

 桟2-3-1-5

性能照査の基

橋の性能照査

 出典：

性能照査結果

桟橋の安定

杭
な
考

・1ブロッ
・杭の断
・上部工
・係船柱
・海底地

港フェリータ

橋の性能照

基本 
査順序の例を

港湾の施設

果 
定性の照査結果

杭と地盤の3次元的
な動的相互作用を
考慮した一体解析

ックの大きさの設定
断面・配置の設定
工の諸元の仮定
柱，防衝工の配置
地盤に関する仮定

ターミナル緊急移

照査 

図 3-2-24 に

の技術上の基

図 3-2-24

果をとりま

作用の評価

斜面

土留部

杭の

杭の

構造

的
を
析

定

土留構造の
地盤改

急移設計画準備
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に示す。 

基準・同解説

桟橋の性能

とめ表 3-2-2

設計条件の設定

価(照査用震度の設

断面諸元の仮定

面の安定に関する照

部の安定性に関す

の応力に関する照

の支持力に関する照

断面諸元の決定

造部材に関する照

レベル2地
照査用断

上部工の照査

の見直し・
改良等

桟橋の骨組み
用いた応答変

大き

備調査    

説 平成 19

能照査フロー

20 に示す。桟

設定も含む)

照査

する照査

照査

照査

非線形地震応
土留部（護岸）
討（土留部のみ

照査

船舶の作用，
に関する変

地震動に関する
断面の設定

杭周辺の
変形

1質点
答解

み構造を
変位法

きい

     

年版 

ー 

桟橋の安定性

応答解析による
の安定性の検

みをモデル化）

永

永続状態，レベル
に関する変

，載荷重及びレベル
変動状態，暴風時の偶

レベル2地
関する偶

の地盤部の
形量

点系の非線形地震
解析（クレーンありの

合は2質点系）

小さい（桟
影響を与

協力準備調査

 

性は確保され

永続状態

ル1地震動
変動状態

ル1地震動
偶発状態

地震動に
偶発状態

震応
の場

桟橋に
えない）

査報告書 

れている。 
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地

B

B

出典：

3-2-3

3-2

プラ

ィング

び乗客

される

ランデ

高低差

3-2

プラ

管杭、

モール国ディリ港

作用 

接岸時 

地震時 

盤条件 

BH-3 

BH-4 

JICA 調査団

 プラ3-2

 プ2-3-2-1

ラットフォー

グ部分（ランデ

客の乗船プロ

る。フラットフ

ディング・プ

差が生じるの

 構2-3-2-2

ラットフォー

それ以浅の

港フェリータ

照査項

杭の応

杭の支持力

変位量

杭の応

杭の支持力

変位量

団作成 

ラットフォ

ラットフォ

ームは杭形式

ディング・プ

ムナード、整

フォームの幅

プラットフォ

で、可動式

造形式 

ームの構造形

フラットフ

ターミナル緊急移

表 3-2-2

鉛直力(kN)

17,648 

13,648 

13,648 

目 

力 

力(kN) 

量 

力 

力(kN) 

量 

ーム（ラン

ォームの諸

の透過構造物

プラットフォ

整備用車両道

幅員は、桟橋

ーム、前述の

ランプ構造

式は、図 3-
ォーム部では

急移設計画準備
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20 桟橋性能

 

接岸時 

0.826<1.0

3,347<5,200

39mm 

0.826<1.0

3,436<3,841

39mm 

 

ンディング

諸元 

物タイプとす

ォーム）と積

道路及びユー

橋幅員と船側

の通り対象船

とする。 

-2-25 に示す

は PHC 杭と

備調査    

能照査結果

法線方向

818 

------ 

2,047 

法

0.

0 2,7

0.

1 2,7

・プラット

する。プラッ

積載車両等の

ーティリティ

側ランプ幅員

船舶により、

すように下部

する。上部

     

水平力(kN

地

法線方向 

607<1.0 

67<5,200 

33mm 

607<1.0 

78<3,841 

33mm 

トフォーム

トフォーム

ターニング

ィー設備、航行

を考慮して

メインデッ

部工は、ラン

工は RC 構造

協力準備調査

N)   

法線直角方

2,045 

2,047 

------ 

地震時 

法線直角

0.741

2,973<

40m

0.758

2,973<

40m

を含む） 

はフェリー

プラットフ

行支援設備等

55m とする

ッキ高さに約

ディング部以

造形式とする

査報告書 

方向 

角方向 

<1.0 

<5,200 

mm 

8<1.0 

<3,841 

mm 

のランデ

ォーム及

等で構成

。また、

約 2.5m の

以深は鋼

る。 
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出典：JICA 調査団作成 

図 3-2-25 フラットフォーム構造図 
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3-2

プラ

貨物の

 (1) 使

自重

変動状

 (2) 供

船舶

る。 

3-2

プラ

の車線

する車

の数値

時に車

ならな

3-2

フラ

 （1）
フラ

モール国ディリ港

 プ2-3-2-3

ラットフォー

の安全かつ円

使用性 
重及び土圧に

状態に対して

供用性 
舶の安全かつ

 プ2-3-2-4

ラットフォー

線中心線の曲

車両の諸元及

値以下の適切

車両の床面等

ないよう考慮

 出典：港

 プ2-3-2-5

ラットフォー

① フラッ

で、必

② 杭式構

は危険

③ フラッ

能に応

 性能照査結

ラットフォー

港フェリータ

ラットフォ

ームは、船舶の

滑な荷役に

関する永続状

、構造部材

円滑な利用

ラットフォ

ーム（ランデ

線半径、可動

及び特性に応

切な勾配とす

等が接触する

慮する。 

   

港湾の施設の

ラットフォ

ームの性能照査

ットフォーム

必要に応じて

構造の場合の

険になること

ットフォーム

応じ設定する

結果 
ームの性能照査

ターミナル緊急移

ォームの要

の利用状況に

資することを

状及び船舶に

が健全であ

、人の安全な

ォームの性

ィング・プラ

動部先端の鉛

じて、適切な

る。車両乗降

おそれがある

表 3-2-21

の技術上の基

ォームの性

査は、次の事

ムへの作用の

て、複数の方

のねじれ、ケ

とがあるので

ムの上部工は

る｡ 

査結果と安定

急移設計画準備
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要求性能 

に応じて、船舶

を目的とし、

による作用、

り、安定性を

な乗降及び貨

性能規定 

ラットフォー

鉛直方向移動

な諸元を設定

降用設備の縦

るので、縦断

車両乗降用

基準・同解説

性能照査 

事項を考慮し

の方向は、必

方向に対して

ケーソン式構

で注意する。

は、波浪の影

定性の照査結

備調査    

舶の安全かつ

、以下に示す

、レベル１地

を確保する。

貨物の安全か

ーム）の幅員

動幅等の性能

定する。車両

縦断勾配変化

断勾配の決定

用設備の幅員

説 平成 19 年

して行う。

必ずしも一定

て照査を行う

構造の場合の

 
影響を受けな

結果をとりま

     

つ円滑な利用

す要求性能を満

地震動、波浪及

 

かつ円滑な荷役

員、勾配、水

能照査にあた

両の乗降設備

化が急激な場

定に当たって

及び勾配 

年版 

定の方向とな

。 
回転につい

いような高

まとめ、表 3

協力準備調査

用、人の安全

満足するこ

及び載荷重

役が行える

水平部の延長

たっては、設備

備の勾配は、表

場合には、車両

は勾配変化

らないことが

ては、場合に

さとし、天端

3-2-22 に示す

査報告書 

な乗降、

ととする。

に関する

ようにす

、曲線部

備を利用

表 3-2-21
両の乗降

が急激に

 

があるの

によって

端高は機

す。桟橋
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の安定

鋼管

PHC

設計

鋼管

PHC

出典：

3-2-3

3-2

(1) 

係留

す要求

 ① 使

自重

動状

 ② 供

  係留

(2) 性

船舶

慮すべ

おいて

供用

モール国ディリ港

定性は確保さ

作用 

管杭部 地

杭部 地

計対象 地

管杭部 

C 杭部 

：JICA 調査団

 付帯3-3

 係2-3-3-1

要求性能 

留施設の附帯

求性能のうち

使用性 

重及び土圧に

状態に対して

供用性 

留施設の安全

性能規定 
舶による作用

べき作用は、

ては船舶の係

用性としては

港フェリータ

れている。 

表 

地震時 

地震時 

地盤条件 

BH-2 
杭

団作成 

帯設備 

船柱 

帯設備等は、係

必要な規定

に関する永続

て、構造部材

全かつ円滑な

に関する変動

主たる作用を

留時及び離接

は、対象船舶や

ターミナル緊急移

3-2-22 フラ

鉛直力(kN

23,018

41,571

照査項目

杭の応力

杭の支持力(

変位量

杭の応力(N/m

杭の支持力(

変位量

係留施設の安

を満足するこ

続状態、並び

が健全であり

な利用に資す

動状態に対

を船舶の牽引

接岸時の船舶

や施設の利用

急移設計画準備
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ラットフォー

N) 

 

目 

力 

(kN) 

mm2) 
σ

(kN) 

 

安全かつ円滑

こととする。

に船舶による

り、安定性を確

する。 

して、係船柱

引による作用

舶の牽引によ

用状況を勘案

備調査    

ーム性能照査

法線方向

3,453 

6,228 

法線方向

0.811<1.0

954<1,150

44mm

σc=29.59<40

σt=-2.98>5.

889<1,152

3.6mm

滑な利用に資

。 

る作用、載荷重

確保する。 

柱の部材及び

用、従たる作

よる作用を考

案して、係船

     

査結果 

水平力(kN

地震時

0 

0.00 

00 

2 

資することを

重及びレベル

び構造の安定性

作用を自重と

考慮する。 

船柱の設置位

協力準備調査

N)   

法線直角方

3,453 

6,228 

時 

法線直角方

0.63<1.0

869<1,15

45mm 

σc=29.79<4

σt=-3.18>5

946<1,15

3.5mm 

を目的とし、以

ル１地震動に

定性の照査にお

とする。なお

位置、設置間隔

査報告書 

方向 

方向 

0 

50 

40.00 

5.00 

52 

以下に示

関する変

おいて考

、曲柱に

隔及び設
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置個数

(3) 性

係船

① 

② 通

作

3
 

出典：

  
係船

て、桟

3-2

(1) 要

防衝

モール国ディリ港

数等を適切に

性能照査 
船柱及び係船

曲柱は、常時

通常時の係留

作業の障害と

ことがある

3-2-23 の値と

対

 

2,000 以上

5,000 〃 

20,000 〃

50,000 〃

出典：

 

港湾の施設

船曲柱の能力

桟橋部に 12 基

 防2-3-3-2

要求性能 
衝設備の要求

港フェリータ

定める。 

船環の配置は

時の船舶の係

留用又は離接

となるので、

ので曲柱を

とする。船舶

対象船舶総ト

上 

 

〃  

〃  

：港湾の施設

設の技術上の基

は、対象船舶

基、ランディ

舷材 

求性能を以下

ターミナル緊急移

、 

係留又は離接

接岸時の操船

水際線近く

用いる。曲

舶の牽引力の

表 3

トン数 

2,000 未満

5,000 〃 

20,000 〃 

50,000 〃 

100,000 〃

設の技術上の

表 3-2-24

基準・同解説

舶の総トン数

ィング・プラ

に示す。 

急移設計画準備
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接岸の用に供

船に用いる係

くに配置する

柱の間隔及

の標準値を表

3-2-23 曲柱

曲柱の最

（

10～

2

2

3

4

の基準・同解

船舶の牽引

説 平成 19

数が、1,000G
ラットフォー

備調査    

供するためバ

係船柱は、係

る。この場合

及び 1 バース

表 3-2-24 に示

柱の配置 

最大間隔 
m） 

～15 

20 

25 

35 

45 

解説 平成 19

引力の標準値

年 7 月 

GT 前後であ

ーム部に 2 基

     

バースの水際

留索をエプ

合には、係留

ス当たりの最

示す。 

1 バース当

最低設置個

4 

6 

6 

8 

8 

9 年 7 月 

値 

あるので、25
基を設置する。

協力準備調査

際線近くに配

ロン上に張

索は上方に

最低設置個数

当たりの 
個数(個) 

0kN 型係船

。 

査報告書 

配置する。 
ると荷役

引かれる

数は、表 

曲柱とし
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① 係留施設の安全かつ円滑な利用に資する要件を満足していること。 

② 船舶の接岸の作用による損傷等が、当該設備の機能を損なわずに継続して使用することに影

響を及ぼさないこと。 

 

(2) 性能規定 
防衝設備の性能規定は、設計状態としては、変動状態である船舶の接岸に対して、防衝設備の

接岸エネルギーを照査項目として、吸収エネルギーを限界値の指標とする。 

(3) 性能照査 
船舶が接岸するとき、又は、係留中に波や風による作用を受けて動揺するときには、船体と係

留施設との間に接岸力や摩擦力が働く。この際、船体及び係留施設の損傷を防ぐために係留施設

に防衝設備を設ける。防衝設備として用いる防衝工はゴム防舷材、空気式防舷材がある。ゴム防

舷材、空気式防舷材、及び杭式防舷材の性能照査順序の例を図 3-2-26 に示す。 

 

     出典：港湾の施設の技術上の基準・同解説 平成 19 年版 
図 3-2-26 防舷材の性能照査のフロー 

 
(4) 性能照査結果 
 防舷材の性能照査結果を表 3-2-25 に示す。防舷材は桟橋サイドに 20m ピッチで合計 12 基

設置する。 
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接岸速

接岸エ

防舷材

使用防

防舷材

防舷材

出典：JI

3-2

(1) 要

供用

な照度

(2) 性

基準

低値と

度は、作

屋外照

モール国ディリ港

対象

速度 

ネルギー(kN

材の必要吸収エ

防舷材 

材の吸収エネル

材反力(kN) 

ICA 調査団作

 照2-3-3-3

要求性能 
用性として、照

度、光源等を

性能規定 

準照度とは、平

して定義さ

作業の種類及

照明の基準照

ふ頭 

エ

ヤ

通

保

道路 
公園 

道

駐

港フェリータ

象船舶 

N･m)  

エネルギー(

ルギー(kN･m

作成 

明設備 

照明設備は、

設定する。 

平均水平面照

れる。照明施

及び形態に応

度における基

エプロン 

旅

設

プ

で

パ

純

ヤード 
コ

移

通 路 

旅

旅

そ

保 安 全

道 路 
主

そ

駐車場 フ

ターミナル緊急移

表 3-2-25

(kN･m)

m) 

、施設の規模

照度であり、

施設を設計す

応じ、施設の安

基準照度と

表 3-2-2

施   

旅客、車両、

設及び一般貨

プレジャーボ

で危険物を扱

パイプライン

純な作業のエ

コンテナ、一

移動ヤード

旅客及び車両

旅客及び車両

その他の通路

全ての施設

主要道路 

その他の道路

フェリー用

急移設計画準備
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防舷材の性

ナクロマ

80.5 

89.4 

模及び利用形

当該施設の

する上で目標

安全かつ円滑

しては、施設

6 屋外照明

設 

、プレジャー

貨物、コンテ

ボートの斜路

扱うエプロン

ン、ベルトコ

エプロン 

一般貨物の置

両の乗降口

両の通路 

路 

路 

備調査    

性能照査結果

ナク

1

1

V-50

形態、並びに

の利用が安全

標としている

滑な利用が可

設に応じて表

の基準照度

ーボートの係

テナバース

路、パイプラ

ン 

コンベヤによ

置場及び荷積

     

果 

ロマ 2 

0.35m/s 

36.8 

52.0 

0H×3,500L 

300.0 

1,430 

荷役の作業形

全かつ効率的

るのは照度で

可能となるよ

表 3-2-26 に示

基準

係留施

ライン

よる単

積降し、

協力準備調査

ポルトガル

239.

265.

L 

形態等に応

に行われる

である。照明設

ように適切に

示す値を用い

準照度(lx) 

50 

30 

20 

20 

75 

50 

20 

1～5 

20 

10 

20 

査報告書 

フェリー

.1 

.7 

じて適切

ための最

設備の照

に定める。

いる。 
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その他 10 

公園緑地 園路 3 

    出典：港湾の施設の技術上の基準・同解説 平成 19 年版 
 

屋外照明方法としては、道路用ポール照明方法がある。道路照明等で一般に用いられているよ

うに、8～12m のポールに照明器具を取り付けて照明する方法である。ヤード、駐車場のような

広い場所での照明には多数のポールが必要であり、荷役作業に支障を来たすおそれがある。した

がって、小規模の駐車場、フェリー乗降用施設等、荷役作業を伴わない場所での照明方法として

適している。 

(3) 性能照査 
照明設計においては、照明設備の設置場所に応じて次の事項を考慮し、適切な照明方法、光源、

器具を選定して、灯具の配置を定めるものとする。 

① 基準照度 
② 照度分布 
③ グレア 
④ 障害光及び省エネルギー 
⑤ 光色及び演色性 
 

(4) 性能照査結果 
基準照度は、旅客及び車両の通路は 50lx、車両及び車両の乗降口は 75lx とする。桟橋部の照

度計算結果を図 3-2-27 に示す。照明は耐久性を考慮し LED を採用する。桟橋に 6 基の照明設備

を設置すれば、基準照度を満足する。また、プラットフォーム部には、4 隅に 4 基設置する。 

 
出典：JICA 調査団作成 

図 3-2-27 桟橋部の照度計算結果 
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(1) 要

船舶

えるこ

(2) 性

船舶

①

②

③

 
(3) 性

給水

取水ホ

給水量

給水施

 ①

 ②

 ③

 ④

 ⑤

 

船舶の

（総

1

3

5

10

出典：

3-2

消火

モール国ディリ港

 給2-3-3-4

要求性能 
舶のための給

ことである。

性能規定 
舶のための給

① 船舶によ

② 対象とす

③ 水の汚染

性能照査 
水栓の配置及

ホースの取付

量については

施設の仕様は

① 給水量：

② 給水時間

③ 給水栓間

④ 栓数：2
⑤ 1 栓の給

のトン数 
トン数） 

500 

1,000 

3,000 

5,000 

0,000 

JICA 調査団

 消2-3-3-5

火施設の設置

① 屋外消

なるよ

② 水源は

うに設

港フェリータ

水施設 

給水施設の要

 

給水施設の性

る係留施設

する船舶の種

染を防止でき

及び給水能力

付けを容易に

は、表 3-2-27
は、下記の仕様

80m3 
間：5h 
間隔：35m 
箇所/バース

給水能力：8m

所要給水量

(m3) 

40 

80 

250～300 

500 

800 

団作成 

火施設 

置及び維持に

消火栓は，船

ように設ける

は，その水量

設ける。 

ターミナル緊急移

求性能は、供

能規定を以下

の利用形態を

類に応じて、

る構造を有

は、船舶の種

し、また、水

7 の値を参考

様とする。

ス 
m3/h 

表 3-2-

量 給水時間

(h)

5 

5 

5 

5 

5 

関する性能規

船舶の各部分

る。 
量が消火施設

急移設計画準備
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供用性として

下に示す。

を考慮して、

、適切な給水

し、給水栓が

種類に応じて

水の汚染を防

考とする。対

27 給水栓及

間 給水栓

(m

30

30～

40～

40～

40～

規定は，下記

分からのホー

設の設置個数

備調査    

て安全かつ円

、適切に配置

水能力を有す

が清潔に維持

て適切に設定

防止できるよ

対象船舶の総

及び給水量

栓間隔

) 
1 バ

の

0 

～40 

～50 

～50 

～50 

記のとおりと

ース接続口ま

数に一定量を

     

滑に船舶へ

置する。 
する。 
持する。 

定する。給水

ような構造と

総トン数は、

バース当たり

栓数(箇所) 

2 

2 

3～4 

4 

4 

とする。 

での水平距離

乗じて得た量

協力準備調査

の衛生的な給

水栓取水口の

する。船舶

1,000GT 前後

1 栓の給

(m3/

4 

8 

16

18

28

離が一定距離

量以上の量

査報告書 

給水が行

の位置は、

に対する

後なので

水能力

/h) 

6 

8 

8 

離以下と

となるよ
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航行

にとっ

目的に

端部に

 

モール国ディリ港

③ 消火施

端にお

④ 消火施

が著し

⑤ 消火施

 航2-3-3-6

行支援施設と

って、重要な

に応じて適切

に設置するこ

名

 

標 
 
 
 

体 
 
 

灯 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

器 

電 

源 

出典：JICA

港フェリータ

施設は、すべ

おいて，必要

施設の放水用

しく阻害され

施設には，非

行支援施設

して、桟橋先

標識となるの

切に設置し、管

ととし、そ

名称 

全長 

灯高 

全装備質量 

主要材質 

塗色 

設置方法 

型式 

光源 

灯質 

灯色 

実効光度 

光達距離 

管制器 

定格電圧 

動作電圧 

入力電圧 

出力電圧 

蓄電池 

A 調査団作成

ターミナル緊急移

べての屋外消

要放水圧力、

用器具を格納

れるおそれの

非常電源を附

設 

先端部にビー

ので、その設

管理を行う。

の仕様を表

表 3-2-28

P-5BS-1

約 0.7m

約 0.6m

約 30kg

耐食アル

白色 

基礎ボル

SA-123A

超高輝度

3 秒 1

白色 

40cd 
28cd  

3.7 Nau

RL-3S 
CPU、I

DC 12

DC11V～

DC12V

DC12V

小型シー

成 

急移設計画準備
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消火栓を同時

必要放水量

納する箱は、

のある箇所に

附置する。 

ーコンライト

設置に当たっ

航行援助施

3-2-28、構造

8 ライトビ

123 型標識灯

m 

m 

g 

ルミニウム合

ルト方式 

A 型 

度発光ダイオ

閃光（0.5 秒

 

utical Miles

型 
IC、トランジ

2V 

～DC15V 

ール鉛蓄電池

 

 

備調査    

時に使用した

量以上の性能

避難の際通

に設けない。

トを設置する

っては、標識

施設としては

造を図 3-2-2

ビーコン仕様

灯 

合金（A5052

オード 1 段

秒点灯 2.5 秒

ジスタ使用無

池 Setype（定

     

場合に，それ

のもとする。

路となる場所

る。航行支援

識の橙色、灯

は、ライトビ

28 に示す。 

様 

2） 

段 

秒消灯） 

無接点方式 

定格容量 4.0A

協力準備調査

れぞれのノズ

。 
所等消火施設

援施設は、船舶

灯色、光り方

ーコンを桟橋

Ah×1 個） 

査報告書 

ズルの先

設の操作

舶運航者

等、その

橋海側先
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ステム

3-2-3

3-2

護岸

モール国ディリ港

 CC2-3-3-7

ェリーターミ

ムを設置する

① CCTV
② モニタ

③ 映像記

④ 通信管

⑤ 無線通

 

 護岸 3-4

 護2-3-4-1

岸の諸元は既

港フェリータ

出典：

CTV 監視カ

ナルへの外

。 

V カメラ（屋

ター監視制御

記録装置 
管理設備 
通信設備（映

岸の諸元 

既設護岸の諸

ターミナル緊急移

JICA 調査団

図 3-2-28

カメラシス

部からの侵入

屋外型旋回式

御設備（管理

映像信号伝送

元を参考に図

急移設計画準備
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団作成 
ライトビー

テム 

入者を監視す

式）×6 台 
理事務所用）

送） 

図 3-2-29 に示

備調査    

ーコン構造図

する為に、以

 

示すとおりと

     

 

図 

以下に示す C

とする。 

協力準備調査

CCTV 監視カ

査報告書 

カメラシ
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護

3-2

護岸

満足し

①

②

3-2

(1) 使

 変

(a

(b

(2) 供

護岸

ベル 1
容越波

3-2

護岸

かつ越

地震動

する。

①

②

③

 
計画

設護岸

モール国ディリ港

 構2-3-4-2

護岸の構造形

 護2-3-4-3

岸の要求性能

しなければな

①  使用性：

動状態に

②  供用性：

 護2-3-4-4

使用性 
変動作用に対

) レベル１

パラペッ

ベル１地

b) 波浪に関

パラペッ

浪、従た

 
供用性 
岸の許容越波

地震動の作

波流量は、周

 護2-3-4-5

岸は埋立土の

越波及び高潮

動作用時の動

 

① 波浪及び

② 波、土圧

③ 埋立土等

画地地点の護

岸は、要求性

港フェリータ

造形式 

形式は、重力式

岸の要求性

能は、背後の土

らない。 

：自重及び土

に対して、構造

：波浪、越波及

岸の性能規

対する性能規

地震動に関

トの滑動及

地震動、従た

関する変動状

トの滑動及

たる作用を自

波流量は、背後

作用による沈

辺施設の整備

岸の性能照

流出を防止

潮から背後の埋

動水圧につい

び高潮により

圧等の作用に

等の漏出しな

護岸は、現地調

性能を満たし

ターミナル緊急移

式擁壁である

性能 

土地の保全を

土圧に関する永

造部材が健全

及び高潮から

規定 

定を以下に示

関する変動状態

及び転倒に関

る作用を自重

状態 
及び転倒に関

重、土圧及び

後地の利用状

下後において

備状況等を勘

照査 

し、かつ安定

埋立地を防護

て考慮する。

埋立地の保全

対して安定性

い構造であ

調査より、埋

ていると考え

急移設計画準備

3-56 

る。 

を図ることを

永続状態、並

全であり、安定

ら背後地を防

示す。 

態 
関する照査に

重、土圧及び

関する照査に

び水圧とする

状況等を考慮

ても、越波を

勘案し、適切

定な土留め工

護すべきもの

。護岸の性能

全及び利用に

性が確保され

ること。 

埋立土の漏出

えられるので

備調査    

を目的とし、

並びに波浪及

定性が確保さ

防護できること

おいて考慮す

び水圧とする

おいて考慮す

る。 

慮して、適切

を適切に制御

切に設定する

工であるとと

のである。作

能照査に当た

に支障を来た

れること。

出、陥没等は

で、嵩上げに

     

構造形式に

及びレベル１地

れていること。

。 

すべき作用は

る。 

すべき作用は

切に設定する

御する構造と

る。 

ともに、波浪

作用としては

たっては、次

たさない天端

は確認されな

による再利用

協力準備調査

に応じて、次

地震動に関す

。 

は、主たる作

は、主たる作

る。また、護

とする。この場

浪に対しても

は、地震によ

の事項につい

端高であるこ

なかった。現在

用とする。 

査報告書 

の規定を

する変 

作用をレ

作用を波

岸は、レ

場合の許

も安定で、

よる作用、

いて検討

こと。 

在でも既
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出典：JICA 調査団作成 

図 3-2-29 護岸構造図 
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2-4 施工計

 施-2-4-1

工事は下記の

① 日本

その

切な

② 工事

習な

③ 工事

ムな

発生

④ 海上

が確

⑤ 工事

密に

離岸

 施-2-4-2

① 作業

大波

ち船

② 工事

する

を尊

③ 周辺

やす

らな

④ マラ

健康

 施-2-4-3

当該事業実施

である。 

ィリ港フェリー

計画／調達

工方針／調

の基本的な方

本の無償資金

のため工程計

な施工監理を

事の実施にあ

などを十分尊

事の実施にあ

などが起きな

生防止に努め

上工事の実施

確保されるよ

事予定区域は

に連絡を取り

岸の確保を図

工上／調達

業サイトは、

波高は 1.2ｍ

船・クレーン

事用建設資材

るよう配慮す

尊重し、社会

辺には著名な

すい環境にあ

ないよう十分

ラリア、デン

康状態には特

工区分／調

施に係る日本

ーターミナル緊

達計画 

調達計画 

方針の下に実

金協力事業は

計画に基づき

を行う。 

あたっては、

尊重して採用

あたっては、

ないよう、日

める。 

施にあたって

よう配慮する

はディリ港の

り、航路の安

図る。 

達上の留意

、ディリ港域

ｍ程度と考え

ン船等の作業

材のうち、土

する。労務者

会的軋轢が生

な教会、独立

ある。このた

分配慮する。

ング熱等の熱

特に注意する

調達・据付

本及び東ティ
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実施される。

は一定期間内

き資機材の調

、出来るだけ

用する。 

、地域社会と

日頃から地域

ては、事前に

る。 

の港域内であ

安全確保、出

意事項 

域内であり、

られる。海上

業船舶は早め

土石材等、地

者など人の採

生じないよう

立記念公園が

ため工事中の

 

熱帯病が多い

る。 

付区分 

ィモール両国

準備調査  

 

内に完了する

調達、工事の

け現地採用に

との調和を図

域の関係者と

に気象海象予

あることから

出入港船舶の

過去の記録

上作業は安全

めに港内の安

地元で調達可

採用に関して

う配慮する。

があり、工事

の騒音・振動

い地域であり

国政府の負担

     協

ることが必要

の進捗が円滑

に努めること

図り、工事に

との情報交換

予報を取得し

ら港湾公社

の既設岸壁で

録では雨季・

全第一とし、

安全な場所に

可能なものは

ては、地元関

 

事による騒音

動については

、作業員・職

担工事区分の

協力準備調査報

要とされてお

滑に図れるよ

ととし、現地

に関連したク

換を行い、問

し、工事の安

（APORTIL）

での安全な接

・乾季を通し

荒天時には

に避泊させる

はできるだけ

関係者の意見

音振動の影響

は影響が大き

職員の安全衛

の概要は下記

報告書 

おり、

よう適

地の慣

クレー

問題の

安全性

と緊

接岸・

し、最

は杭打

。 

け活用

見など

響が出

きくな

衛生、

記の通
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(7) 各種税金

 施-2-4-4

E/N 及び G/A

計画の実施に

プロジェクト

プロジェクト

 3-2-4-4-1

 実施設計業

コンサルタン

計では下記の

(a) 基本設

(b) 入札図

 建設業者選

設計図書完成

補佐を受けて

コンサルタン

ィリ港フェリー

日本側負担

計及び入札書

新設などの施

橋の建設、プ

備、給水・消火

東ティモー

域の確保・提

域内の不要障

フェリーター

の整備 

ス・ゲートの

係設備の整備

金免除及び銀

施工監理計

A 締結後、港

に係わるコン

トの実施設計

トの施設の引

コンサルタ

業務 

ントは基本設

の業務が行わ

設計図書のレ

図書の作成 

選定業務 

成後、港湾公

て実施する。

ントは下記の

ーターミナル緊

担工事範囲

書類の作成、

施設整備 

ラットフォー

火栓設備の整

ール国側の

提供 

障害物の撤去

ーミナル・ビ

の改修及び新

備 

銀行手続きに

計画／調達監

港湾公社（AP

ンサルタント

計、入札図書

引渡し、瑕疵

タント業務

設計調査結果

われる。 

レビュー、詳

公社は公開入

 

の業務に関し
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囲 

、入札の支援

ームの建設、

整備、照明・

の担当範囲

去 

ビルの建設

新設 

に必要な費用

監理計画 

PORTIL）は速

ト契約を結ぶ

書作成、入札

疵担保期間の

務計画 

果に従い、プ

詳細設計 

入札により日

し港湾公社を

準備調査  

援 

、ランプの建

給電設備の

用の負担 

速やかに日本

ぶ。港湾公社と

札補助、施工

終了まで責任

ロジェクトの

本の建設業者

補佐する。

     協

建設、防舷材、

整備、運航保

本のコンサル

と契約したコ

工監理等のサ

任を負う。 

の実施設計を

者の選定を、

協力準備調査報

、係船柱の設

保安設備の整

ルタントとの

コンサルタン

サービスを提

を実施する。

、コンサルタ

報告書 

設置、

整備。 

の間で

ントは

供し、

実施

タント
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品質管理につ

し、入札図書

タント、JICA

頻度で開催し

ィリ港フェリー

入札公示 

事前資格審査

入札説明 

質問事項に対

入札の実施 

入札評価 

契約 

業務 

ントは、港湾

に着手する。

た権限に従っ

進捗状況を港

支払いに係る

要員計画 

ントの実施設

を下記に記述

業務主任(当

実施設計担当

入札担当（入

契約担当（入

常駐監理技師

環境専門家

常駐監理技師

質管理計画

ついては原則

書に示される
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ーターミナル緊

査 

対する回答

湾公社（APO

施工監理業

って、現場で

港湾公社へ定

る改善指示、

設計、入札・

述する。 

該案件に係

当（基本設計

入札書類の作

入札作業補助

師（建設工事
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師補佐（建設

画 

則“港湾工事

る品質を確保

る工事品質の

認、協議、指
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ORTIL）によ

業務では、工

での工事監理

定期的に報告

提案等の文

契約補助業務

るすべての業

計図書のレビ

作成業務、入

助、契約に係

事の施工監理

環境調査）

設工事の施工

事共通仕様書

保する。なお

の確保を目的

指導等を通じ

準備調査  

よって発行さ

事の仕様に基

を行う。契約

告するととも

文書を出す。

務及び施工監

業務及び報告

ビュー、詳細

入札作業補助

係る業務）

理） 

工監理） 

書”に準じ、

、港湾公社が

的とした品質

じ、情報の共

     協

れる工事着

基づき、また

約に基づく権

に、施工業

監理で必要な

告書の取りま

細設計、設計

助） 

特に表 3-2-

が主催し、施

質管理会議を

共有、工事品

協力準備調査報

着工命令を受

た、コンサル

権限と義務を

業者には作業

な要員と、そ

まとめ) 

計書・図面作

-30 の各項目

施工業者、コ

を半年に 1 度

質の確保を

報告書 

けて、

ルタン

を果た

進捗、

それぞ

作成） 

目に留

コンサ

度程度

図る。 
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表 3-2-30 品質管理項目 
工 種 項 目 内  容 

 

 

コンクリー

ト混合、打

設 

 

 

 

現場 

 

 

 

圧縮強度試験

等 

・コンクリート打設開始予定 35 日以前に試験練を

行う。7 日、28 日各強度について 3 個ずつの供試

体を採取。7 日強度試験結果で十分な強度が発揮

できないと判断したときは再度配合設計を見直

させ試験練を行う。 

・打設中は打設コンクリート 50m3 又は打設工事 1

日につき最低 1 度スランプ・温度を測定した上で

６供試体を採取し、上記と同様の圧縮強度試験を

行う。なお、桁コンクリートについては 20m3 ま

たは打設工事 1 日に 1 度試験を行う。 

・打設中のコンクリートの温度は 5℃～35℃とする。

 
ﾌﾟﾗﾝﾄ 

骨材粒度試験 ・骨材は入荷時に粒度試験を行い、粒度試験分布結

果を提出させる。 
塩分試験 ・コンクリート製造期間中、定期的に塩分濃度を測

定し、その試験結果を提出させる。 

 

 

鉄筋加工･組立 

材料搬入 ・ミルシート、長さ、径、本数を確認する。 

・錆の付着等の外観の異常を確認する。 

・枕木の配置、シート養生等現場での十分な保管対

策を確認する。 
加工 ・加工図と差異がないか確認する。 
組立 

 
・配筋図と間隔、継手位置、継手長に差異がないか

確認する。 

・錆、汚れなどがないか確認する。 

 

 

型枠・支保工 

組立前 ・事前に仮設設計計算書を提出させ、十分な強度・

適切な構造を確認する。 

・鉄筋に錆、汚れなどがないか再度確認する。 
組立後 ・鉄筋の最小コンクリート被り(桟橋部 7cm、陸上

部 5cm)が十分にとれているか確認する。 

・法線・高さ・長さ・幅・鉛直性が設計に対して許

容値以内か確認する。 

 

鋼管杭 

材料搬入 ・長さ、径、本数を確認する。 

・錆の付着等の外観の異常を確認する。 
打設 ・打ち込み記録は杭全数について作成する。 

・リバウンド記録は杭全数について取る。 

・ハイリーの公式を用い、支持力の確認をする。 

出典：JICA 調査団作成 
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3

東
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本工事区域は

市内の幹線道

画を策定する

作業サイト

第一とし、十

作業内容の

による不測の

の障害になら

区域内での作

避泊させる。

陸上側工事

第一とし、安

りにあたって

あり、状態に

なお、周辺に

環境にある。

する。 

工事期間中は

つ定期的な安

また、作業員

底させる。健

業員・職員の

を常備する。

上記安全管理

る。 

 資機-2-4-7

 3-2-4-7-1

東ティモール

が輸入品であ

おいてもイン

あるが現地調

気防食用陽極

ィリ港フェリー

全管理 

は、現在運営

道路であるサ

るにあたって

トは、ディリ

十分な監視体

の確認などに

の事態を避け

らない状況を

作業を厳守す

 

事サイトでは

安全な作業環

ては交通監視

には常時気を

には著名な教

このため工

は安全管理を

安全パトロー

員の安全管理

健康管理面に

の安全衛生、

 

理・対策の確

機材等調達

資材調達計

ルでは、建設

あり、その大

ンドネシアか

調達が可能で

極、航路標識

ーターミナル緊

営しているデ

サラザル通り

ては、海上・

港域内であ

体制をとる。

に努める。杭

けるため、作

を確認し行う

する。荒天が

は、港内のた

環境の確保に

視・誘導員を

を配り、必要

教会、独立記

工事中の騒音

を徹底させる

ールの実施も

理として安全

については、

健康状態に

確実な履行を

達計画 

計画 

設資材の調達

大部分は隣国

からの調達を

である。イン

識等）につい
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ディリ港既設

（Av. Salaz

陸上両面に

あり常時船舶

また、APO

杭打ち作業・

作業の一時休

。投錨場所

が予想される

ため、工事用

に努める。ま

を配置し、交

要に応じ清掃

記念公園があ

音、振動につい

るため、毎日

も行う。 

全装具の着用

マラリア、

には特に注意

を図るため、施

達において生

国のインドネ

を中心とする

ンドネシアで

いては、日本

準備調査  

岸壁の西端に

zar）に面して

わたって考慮

の航行があ

ORTIL と連絡

クレーン作業

止も考慮す

所は事前に A

場合は、作業

作業区域が限

た、サラザ

通事故の防止

掃等を実施す

り、工事によ

いては影響が

のツールボッ

、救命胴衣の

デング熱等

する。現場に

施工業者には

生コン、砂、砕

シアからの輸

。なお、合板

で製造してい

本より調達す

     協

に隣接し、か

ている。それ

慮する必要が

る。海上作業

絡を密にし、

業時には航行

る。作業船の
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出典：JICA 調査団作成 

図 3-2-30 施工フロー図 

(2) 工期設定の条件 

工期設定の前提となる施工期間の算定は以下の積算基準を使用し、算定する。 

(a) 国土交通省 港湾土木請負工事積算基準 H27 年度版 

(b) 国土交通省 土木工事積算基準 H26 年度版 

(c) 国土交通省 船舶及び機械器具等の損料算定基準 H27 年度版 

(d) 国土交通省 公共建設工事積算基準 H23 年版 

 

なお、最新版で歩掛が記載されていない場合、旧版を使用するものとする。 

また、歩掛の補正については｢協力準備調査・設計・積算マニュアル補完編(土木分野)

（試行版）｣、2009 年 3 月版、並びに同改訂版、2015 年 4 月 1 日 JICA 資金協力業務部 設

計・積算審査室発行版に準じて算定する。地域区分はアジアを適用し、以下の係数となる。 

準備・仮設工

↓

擁壁・斜路取壊し （杭製作）

↓ ↓

杭打ち船回航 PC杭打設 杭運搬

クレーン台船回航 ↓

PC杭･杭頭処理 護岸部仮締切工

↓ ↓

鋼管杭打設 護岸工(ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ下)

↓ ↓

鋼管杭･杭頭処理 ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ･型枠支保工

↓ ↓

桟橋部型枠支保工 ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ･上部工

↓ ↓

桟橋下部工 ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ･斜路工

↓ ↓

PC桁架設・桟橋上部工 ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ可動ランプ工

↓ ↓

桟橋付属工・土木設備 ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑすりつけ工

↓ ↓

フェンス・付帯工 護岸工(両側)

↓

後片付け
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純 = 0.85 

般 = 0.75 
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出典：JICA 調査団作成 

図 3-2-31 業務実施工程計画 

 

3-3 相手国側分担事業の概要 

本プロジェクト実施に係る「東ティ」国の分担事業は下記の通りである。 

  

（現地調査）

(詳細設計)

(積算)

（入札図書作成）

（入札図書承認）

（入札関連業務） 計　8カ月

（工事準備）

(回航・輸送) (杭打ち船復航） (クレーン台船復航）

（擁壁・斜路取壊し）

(プラットフォームPC杭打設)

(プラットフォーム鋼管杭打設)

（桟橋鋼管杭打設）

(護岸復旧)

（プラットフォーム上部工）

（桟橋下部コンクリート）

（PC桁工）

（すりつけコンクリート工）

（桟橋舗装工）

（付属工）

（土木設備工）

計　21か月 （附帯工・後片付け）

51 2 3 4 12

実
施
設
計

1 2 3 4 5 6 7

6 7 8 9 10 11

20 21

13 14 15 16 17 18

14 15 16 17 18 1913

施
工
・
調
達

8 9 10 11 12
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表 3-3-1 先方分担事業一覧 

 
出典：JICA 調査団作成 
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(1) 区域の確保・提供 

本プロジェクト計画用地は港湾公社（APORTIL）が管轄権を保有するディリ港港内にあ

る。また、建設用工事ヤードとして既存の 40’コンテナ置場ヤードの一部を使用する予定

で、その面積は約 6,500m2 である。着工前までに蔵置コンテナを移動し、建設工事ヤード

の確保が必要であり、図 3-3-1 の青色及び赤色に示す場所について、「東ティ」国政府（港

湾公社）と協議記録（R/D）で確認している。 

 

出典：JICA 調査団作成 

図 3-3-1 建設用工事ヤード位置図 

 

(a) 工事区域内の不要障害物の撤去 

建設工事ヤードには、ドイツ国際協力公社（GIZ）が使用している建物（旧チケッティ

ングオフィイス）や古いコンクリートブロックやブイが残置されているため、「東ティ」

国政府（港湾公社）の責任で工事開始前までに撤去あるいは移動する。 

また、西側境界フェンスは本プロジェクトでの撤去を予定している。この撤去に関し関

係諸機関との調整が必要な場合、「東ティ」国政府（港湾公社）は撤去工事に支障がない

ように責任を持って対処する。概算費用は約 US$19,500（6,500m2 x $3/m2）。 

(b) フェリーターミナル・ビル及び付帯施設等の建設 

「東ティ」国政府は本プロジェクト対象地の陸側を対象として新たなフェリーターミナ

ル・ビルの建設計画を所有し、2016 年度に計画設計を開始する計画である。フェリーター
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ミナル・ビル及び駐車場等の付帯設備等は「東ティ」国政府（港湾公社）が整備するが、

本プロジェクトと工事期間が重なる可能性が高く、建設工事計画に配慮し調整する必要が

「東ティ」国政府（港湾公社）に生じる。 

(c) 工事用恒久資材に係わる輸入関税 

「東ティ」国においては、工事用恒久資材に対する免税処置はないため、「東ティ」国

政府（港湾公社）が負担する。 

(d) 各種許認可、労働ビザ取得に対する支援 

「東ティ」国政府（港湾公社）は、本プロジェクトに係わる各種許認可の取得並びに従

事する日本人他の労働ビザ取得にあたっては全面的に支援する。 

(e) ディリ港における輸入資機材の荷揚げ・通関 

「東ティ」国政府（港湾公社）は、本プロジェクトに係わる輸入資機材の迅速な荷揚げ・

通関がなされる様、全面的に支援する。また、ディリ港での通関手数料及び保税常置保管

料を負担する。 

(f) 銀行手続きに必要な費用の負担 

「東ティ」国政府（港湾公社）は銀行口座開設及び支払手続代行のための銀行取極め

（Banking Arrangement : B/A）及び B/A に基づく支払授権書（A/P）に係わる費用を負担す

る。 

(g) 環境社会配慮への対処 

「東ティ」国政府（港湾公社）は環境アセスメントの承認を商工環境省から取得し、本

プロジェクトの日本における閣議承認前に日本側に文書で報告する。また、工事期間中は

環境管理報告書を定期的に商工環境省国家環境局（NDE）に提出する。 

(h) 維持管理 

本プロジェクトで建設した設備の効果的・効率的運営を図るため、維持管理の組織を構

築し、必要な維持管理費の予算化を図る。また、定期的な検査の手法を構築する。 

3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

「東ティ」国は APORTIL を DNTM との 2 組織に分割し、港湾運営面と海事管理面の強

化を図ろうとしている。フェリーの運航とフェリーターミナル及びフェリーターミナル・

ビルの運営・維持管理は APORTIL の所掌事項である。 

3-4-1 APORTIL のフェリー運航能力の評価 

表 3-4-1 は HPC（Hamburg Port Consultant）が Nakroma 2 と Nakroma をオエクシ、アタ
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ウロ、コモの 3 航路に就航させた場合の運航経費に関するキャッシュフローを計算した結

果である。キャッシュフローの欠損分は図 3-4-1 に示すように、国庫補填が必要である。

この事業収支キャッシュフローは現行の低く抑えた料金設定での収支計算で、収支改善だ

けに着目すれば料金の値上げで対応すればよいが、現在のところ、料金改定等の動きはな

い。 

表 3-4-1 フェリー運航に係る事業収支キャッシュフロー 
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図 3-4-1 必要な国庫補填金額の推移 

 

したがって、現行通り国庫補填が継続されれば、フェリーの運航は可能であり、「東テ

ィ」国政府は必要な国庫補填を継続する考えである。本プロジェクトではフェリーターミ

ナル・ビルとフェリーターミナルが一体的に運営される必要があり、双方の運営能力を保

有する APORTIL は本プロジェクトの運営管理主体としての能力を保有していると評価で

きる。しかしながら、名実ともに APORTIL が港湾公社となるためには、フェリーからの

収入、倉庫等の所有施設からの収入など収入源の見直しと、それに対応する人材の効率的

運用も重要な課題である。 

3-4-2 APORTIL における環境対応力の評価 

(1) APORTIL 環境対策部門 

APORTIL の人事部長（Human Recourses Manager）によると、APORTIL には環境対策を

任務とする組織は存在しないが、ゴミ処理等の業務は、Technical 部門が実施し、フェリー

「Nakroma」における環境対応は以下の通り対応している。 

① 油混じりの水は、船内に設置された油水分離機で「水」、「油」及び「スラッジ」

に分解され、水は放流、油は燃料として使用、スラッジは陸揚げし、処理業者が

最終処分を行う。 

② ゴミ：船内に設置したゴミ収集箱に回収した後、ディリ港に接岸した際に接岸場

所横にあるゴミ回収箱に入れる。そこから先は、APORTIL がゴミ収集車により

Tibar Land Fill に運搬し、焼却処理される。 

③ 燃料給油は、約 2 週間ごとに 20～25 トン（小型タンクローリー4 台もしくは 5
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台）を行う。現在は甲板部にある燃料注入口から強化ビニールホースを、フェリ

ー前部開口扉の上から地上に降ろしたうえで、タンクローリーに設置されたエン

ジンポンプに接続し、給油を行っている。ホースを降ろす際、ホース内に残って

いる燃料が地上に漏れることが考えられる。次回の入渠時には、燃料取り入れ口

の改造を予定している（ナクロマ号担当機械工学エンジニアの発言）。 

④ Nakroma は 2016 年 8 月又は 9 月から 2 か月半の間、定期点検と若干の改修を実

施するため、スラバヤの造船所に入渠を予定している。入渠中はインドネシアか

らの代替えフェリーが就航する。 

 

(2) APPORTIL 環境対策能力の評価と対策 

以上から、船舶からのゴミは接岸場所のゴミ回収箱に入れられ、APORTIL 自身がごみ

焼却場に持ち込み処理している。船舶からの油混じりの排水は船内処理され、スラッジの

みが処理業への委託で処理している。新フェリーが就航することにより、環境対策への需

要が増大することが予測されるが、APORTIL の環境対応能力を大幅に上回る環境負荷が

かからないため、APORTIL は環境対策能力を保有していると評価できる。 

3-4-2 フェリーターミナルの安全運航管理等技術面の評価 

本計画で実現する桟橋におけるフェリーの離接岸は、貨物船バースでの扱いと何ら変わ

りがないため、離接岸の取扱技術は保有していると判断できる。海上航行中の船舶の運航

管理に関しては現行のシステムで十分取扱が可能である。運営能力面で強化が必要となる

のは、チケット販売、ゲート管理、乗船時乗船客及び貨物の管理など桟橋及びプラットフ

ォーム上での運航管理システム能力である。GIZ はフェリー乗組員の教育・訓練の実績が

あり、JICA の長期専門家は港湾全体の保安管理システムに関する教育・訓練を実施して

いる。これら両機関の連携による運航管理能力の向上に関する継続的な支援が必要である。 

3-4-3 APORTIL のフェリー及びフェリーターミナル運営能力の評価 

以上の財務面、技術面、安全運航管理面等及び運航能力面の APORTIL の評価から、

APPORTIL は現行の運営維持管理計画をもとに複数隻のフェリーの運航とフェリーター

ミナルの運営管理を実施出来ると判断できる。特に指摘すると安全運航管理体制に関し、

フェリーターミナル・ビルとの一体運用に関する技術訓練が必要であることが指摘できる。 

3-5 プロジェクトの概略事業費 

3-5-1 協力対象事業の概略事業費 

本対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は 23.85 億円となり、先に述べた日

本と「東ティ」国との負担区分に基づく双方の内訳は、下記(3)に示す積算条件によれば表 

3-5-1 のとおりに見積られる。ただし、この額は交換公文上の供与限度額を示すものでは

ない。 
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(1) 日本側負担経費 

「東ティ」国 ディリ港フェリーターミナル緊急移設計画（港湾案件） 

概略総事業費  約 2,136 百万円 

フェリー桟橋の整備 100ｍ、プラットフォームの整備 約 2,700m2 

 

表 3-5-1 概略事業費（日本側負担） 

費  目 概略事業費（百万円） 

施 設 

撤去工 擁壁・斜路取壊し 26 

1,999

桟橋工 杭打ち工 

防食工 

橋脚コンクリート工 

PC 桁工 

1,099 

プラットフォーム工 杭打ち工 

防食工 

上部コンクリート工 

可動ランプ工 

725 

桟橋舗装工 舗装コンクリート工 38 

護岸工 既設護岸修復工 18 

付属工 防舷材 

係船柱 

航路標識 

79 

土木設備工 給水・消火栓設備 

照明・給電設備 

構内保安監視設備 

14 

実施設計・施工監理 137

出典：JICA 調査団作成 

 

(2) 「東ティ」国負担経費 1,145,900 米ドル（約 142 百万円） 

① 土地取得費    自己所有地 

② 不要障害物の撤去   19,500 米ドル （約 2.4 百万円） 

③ ターミナルビルの新規建設  1,036,700 米ドル （約 128.2 百万円） 

④ 工事用恒久資材に係わる輸入関税（2.5％）72,500 米ドル （約 9 百万円） 

⑤ 銀行手続きに必要な費用の負担  17,200 米ドル （約 2.2 百万円） 

(3) 積算条件 

① 積算時点 ：平成 27 年 8 月 
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桟橋・プラットフォーム 10,000 米ドル/3 年 コンクリート補修費用

油圧式可動ランプ 5,200 米ドル/2 年 構造材損傷時補修費用

防舷材 25,000 米ドル/基(破損時)

係船柱 100 米ドル

航路標識 

照明設備 70 米ドル/灯(ランプ交換)

給水設備・消火栓 100 米ドル

CCTV 設備 

50 米ドル/台(カメラ)

200 米ドル/台(モニター)

450 米ドル/台(DC 電源)

以上は交換時費用

計 3,800 米ドル

出典：JICA 調査団作成 
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第4章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

 プロジェクト実施のための前提条件は以下に示すとおりである。 

 

① プロジェクト対象区域の確保と提供 

② プロジェクト対象区域内の不用障害物の撤去 

③ プロジェクトと並行して整備されるフェリーターミナル・ビル計画の実施 

④ 環境証明の取得 

⑤ 日本政府からの援助資金受入れ及び本邦契約者への支払のため、E/N 及び G/A 締

結後速やかに日本のある銀行に自国名義の口座の開設、当該援助資金の受け払い

に関する代理人をする銀行取極め（B/A）を結ぶこと 

⑥ プロジェクト実施に関与する日本人に対する労働ビザを発給すること 

⑦ 調達資機材の無税通関が行われるよう、資機材が「東ティ」国に到着するまでに

必要な国内手続きを完了しておくこと 

 

なお、①～⑥（③を除く）については、工事開始までに完了する必要がある。⑦につい

ては各種税金の免除を本邦契約者が受けられるよう必要な処置を実施することが必要であ

る。 

 

4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

 プロジェクトの効果を十分に発現・持続させるため、以下の相手方投入が必要となる。 

 

① フェリーターミナル及びフェリーターミナル・ビルの維持管理に係る予算及び技

術者の確保 

 本プロジェクトで整備される施設は維持管理の負担が少なくなるよう計画され

ているが、施設が機能を適正に維持するには定期的な点検や必要に応じた補修が

必要となる。 

② フェリー運航に必要な経費に対する政府補助金の支出の継続 

フェリー料金は政策的に低い料金設定を行っている。フェリー乗船客の増大が

地域経済の向上につながるため、「東ティ」国国民がフェリー運航経費を賄える適

正料金を支払える所得レベルになるまでは政府補助金の支出を継続する必要があ

る。 

③ プロジェクト対象地域周辺における定期的なモニタリングの実施 

 プロジェクトの実施により周辺に負の影響を与えることがないよう環境面、社

会面における継続的なモニタリングの実施が必要である。 
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4-3  外部条件 

プロジェクトの効果を十分発現・持続させるための外部条件を以下に示す。 

 

① 地方港開発航路の早期開設 

人流の活発化や地域産物の流通量の増大など地方経済の向上を促進するために、地

方港開発航路の開設を出来るだけ早期に実施する必要がある。 

② フェリー乗船客等のマーケット調査の実施 

フェリー乗船客のニーズに合わせた運航スケジュールが人流や物流量の増大を図る

ことが出来るため、ニーズに合わせた運航スケジュール立案のためのマーケット調査

を実施することが必要である。 

③ 開発ポテンシャル航路の開発促進 

インドネシアのクパン港との開発ポテンシャル航路の整備を図ることにより、クパ

ン以遠のインドネシア諸港との間で貿易や観光客の増大が見込まれ、観光産業等の活

性化につながる。 

④ 適正な運航の継続 

乗船客定員や適正な積載貨物量の遵守は安全・安心運航につながり、フェリー輸送

の信頼性を確保できる。 

⑤ フェリーターミナル施設の適切な維持管理の実施 

フェリーの定時運航を確保するため、フェリーターミナル施設の維持管理を適切に

実施する必要がある。 

 

4-4 プロジェクトの評価 

本プロジェクトの評価を以下に示す。  

4-4-1 プロジェクトの有効性 

(1) 定量的効果 

 本プロジェクトは今後大幅な増加が予想されるフェリー需要に対応した運航フェリ

ーの増加に対応したフェリーターミナルの整備計画であり、表 4-4-1 に示す定量的効果が

見込まれる。定量的効果指標では基準年を現在（2014 年）の実績値とし、事業完成 3 年後

（2021 年）の目標値を示す。 
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表 4-4-1 定量的効果指標 

指標名 
基準値 

(2014 年実績値) 

目標値（2021 年） 

【事業完成 3 年後】 

フェリーの接岸可能時間 

(時間／日) 

3 時間 24 時間 

旅客数（人／年） アタウロ航路：21,634 人 

オエクシ航路：44,036 人 

 

アタウロ航路：28,392 人 

オエクシ航路：70,985 人 

 

出典：JICA 調査団作成 
 

(2) 定性的効果 

① 直接効果 

 旅客乗降時の安全性が向上する。 

 潮位に影響されずに常時安全な接岸が可能となる。 

 フェリーターミナル・ビル計画地に隣接するため、フェリー利用者の利便性が高

い。 

 桟橋形状の接岸施設であることから、フェリー接岸時の動揺は大幅に軽減されバ

ンカリング等の整備作業の自由度が高くなる。 

 2 隻同時接岸できる規模であることから、フェリー運航スケジュールの自由度が増

し、輸送回数と規模の拡大が可能となり、生活の足としての機能が向上する。 

 新たに導入される Portugal からのフェリー（横開き Ro/Ro タイプ）の着桟も可能

であり、国際間フェリー航路開発へ寄与する。 

 

② 間接効果 

 地方と首都圏地域との物流量が増大し、北部海岸地域及び飛び地・離島の経済発

展に寄与する。 

 今後、増大が想定される観光客の移動手段としての活用が期待され、地方に経済

効果をもたらす。 

 ティバール新港へ貨物取扱機能が移転した場合、国内フェリーターミナルと国際

観光船埠頭の機能分担が明確になり、ディリ港が国際観光港及び国内フェリータ

ーミナルの機能を持った交通結節点の港湾としての役割の一端を担うことが可能

となる。 

 

(3) 他の JICA 事業との連携 

本事業の実施により、無償資金協力「ディリ港改修計画」（2006 年）及び「オエクシ港

緊急改修計画」（2010 年）により整備された各々の港の効果的・有効的活用につながる。

また、現在、「港湾施設・安全アドバイザー」（長期専門家、2012 年～2015 年）及び「港

湾施設維持管理」（短期専門家 2015～2016 年）を派遣中であり、これら専門家の活動によ
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り向上した港湾局の維持管理能力が、本事業で整備された施設・機材の適切な維持管理に

寄与することが期待される。 

4-4-2 妥当性 

 プロジェクト実施の妥当性を以下に示す。 

① 裨益効果 

現行航路及び新たに就航が計画される北部海岸地域の住民のみならず、「東ティ」国

経済の発展に寄与することが期待されることから全国民に裨益効果が及ぶと考えられ

るため、プロジェクトの妥当性は高い 

② 長期的開発計画との整合 

「東ティ」国の長期開発計画である SDP において、港湾インフラの整備は同国の経

済成長を確かなものとするための整備政策と位置づけられており、本プロジェクトの

SDP との整合性は高い。加えて、新ティバール港への貨物機能の移転以降のディリ港

は国際旅客船ターミナル、フェリーターミナルなど海陸の交通結節点としての機能を

求められており、本プロジェクトの妥当性は高い。 

③ 本邦の援助政策との整合 

「東ティ」国に対する日本の援助方針の一つに「経済活性化のための基盤づくり」

が掲げられている。本プロジェクトは北部海岸地域のフェリー需要に対応するととも

に地方と首都圏や隣国インドネシアとの経済交流が活性化する基盤を提供することに

なることからも、上記援助方針と合致し、プロジェクトの妥当性は高い。 

4-4-3 インパクト 

① 地方港整備促進への寄与 

「東ティ」国に公共フェリーの母港が開設されることになり、ここを起点にカラベ

ラ、コモなど東海岸の地方港航路の開設が可能となる。 

② 魅力的な臨海地区形成への寄与 

  ディリ港が国際観光港機能を保有することにより、東西に隣接する公園区域と一体

化して、いわゆるディリ港バンドを形成し、魅力的な臨海地区としての賑わい空間を

形成する可能性が広がる。 

③ 安全運航への寄与 

現在、1 隻のフェリーで生活の足として機能させているため、航行回数が制限され定

員を超えての乗船を許容せざるを得ない状況であるが、2 隻あるいは 3 隻の配船になり

安全航行に資する可能性が高い。 

4-4-4 持続性 

① 現在 JICA 調査団によって調査が進められている都市マスタープランにおいて、将

来、交通の結節点としての役割をディリ港は求められており、ディリ港は都市開

発と一体化した発展が期待されることから、本プロジェクトのもつフェリーター
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ミナル機能の持続性は高いといえる。 

② 現在進められている主要幹線道路整備計画が完成し、北部海岸地域の東海岸道路

輸送が発展した場合でも、国民の安価な移動手段及び大量貨物の輸送手段として

の役割は高いと考えられる。特に飛び地であるオエクシ地域は国境を超える際に

発生する通関費用等が道路輸送に比較すると格段に安いため、国民の移動手段と

しての役割の持続性は高いといえる。 
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